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第 1 章 序論 1 
第1章 序論 
1-1. 研究背景 
日本は年間を通して数多くの地震が発生する地震大国であり，インフラなどの社会基盤や個人
住宅に大きな被害を与える巨大地震が数年おきに発生している．巨大地震による被害は，地上構
造物の損傷と液状化や地盤変位に伴う地中構造物の損傷に大別できる．これらの地震による構造
物の被害は，それぞれの時代，地域に存在する構造物の種類に依存し，このような被害の調査や
観察などに基づく知見から，設計法や対策工に関する検討が着実に進んできた．このことは液状
化によりもたらされる被害やその対策工法についても同様である． 
液状化現象は 1964 年に発生した新潟地震において発生した被害から認知 1)された．これ以降，
伊豆大島近海地震(1978 年)2)，メキシコ地震(1985 年)3)，千葉県東方沖地震(1987 年)4)，新潟県中越
沖地震(2004 年)，兵庫県南部地震(1995 年)2),5)，カンタベリー地震(2010 年，2011 年)6), 7)などで液状
化が確認されている．1964 年に発生した新潟地震では，橋梁の落下や道路の寸断など，公共施設
が受けた被害が注目され，それ以降図 1-1 に示すような，道路橋の下部構造物や大型建築物など
の公共施設を対象とした大規模で効率の良い液状化対策工法の研究が進んだ．これらの成果によ
って，2011 年に発生した東北地方太平洋沖地震においても，鉄道の施設や湾岸高速道路における
液状化被害はほとんど無かった 8)． 
開発が期待
される工法 
図 1-1 液状化対策の費用と施工面積の関係 9), 10) 
(造成宅地の耐震対策に関する研究委員会報告書-液状化から戸建て住宅を守るための手引き-に加筆修正) 
薬液
注入
工法 
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しかしながら，2011 年の東北地方太平洋沖地震や 2016 年の熊本地震では，埋立地や旧河川上
に造成された宅地における液状化によって，住宅の不等沈下や周辺地盤の相対変位に伴う線状構
造物の破壊などの被害が確認された．このような背景から東北地方太平洋沖地震以降，宅地にお
ける液状化対策の必要性が議論されているが，図 1-1 に示す通り，現在の液状化対策は安価であ
るが大型の施工機械を用いる工法や小規模な施工機械を用いるが高価な工法に限られることに加
え，既往の液状化対策工法の多くは，狭隘な土地における既設構造物直下地盤の改良工事が困難
である．このような背景から，各所で液状化対策について議論されているが，図 1-1 の赤枠に示
すような狭隘な土地においても適用可能な新しい工法の開発が望まれている． 
1-2. 本研究の目的と実施内容 
既設構造物直下における液状化対策工法には，溶液型注入材の浸透注入による注入工法が適用
されている．しかし，地盤の pH の影響によって注入材のゲルタイムが変化や土に浸透後から固
化するまでの時間が長い場合に発生する垂れ下がり現象 11)によって，十分な出来形が得られない
場合がある．その一方で，近年の粉砕技術の発達によって微粒子の浸透注入による地盤改良技術
が注目されている．既往の研究では，微粒子を含む注入材として溶液型注入材にセメントなどの
微粒子を加えた懸濁型注入材が提案されており，強度や耐久性に期待が持てることから高レベル
放射性廃棄物の地層処分場などの高水圧環境下の止水対策に用いられている 12)．しかし，懸濁型
注入材は，溶液型注入材と比較して浸透性に関して不利とされてきた 13)．これは，懸濁液中の微
粒子の大きさが間隙の大きさに近く，目詰まりを発生させる恐れがあるためである．懸濁型注入
材の地盤への浸透可否の評価が重要であるが，従来の微粒子の浸透可否評価法では，これを正し
く評価できない場合があることが報告されている 14)．さらに，セメント系の懸濁型注入材は，六
価クロムの溶出が懸念され，周辺環境を害する可能性がある． 
以上のような理由から，微粒子を含む注入材の浸透注入による地盤改良技術を液状化対策とし
て用いるためには，下記について述べる必要がある． 
1) 周辺環境への影響が少なく，液状化対策として必要な改良強度を得られる注入材の選定 
2) 微粒子の浸透注入による地盤改良のために，対象地盤に浸透可能な微粒子の粒径の把握 
3) 浸透注入に求められる粒径まで微粒子を細粒化することが可能な方法の提案 
4) 微粒子により改良した地盤の液状化ポテンシャルを評価する方法の提示 
本研究では，上記の課題を解決する目的として，以下に示す内容を実施した． 
まず，地盤注入に用いるための微粒子の製造方法や粉砕技術について触れ，レーザー回折式粒
径分析装置および電子顕微鏡を用いて，その粒径や形状を分析するとともに渦崩壊を用いた新た
な粉砕技術を提案し，微粒子の粉砕特性について調べた． 
次に，これらの微粒子の浸透可否評価を行うために，土の透水係数に着目し，種々の間隙の中
でも土の間隙状態に最も寄与する間隙の大きさ(以下では代表間隙径と呼称する)を既往の研究に
おいて提案された透水係数算定法から推定する．このように算定された代表間隙径のみでは，土
に存在する種々の大きさの間隙を表現することは困難であると考えられることから，粒度の広が
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りを表す指標として均等係数 Ucを加えた微粒子の浸透可否評価法を提案する．さらに，微粒子を
用いた一次元注入実験の結果から，その妥当性を確認する． 
さらに，微粒子シリカ(Silica：以下では Si と呼称する)と微粒子水酸化カルシウム(Ca(OH)2：以
下では CH と呼称する)を用いた注入材について，その固化特性を検討する． 
次に，Si と CH を混合した注入材について，液状化試験，遠心場振動台実験を行い，液状化に
対する抵抗性を調べる．最後に，遠心場振動台実験の再現解析を行うことによって，Si と CH を
混合した注入材の改良効果をパラメトリックに考察する． 
1-3. 既往の研究 
1-3-1. 液状化被災事例 
1964 年の新潟地震以降，液状化現象が注目されるようになり，地震発生後の液状化被害に着目
した災害調査が行われた．液状化による構造物の被害分類は安田ら 15)によってまとめられており，
下記にそれを列挙する． 
A). 液状化による地すべり 
B). 土構造物の被害 ･･･斜面崩壊，沈下，流動 
C). 基礎の被害 ･･･沈下および傾斜，杭基礎への被害，上部構造物への被害 
D). 護岸の被害 ･･･矢板の崩壊，護岸の流動，重力壁の傾斜 
E). 地中構造物への被害 ･･･地中埋設管の抜け，変形，浮上，スラブの破損 
沿岸部または河川堤防などは地下水位が高いことから，過去の地震においても，大きな液状化
被害を受けている．東北地方太平洋沖地震における被害事例を写真 1-1 に示す．写真 1-1(a)は浦安
市内における噴砂現象，写真 1-1(b)は阿武隈川における河川堤防の変形の状況である．特に，2011
年の東北地方太平洋沖地震において，浦安市では道路網における液状化被害延長が 111.8km に達
し，図のような河川堤防においても広域的な被害をもたらした． 
(b) 河川堤防の崩壊 17) (a) 噴砂現象 16) 
写真 1-1 液状化被害 
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液状化の発生を予測する方法としては FL 法が挙げられるが，液状化被害の規模は構造物の基
礎の堅固さや地震動の継続時間の影響も受ける．そのため，このような簡易法で精緻な予測を行
うことは困難である．また，これらの構造物の被災予測には，原子力発電所のような社会的に重
要な構造物が優先的に対策されることが普通である．このような背景もあり，数多くの構造物が
液状化の被害を受けてきた．新潟地震および東北地方太平洋沖地震における地上構造物の液状化
被害を写真 1-2(a)，(b)，(c)，(d)に示す．液状化が認知されていなかった新潟地震以前では，砂地
盤は鉛直支持力に優れ，地震による被害はほとんどないとされていた．しかし，支持層であった
砂地盤が広く液状化し，多くの土木構造物が被害を受けた．写真 1-2(a)，(b)は，それぞれ 1964 年
の新潟地震地盤，2011 年の東北地方太平洋沖地震の液状化によって転倒，傾斜したアパートであ
る．また，写真 1-2(c)は，竣工直後の昭和大橋が 1964 年の新潟地震に起因する液状化によって落
橋した際の様子である．昭和大橋はピン-ローラー支承の構造がそれぞれ連結して構成された静定
構造であったため，液状化により橋脚が沈み込むことによって落橋した．写真 1-2(d)は，1964 年
の新潟地震における側方流動による護岸の被害である．写真には，側方流動によって河川側に向
かって護岸が大変形し，沈下した地盤が浸水している様子が示されている． 
(a) 転倒したアパート 18) (b) 傾いたアパート 19) 
(c) 崩落した昭和大橋 18) (d) 側方流動による護岸の被害 18) 
写真 1-2 地上構造物の液状化被害 
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液状化時は地盤が泥水となり，その浮力によって比重の小さい中空の地中構造物は浮上する．
また，周辺地盤との相対変化によって地中埋設管などは破損する場合がある．地中構造物がこの
ような被害を受ける要因は，大きな相対変位によるもの，沈下などによる永久変形によるもの，
過剰間隙水圧の揚圧力によるもの 15)などに分類できる．そのため，構造の形式によって受ける被
害が限定される．例えば，写真 1-3(a)に示すようにマンホールのような中空の構造物は浮力の影響
を受ける場合がある．写真 1-3(a)は，新浦安地域におけるマンホールの浮き上がりの様子であり，
東北地方太平洋沖地震ではこのようなマンホールの浮き上がりが数多く見られた．一方で，写
真 1-3(b)のように，管路においては液状化に伴う地盤の相対変位によって，弱部となる継手部分か
ら破壊する場合がある．写真 1-3(b)は鰐川浄水場の管路における東北地方太平洋沖地震の液状化
に伴う被害であり，上下水道管の折れや破断により管路内に流入した土砂によって，上下水道の
利用が困難となった． 
1-3-2. フィルター材の内部安定性と微粒子の浸透可否評価について 
土骨格の間隙に対する微粒子の浸透は，微粒子の粒径が間隙の大きさよりも小さい場合に可能
となる．既往の研究では，土の粒径分布におけるある粒径 D が土骨格の間隙の大きさに概ね比例
していることから，その粒径 D と微粒子の粒径分布のある粒径 G の比を使用して，微粒子の浸透
可否を評価する方法が提案されている(例えば森ら 14)，Akbulut et al.22))．このような浸透可否評価
法は，フィルター材の内部安定性を評価するための指標を基に示されたものであり，既往の研究
では，フィルター材の内部安定性を求めるための様々な指標が提案されている． 
フィルター材内部の安定性を設計するための指標は，フィルター材と細粒分が 1 つの粒径分布
を形成すると捉えて判定する方法とフィルター材と細粒分を別の粒径分布と捉えて判定する方法
に分類できる．フィルター材の内部安定性指標を評価するこれらの指標には，評価パラメータと
して，フィルター材の粒径，細粒分の粒径，均等係数おとび細粒分含有率などが用いられている．
フィルター材と細粒分が 1 つの粒径分布を形成すると捉えて判定する方法として，Burenkova23)に
よる規準では，均等係数が 200 までの砂および礫を対象として，粒径分布の D15，D60 および D90
(a) 浮上したマンホール 20) (b) 管路における被害 21) 
写真 1-3 地中構造物の被害 
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を使用して下記の式(1-1)が提案されている． 
 0.76 log(h´´)+1 < h´< 1.86 log(h´´)+10 (1-1) 
ここに，h´´は D90/D15，h´は D90/D60であり，式(1-1)を満たせば内部安定となる．また，Istomina23)
の規準では，内部安定条件を示す指標として，式(1-2)のように均等係数を使用している． 
 Uc≦20 (1-2) 
さらに，Chang and Zhang24)は，段差状の粒径分布を有する土のギャップ比を使用して，フィルタ
ー材の内部安定性について式(1-3)のように示している．  
 Gr < 3 (Fc < 10%) 
(1-3) 
 Gr < 0.3 Fc (10% ≦ Fc ≦35%) 
ここで，Gr はギャップ比であり，dmax，dmin で表される．ここで，dmax，dmin はそれぞれ段差状に
変化する粒径分布の曲線部分における粗粒側の粒径と細粒側の粒径を示している．
Chang and Zhang は，式(1-3)を満たせれば内部安定であるが，Fcが大きい土については内部不安定
となることを示している． 
次に，フィルター材と細粒分の粒径分布を別と捉えて判定する方法として，Terzaghi25)はフィル
ター材の粒径と細粒分の粒径の大きさを比較する方法を提案しており，式(1-4)を満たすと内部安
定となる． 
 
 
(1-4) 
 
 
(1-5) 
Terzaghi の指標は，暗渠外周部分のフィルター材の条件を決定するものであり，フィルターの間隙
を細粒分が通過しない条件(式(1-4))とフィルターに求められる適度な透水性を有するための条件
(式(1-5))を示したものである．さらに，Honjo and Veneziano26)は，フィルター材の 15%粒径(D15)，
細粒分の 95, 85, 75 および 15%粒径(d95, d85, d75, d15)を使用して内部安定性を評価している． 
 
 
(d95/d75<7.5) (1-6) 
Honjo and Veneziano によれば，式(1-6)を満たすと内部安定となる．また，Lafleur27)は一様な砂試料
については細粒分の 85%粒径(d85)がフィルターの開口幅Ofよりも小さい場合に内部安定として以
下の式(1-7)を定義している． 
  (1-7) 
以上のように，フィルター材の内部安定性を示す指標は数多く提案されている．これらの指標
を微粒子の浸透可否評価法として適用する場合，フィルター材と細粒分の粒径を一つの粒径分布
と捉える方法では，注入する微粒子と砂試料の粒径加積曲線を合成し，その粒径分布から判断す
る必要があると考えられる．しかし，浸透注入した注入材に含まれる微粒子重量は，注入対象と
なる試料の重量に対して非常に小さいため，このような判定法を適用することは困難である．従
って，微粒子注入の浸透可否評価法に対しては，フィルター材と細粒分の粒径加積曲線を別とし
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て捉える方法を適用することが妥当である． 
このような考えから，微粒子の浸透可否評価として主に用いられている指標として，式(1-8)に
示すような Terzaghi のフィルター材の内部安定性指標を拡張したグラウタビリティー比
(Groutability ratio: 以下 Gr)28)が提案されている． 
 
 
(1-8) 
Gr 比の判定では，微粒子は Gr比 > 15~25 で浸透可能，Gr 比 < 11 で浸透不可となることが示され
ている．しかし，求められた Gr 比が浸透可能とされる値でも，微粒子の注入ができない場合があ
ることも報告されている 14)． 
1-3-3. 微粒子の浸透注入に関する既往の研究 
懸濁型注入材に含まれる微粒子の浸透可否に関する研究は，地盤改良や岩盤亀裂の補修・補強
の分野で数多く行われてきた．微粒子の浸透特性は，その粒径のみならず，注入材の性質にも影
響される．例えば，米田ら 29)は，懸濁型注入材を砂層や岩盤亀裂に注入することで，懸濁液中の
微粒子の粒径やセメントの配合に伴う粘性の変化が，浸透性に与える影響を確認している．また，
古賀ら 30)は図 1-2(a)に示すような一次元注入実験装置を用いて微粒子の濃度が異なる注入材を土
試料に注入している．その結果，図 1-2(b)に示すように注入材濃度によって注入材の浸透特性が異
なることを述べている．さらに，これらの実験的事実とともに，注入材の条件を考慮した微粒子
の浸透予測が提案されている．このように，米田らや古賀らの研究で行われている砂層に対する
室内浸透実験は，図 1-2(a)に示す一次元砂層を想定したものである．その一方で，Akbulut et al. 22)
は，直径 100mm，高さ 200mm の小型土槽を用いて懸濁型注入材を三次元的に注入し，その際の
注入圧力，相対密度，細粒分含有率および注入材濃度が浸透特性に影響を与えることを指摘する
とともに，これらのパラメータを使用した微粒子の浸透可否評価を試みている． 
懸濁型注入材の岩盤亀裂中の浸透性も確認されている．米山ら 12)は，図 1-3(a)に示した岩盤亀
裂を想定した実験装置を使用し，開口幅の異なるスリットに対して懸濁型注入材の浸透注入実験
を行っている．その結果，図 1-3(b)に示すようにスリット内における微粒子の目詰まりが，懸濁型
注入材の初期の注入流量を注入材の流量で除した相対流量に相関することを確認している．さら
に，米山らは，岩盤亀裂中に浸透する注入材を粘性流体として表現し，懸濁型注入材の注入量に
よって目詰まりが進展するモデルを用いて，微粒子の浸透挙動を解析的に求めている．西垣ら 31)
は，懸濁型注入材の亀裂中への注入特性や浸透挙動を把握するために，亀裂を模擬したスリット
に対する懸濁型注入材の注入実験を行い，微粒子の微細亀裂中における浸透性に及ぼす注入材の
粘性や注入量の影響を理論的に検討している．西垣らはこれによって，亀裂性岩盤に対する懸濁
型注入材の理論的根拠に基づく設計方法の確立が可能であることを指摘している． 
ここまでの研究は，懸濁型注入材の濃度に伴って変化する注入材の粘性や懸濁液中に含まれる
微粒子の粒径など注入材の特性に関する検討を中心としている．しかしながら，微粒子の浸透特
性は，懸濁型注入材の特性だけでなく，注入の対象となる地盤の間隙特性によっても変化するこ
とが指摘されている．例えば，Zebovitz et al.32)は超微粒子セメントを注入材として使用し，微粒子
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の浸透特性が地盤の相対密度や細粒分含有率などの条件によって変化することを示している．ま
た，米田ら 13)はセメントミルク系およびセメント-水ガラス系の懸濁型注入材を砂層に浸透注入し，
強度特性，透水性などとともに，改良砂の微視的構造を光学顕微鏡で観察した．さらに，米田ら
は間隙構造を詳細に検討するために，水銀圧入ポロシメーターにより土骨格の間隙状態を微視的
に観察し，土の間隙開口幅と微粒子の浸透特性の関係性を指摘している．神谷ら 33)は，長良川砂
の間隙径分布と懸濁型注入材の滞留特性を調べるために，飽和試料に圧入した空気量から間隙径
分布を求める圧入法，水分特性曲線のサクションおよび体積含水率を間隙径分布に変換する水分
法を適用している．図 1-4(a)，(b)には，両手法で測定される懸濁型注入材注入前後の間隙径分布
に注入した微粒子の粒度曲線を併記している．神谷らは，両手法における間隙径分布の差異につ
いて，圧入法では流れに寄与する間隙部分のみが計測されるが，水分法ではこれに加えて流れに
寄与しない瘤状の間隙部分も測定されることに起因すると述べている．また，図 1-5 は神谷らに
よって測定された懸濁型注入材注入前後の間隙体積の変化である．この結果から神谷らは，注入
初期の懸濁型注入材の滞留特性は，土粒子表面に付着する滞留が支配的であり，注入が進むにつ
れて圧入法で評価し難い瘤状の間隙に微粒子が滞留すると推測している． 
 
(a) 注入実験装置 
 
※C/W：セメント水比 
(b) 古賀ら 30)の実験結果に加筆 
図 1-2 古賀ら 30)の注入実験装置と結果 
 
 
 (a) 平行スリット注入実験装置 
 
※スリット A：0.15mm，スリット B：0.05 
(b) 米山ら 12)の実験結果に加筆 
図 1-3 米山ら 12)の亀裂性岩盤を模擬した平行スリット実験 
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2000kN/m2以上であり，液状化対策に用いるために十分な強度が得られたことを報告している．米
田ら 13)は，セメントミルク系およびセメント-水ガラス系の懸濁型注入材で改良された砂質土の圧
縮強度と微視的構造を比較している．その結果，圧縮強度はいずれの注入材でも同程度であった
ものの，間隙に充填された注入材の微視的構造の違いによって，改良後の透水性が異なることを
確認している．一方で柴田 35)の研究においても，セメント-水ガラス系の懸濁型注入材による改良
体の圧縮強度が検討されているが，長期強度が低下することを報告している． 
以上のような研究で取り扱われている懸濁型注入材は，高耐久性であることからダム基礎など
の高水圧環境下での施工や重要構造物の耐震化などの用途に用いられ，その一軸圧縮強度も
1000kN/m2を超える場合が多い．しかし，この改良強度は宅地に対する液状化対策としては過大で
あり，改良後の掘削効率の観点から宅地の将来の利用に制限を設けないために，細谷ら 36)は改良
強度を 500kN/m2以下に抑えるべきと述べている．また，セメント系材料の混合による安定処理に
関する既往の研究では 37), 38)，水和物に固定されていない六価クロムが，地盤に溶出する可能性が
指摘されている． 
1-3-5. 非セメント系の地盤改良材に関する既往の研究 
非セメント系懸濁型注入材は，六価クロムの発生源がなく，セメント系材料と同等の強度を発
現する 39), 40)ことから，これを用いた地盤改良に関する研究が行われている．例えば，増田ら 41)，
原田ら 42)，寺戸ら 43)はシリカフュームとアルカリ反応材として CH を混合し，ポゾラン反応を誘
起させることで固化させるシリカライムを提案している．これらの研究の中で，増田らは引張強
度の小さい軟岩の基礎岩盤への浸透特性の確認のために，高速ミキサーで解砕したシリカフュー
ムと CH を混合した注入材を砂地盤および現場砂岩に浸透注入するとともに，シリカライムのホ
モゲルに対して一軸圧縮試験を行い，その圧縮強度を検討している．また，高い信頼性が求めら
れる高レベル放射性廃棄物の地層処分施設への適用を目的に 44)，天然珪石を高温火炎中に溶射す
ることによって生成される球状シリカ 40)と反応材として粉砕した CH を混合した超微粒子球状シ
リカ注入材が開発され，経時的な粘性変化や配合に伴う pH の推移などの注入材の基礎物性の確
図 1-6 小泉ら 34)の三次元注入実験における浸透距離と改良強度の関係に加筆 
W/C：水セメント比 
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認や走査型電子顕微鏡(Scanning Electron Microscope：以下 SEM)を用いた形態観察を行っている．
さらに，超微粒子球状シリカ注入材の液状化対策効果を確認するために，荒木ら 45)，串橋ら 46)は，
細粒分まじりの現場砂に対して超微粒子球状シリカ注入材を浸透注入し，濃度に伴う浸透性や改
良強度の変化を確認している． 
以上の研究においては，主剤として Si，アルカリ反応材として CH が用いられているが，他の
微粒子を用いた非セメント系の地盤改良材も提案されている．例えば，山田ら 47)は酸化マグネシ
ウム(以下 MgO と称す)を用いた改良材を提案し，MgO と関東ロームを混練した改良土の強度を
確認している．藤原ら 48)は MgO を用いた改良体の固結特性が，Si や酸化アルミニウム(以下 Al2O3
と称す)，酸化鉄(III)などの非晶質成分の量と密接に関係することを指摘している．また，小池ら
49)，橋詰ら 50)は，高炉スラグ微粉末(Blast-furnace Slag：以下 BS)を主成分とした懸濁型注入材を提
案し，BS 系の懸濁型注入材を現場採取砂に浸透注入することで，浸透距離と一軸圧縮強度の関係
としてまとめ，浸透距離が 200cm 程度であっても一軸圧縮強度が 3000kN/m2であることを報告し
ている．橋詰らは，BS 系の注入材の浸透性を検討するために，高さ 200cm および 400cm で作製
した硅砂 5 号の供試体に対する一次元注入実験によって，400cm の供試体においては注入距離に
伴い強度低下するものの，一軸圧縮強度は 50kN/m2 以上であり，十分な浸透性が得られたことを
報告している．さらに，近年の建設泥土の再利用を目的として，茶園ら 51)はフライアッシュ(Fly 
Ash：以下 FA と称す)を藤森粘土と混合し，改良率 29%でコーン指数が 400kN/m2程度となること
が報告されている． 
1-3-6. 固化改良土の液状化強度評価に関する既往の研究 
溶液型または懸濁型注入材を用いた改良工事は，止水や孔壁の安定，ヒービング防止など仮設
工事の地盤強化を目的として使用されてきた．しかし，近年においては液状化対策や耐震補強な
どの用途として利用される場合が増加しており，本設工事としても利用される．さらに，薬液注
入工法に用いられる施工機械は小規模であることから，狭隘部に建設された既設構造物直下地盤
における施工も可能である．このような背景から，薬液注入工法を液状化対策などの本設施工に
用いた事例が増えており，その強度特性を求めるための研究も行われている 52), 53)． 
山崎ら 54)は，溶液型注入材の液状化対策への適用性を検討するために，相対密度 50%の砂に溶
液型注入材を浸透注入することで作製した改良土に対して，繰返し非排水三軸試験を実施してい
る．図 1-7 に示した山崎らによる試験では，一軸圧縮強度が 100kN/m2 以下の改良体であっても，
改良土の液状化強度が未改良土の 2 倍以上になったことを報告している．さらに，図 1-8(a)，(b)
は山崎らによる液状化試験から得られた，未改良砂と改良砂の軸ひずみの時刻歴である．図 1-8 に
示すように未改良砂の軸ひずみは液状化の発生に伴って急激に進展するが，改良砂の軸ひずみは
一般的な液状化現象とは異なり，繰返し載荷によって徐々に大きくなる．この結果から，山崎ら
は溶液型注入材によって改良された土が繰返し載荷を受けた際の挙動は，粘土の挙動に類似する
ことを指摘している．さらに，中澤ら 55)はシンウォールサンプリングにより得た不撹乱試料 T-11，
T-12，現場注入実験からブロックサンプリングした改良土 PG-1，現場の N 値から推定した原位置
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相当の相対密度に調整した現場採取砂 AP について繰返し非排水三軸試験を実施し，溶液型注入
材によって改良された土の液状化強度が未改良土と比較して増加することを確認している．また，
図 1-9 は，中澤らによって行われた繰返し三軸圧縮試験から得られた液状化後の体積ひずみを表
している．この結果から，中澤らは最大せん断ひずみ 10%を超える範囲では，液状化後の圧密沈
下量を過大に評価する傾向にあること，溶液型注入材によって改良された土の圧密沈下量が抑制
されたことを報告している． 
以上のような改良土の繰返し試験法として，一般的な方法は一定応力振幅による非排水繰返し
三軸圧縮試験であり，予め決められた軸ひずみに達した際の載荷回数とその時に適用した応力振
幅の値をプロットしていくことで液状化強度曲線を作図する．しかしながら，この方法では砂質
土の液状化による軟化と粘性土のように繰返し載荷に伴う軟化を明確に区別できない．このよう
な問題を克服することのできる手法として，エネルギーの理論を用いた研究が行われている．
Towhata et al.56)は，繰返し試験の履歴ループから算出される累積損失エネルギーが，過剰間隙水圧
の増加と良い相関関係になることを報告している．また，下村ら 57)は，累積損失エネルギーと液
状化後の体積ひずみの関係を指摘している．さらに，大島ら 58)は溶液型注入材で改良された砂に
対して，定ひずみによる非排水繰返し三軸圧縮試験を実施し，その結果から改良土の体積ひずみ
と有効拘束圧で正規化された正規化累積損失エネルギーの関係を示している．図 1-10，図 1-11 は
それぞれ，大島らによって求められた正規化累積損失エネルギーと剛性低下率，体積ひずみとシ
リカ濃度の関係を示している．図 1-10 から明らかなように，未改良砂では正規化累積損失エネル
ギーが繰返し載荷によって 0 に近づくのに対して，改良土においては正規化累積損失エネルギー
 
図 1-7 山崎ら 54)による液状化試験結果 54) 
 
(a) 未改良砂 
 
(b) 改良砂 
図 1-8 軸ひずみの時刻歴 54) 
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が一定の値に収束することから，履歴ループが扁平とならずに剛性を保っていることが確認でき
る．また，図 1-11 から正規化累積損失エネルギーに対して発生する体積ひずみが薬液濃度の増加
に伴って小さくなることが分かる．これらの結果を用いて，大島らは正規化累積損失エネルギー
の関係から適切な薬液シリカ濃度を設定可能であることを指摘している． 
1-3-7. 遠心場振動台実験および液状化実験の再現解析に関する既往の研究 
地盤や構造物が液状化によって示す挙動や液状化対策効果の有効性を確認するために，小型模
型地盤を用いた遠心場振動台実験が行われてきた．Jafarian et al.59)や Hayden et al.60)の研究では，隣
接した直接基礎を有する構造物の液状化時の沈下挙動を調べるために，遠心場振動台実験を行っ
ている．図 1-12 は Jafarian et al.が使用した 1/80 の実験模型の一例であり，括弧外の寸法は模型ス
ケールを cm，括弧内の寸法は実スケールを m で表している．Jafarian et al.は結果の一例として，
構造物の離間が近いほど振動の応答が大きく，沈下量も大きくなることを指摘している．また，
Horikoshi et al.61)は，液状化地盤の側方流動が杭基礎に及ぼす影響を確認するために，1/50 スケー
ルの模型を用いた遠心場振動台実験を行い，境界からの距離によって異なる杭の変位や非液状化
層の存在が杭の変形に大きな影響を与えることを確認している．北ら 62)は既往の液状化抵抗推定
法の有効性を確認するために，せん断土槽内に水の 50 倍の粘性であるシリコーンオイル中に，砂
 
図 1-9 液状化後の体積ひずみ 55) 
 
図 1-10 正規化累積損失エネルギーと剛性低下率 58) 
 
図 1-11 体積ひずみと薬液シリカ濃度 58) 
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8号を水中落下させることによって作製した 1/50スケールの模型地盤を使用して，遠心加速度 50G
場における振動台実験を行っている．その結果から，コーン貫入試験およびせん断波測定試 
験の液状化強度推定に対する有効性を指摘している．さらに，固結改良による効率的な改良範
囲を検討するために，今村ら 63)は模型既設タンク直下地盤を薬液注入によって改良し，遠心場振
動台実験によってパラメトリックな考察を行っている．図 1-13 は今村らによる遠心場振動実験の
実験ケースの概略図である．それぞれの実験ケースにおけるタンク基礎および周辺地盤の沈下を
図 1-14 に示す．図に示すように，改良したケースでは液状化後の沈下を抑制できており，その対
策効果は改良体の剛性が同じであれば，改良体積率および改良深さに依存することが指摘されて
 
図 1-12 Jafarian et al.59)が使用した実験模型 
  
図 1-13 今村らの実験ケース 63) 図 1-14 タンク基礎および周辺地盤の沈下 63) 
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いる．さらに，これらの実験から，沈下の抑制に必要な改良範囲はタンクの基礎よりも実物換算
で 0.5m 程度広く改良する必要があることが示されている． 
液状化現象をシミュレートするための手法はいくつか提案されているが，土の構成則やパラメ
ータによって解析の結果は大きく変化する．そのため，実現象に則した解析結果を得るための土
の構成則や解析方法，パラメータの選定が行われる．例えば，上田ら 64)は，地震時の自立式矢板
の動的変形挙動を把握するために動的遠心場振動台実験を実施するとともに，解析コード FLIP を
用いて再現解析を行っている．この解析において，上田らは実験の手順を踏まえた静的解析とし
て多段階解析を採用し，その静的解析の結果を通常の手順の解析結果と比較している．その結果，
地震応答解析において精度の良い解析結果を得るためには，静的解析から得られる初期条件を正
確に再現することが重要であることを指摘している．また，吉澤ら 65)は河川堤防が長周期地震動
を受けた際の予測変形量を検討するために，短周期地震動に対して適用実積のある LIQCA および
FLIP を用いて解析を行っている．この結果から，吉澤らは長周期地震動を入力波とした有効応力
解析では，短周期地震動を入力した場合よりも解析結果の精度が低下することを示唆し，液状化
後の大ひずみを考慮した構成モデルのキャリブレーションの必要性を指摘している．さらに，池
野ら 66)は，1G 場の模型振動台実験の結果を解析コード LIQCA および FLIP を用いて再現解析を
行っている．池野らの再現解析では，履歴ループや有効応力の低減具合をそれぞれのパラメータ
を変化させることによって再現しており，加速度応答や過剰間隙水圧の推移に関する解析結果は
実験結果と比較的整合していることを示している．その一方で，変形量に関しては両解析コード
ともに実験結果よりも過大に評価されることを示している．この原因として，池野らは溶液型注
入材によって改良された土の粘り強さを表現できていないことを挙げている． 
1-4. 本論文の構成 
本論文の構成を図 1-15 に示す．本論文は全 8 章より構成される． 
 
第 1 章では，本論文の社会的背景と本論文の主目的について説明するとともに，本研究に関わ
る既往の研究や事例をまとめた． 
 
第 2 章では微粒子の粉砕技術と本研究において用いる微粒子の特性について調べる．微粒子の
特性の検討には，レーザー回折式粒度分布測定装置を用いた粒度測定および SEM を用いた表面観
察を行う．また，旋回流を用いた微粒子の粉砕方法について検討するとともに，レーザー回折式
粒度分布測定装置でその粉砕結果を確認する． 
 
第 3 章では，微粒子の地盤に対する新しい浸透可否評価法について述べる．まず，微粒子の浸
透可否は土の間隙特性によって変化することから，使用する試料の透水試験結果および透水試験
算定法から土の代表的な間隙を表す間隙指標を算出する．次に，微粒子の一次元注入実験により
得られた微粒子の浸透可否の結果と間隙指標を用いた浸透可否評価法による判定結果を比較し，
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提案法の妥当性を確認する． 
 
第 4 章では，微粒子の固結による地盤改良の可能性について検討する．まず，第 3 章までで使
用した微粒子の固化可能性について調べる．その中でも，最も強度発現の顕著であった Si と CH
を混合した注入材の配合や注入条件に伴う注入特性および強度の推移を調べる．次に，選定した
注入材について，短期的な強度変化を検討する． 
 
第 5 章では，Si と CH を混合した注入材の液状化強度について述べる．まず，繰返し非排水三
軸圧縮試験を適用し，液状化強度曲線を求めるとともに，軸ひずみ進展後の体積圧縮特性を累積
損失エネルギーの観点から考察する． 
 
第 6 章では，未改良地盤と Si と CH を混合した注入材で改良した地盤を作製するとともに，遠
心場振動台実験を行うことで，注入材の改良効果を検討する． 
 
第 7 章では，遠心場振動台実験結果をもとに，有効応力解析である LIQCA による遠心模型実験
の再現解析を行い，改良体寸法が沈下量や加速度応答に与える影響を検討する． 
 
第 8 章では，本論文において得られた知見をまとめる． 
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第2章 微粒子の分析および粉砕技術 
2-1. 概説 
本章は，既往の研究において提案された微粒子を浸透注入による地盤改良材として使用するた
めに，その基礎的な物理特性を確認するとともに，微粒子の粉砕による細粒化を確認すること目
的とする． 
既設構造物直下に対する地盤改良工法としては，供用中の構造物への影響を考慮し，薬液の浸
透注入による改良工法がよく用いられるが，溶液型注入材は薬液の垂れ下がり 1)によって，十分
な改良体を形成できない場合がある．均質な改良体を形成するためには，注入対象となる土質に
合ったゲルタイムの設定や注入速度の管理など高い水準での施工管理が求められる． 
一方で，セメント系に代表される懸濁型注入材は，高強度と耐久性が期待されることから重要
構造物直下における地盤改良や高水圧環境下における止水対策などに用いられている 3)．しかし，
懸濁型注入材は溶液型注入材と比較して浸透性において不利とされている 4)．これは，懸濁液中
の微粒子の粒径が注入の対象となる土骨格の間隙径に近い場合，目詰まりを発生させるためであ
る．そのため，一般的に粒径の大きな粒子を含む懸濁型注入材は，透水性の高い砂礫地盤や空洞
充填のために用いられている 5)．しかし，近年では粉砕技術や粉砕助剤に関する微粒子化技術 6)が
発達したことにより，浸透性の良い微粒子セメントが実用化されている．さらに，粒径が数 µm 以
下の極超微粒子セメント 7)の開発によって，粒径の小さな砂や細粒分質の砂に対しても浸透注入
が可能 8),9)となっている．これにより，浸透注入による改良工事において懸濁型注入材が検討され
る 10)など，微粒子を用いた注入材の適用範囲が拡大している． 
しかし，セメント系材料の混合による安定処理に関する既往の研究では 11), 12)，水和物に固定さ
れていない六価クロムが，地盤に溶出する可能性が指摘されている．一方，非セメント系懸濁型
注入材は，六価クロムの発生源がなく，液状化対策として使用するために十分な強度を発現する
ことが報告されている 13), 14)．そこで本研究では，浸透注入を目的とした地盤改良材として非セメ
ント系の微粒子を使用することを目的として，1-3-4 項における既往の研究で提案されている微粒
子について基礎的な物性を確認する．まず，それぞれの微粒子について，レーザー回折式粒径分
布測定装置および SEM による粒径分布や表面観察によって，その基礎的な物理特性を確認する．
次に，基礎物性の評価の結果から，粒径が最も大きい微粒子について粒子粉砕技術を適用するこ
とによる細粒化を試みるとともに，その粉砕効果を確かめる． 
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2-2. 使用した微粒子の概要 
1-3-4 項において既往の研究で提案されている非セメント系注入材に使用されている微粒子を
用いた．試料の一覧を表 2-1 に示す．まず，Case2-1 ~Case2-3 には，粒径の異なるシリカ微粒子で
ある SiI，SiII，SiIII を用いた．なお，添え字は単に微粒子の粒径の違いを表すものである．次に，
Case2-4，2-5 では，アルカリ反応材である水酸化カルシウムである CH および酸化マグネシウム
である MgO を用いた．Case2-6 は，アルミナである酸化アルミニウム Al2O3の微粉末である．ま
た，Case2-7，2-8 はセメントの混和材として用いられるフライアッシュ(FA)および高炉スラグ微粉
末(BS)である．ここで挙げた Si，Al2O3 はそのものに自硬性はないが，CH や MgO などから溶出
したアルカリの刺激を受けてケイ酸カルシウム水和物を生成して硬化する性質がある 15), 16)．また，
FA および BS は，そのものの化学組成にもよるが自硬性を有する微粒子であり 17)，アルカリ反応
材によって硬化が促進される 18)． 
2-3. レーザー回折式粒径分布測定装置による分析 
粒度分布測定に用いた装置は，レーザー回折式・散乱式法を測定原理とする粒径分布測定装置
であり，写真 2-1 に示す島津製作所製の SALD-3100 を用いた．粒径分布測定に用いた試料はいず
れも，気中乾燥状態にある粉末である．それぞれの粉末をイオン交換水で希釈し，分析装置の分
散槽に投入するとともに，超音波ホモジナイザー(周波数：約 42kHz)を 3 分間作動させることで凝
集した粒子を解砕させ，微粒子の粒径分布を測定した． 
粒径分布測定結果を図 2-1，図 2-2(a)~(c)に示す．なお，図 2-2 は図 2-1 の結果をそれぞれのケー
写真 2-1 レーザー回折式粒径分布測定装置(SALD-3100) 
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スごとに分割して示したものである．なお，図中の相対粒子量は，ある粒径の粒子が全体に対し
て含まれる割合を体積基準で表した指標であり，古河ら 19)によってレーザー回折式と沈降分析に
より測定された粒径分布は，近い結果になることが示されている．図 2-1 に示すとおり，Case2-3，
2-6 を除いたすべてのケースで D50は 10μm 以下であり，超微粒子セメントの D50(4μm )20)と同程度
である．その一方で，Case2-3，2-6 では D50がそれぞれ 18.5μm，33.0μm であった． 
次に図 2-2(a)~(c)に図 2-1 の結果をケースごとに分割して示す．まず，図 2-2(a)について，選定
した微粒子 Siの中でCase2-1の SiIの粒径が最も小さい．次に，アルカリ反応材であるCHとMgO，
アルミナの微粉末である Al2O3の粒径分布を図 2-2(b)に示す．Case2-4 と Case2-5 の微粒子の粒径
を比較すると D50は同程度であるが，Case2-4 は 1μm 以下の細粒側，10μm 以上の粗粒側の微粒子
を含んでいる．図 2-2(c)はコンクリート混和材である Case2-7 と 2-8 の結果であるが，本研究で選
定した微粒子では，Case2-8 の粒径が小さい結果となった． 
表 2-1 粒度測定実験のケースおよび試料名一覧 
Case 2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 2-6 2-7 2-8 
試料名 SiI SiII SiIII CH MgO Al2O3 FA BS 
 
 
図 2-1 微粒子の粒度曲線 
 
 
(a) Case2-1~Case2-3 (b) Case2-4~Case2-6 (c) Case2-7~Case2-8 
図 2-2 図 2-1 を分割した結果 
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2-4. SEMによる観察 
表 2-1 に示した微粒子の形状やレーザー回折式粒径分布測定装置により求められた粒径や各微
粒子の形状を確かめるために，SEM による表面観察を行った．本実験において用いた SEM は，
写真 2-2 に示す日立ハイテクノロジーズ製の SU3500 である．SU3500 は，低真空モードと高真空
モードでの観察が可能であり，低真空モードであれば事前処理無しの試料が湿潤状態で観察可能
となる．しかし，高真空状態であれば，入射電子の散乱の低減性やエネルギーの低い反射電子の
効率の良い検出性が得られることから，低真空モードでの撮影より高真空モードでの観察は高倍
率で鮮明な写真の撮影が可能である 21)．そのため，本研究ではいずれの試料も高真空モードで観
察を行った．また，電気伝導性の小さい試料を高真空モードで観察する場合，試料表面に電子が
蓄積し，安定した観察が難しい．このようなチャージアップ現象を防ぐために，試料表面に白金
を蒸着させた 22)．さらに，安定的な観察を行うためには，蒸着膜の厚さを試料全体で均一にする
必要がある．そのため，観察用の試料台上に試料がなるべく均一となるように配慮するとともに，
白金の蒸着時間をすべてのケースで 40s に統一した． 
それぞれの微粒子の観察結果を写真 2-3 ~ 写真 2-10 に示す．写真 2-3 ~ 写真 2-5 は， 
Case2-1 ~Case2-3 の SiI，SiII，SiIIIの観察結果である．写真に示すとおり，SiIは丸みを帯びた粒子
であり，その粒径は 2-3 節の粒度曲線の結果と同様に，Case2-5 が最も大きい．また，Case2-5 の
SiIIIには，亀裂を有する粒子が多く存在しており，粉砕による細粒化の可能性を示唆している．写
真 2-6は CHの観察結果であり，不定形な結晶構造の粒子であり，1μm以下の微細な粒子から 10μm
以上の粗大な粒子が存在することが写真からも確認できる． 
写真 2-7 から，Case2-5 の MgO は，結晶状および板状の粒子から構成されていることが分かる．
また，写真 2-8 は，Case2-6 の Al2O3の観察結果であり，ポーラスな構造であることが観察できる． 
写真 2-2 SEM (SU3500) 
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10μm 
写真 2-3 Case2-1(SiI)の観察結果(3000 倍) 
 
10μm 
写真 2-4 Case2-2(SiII)の観察結果(3000 倍) 
 
100μm        10μm 
写真 2-5 Case2-3(SiIII)の観察結果(500 倍) 
 
10μm 
写真 2-6 Case2-4(CH)の観察結果(3000 倍) 
 
10μm 
写真 2-7 Case2-5(MgO)の観察結果(2500 倍) 
 
100μm        10μm 
写真 2-8 Case2-6(Al2O3)の観察結果(500 倍) 
 
10μm 
写真 2-9 Case2-7(FA)の観察結果(2500 倍) 
 
10μm 
写真 2-10 Case2-7(BS)の観察結果(2500 倍) 
 
粒子の割れ
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写真 2-9，写真 2-10 は，混和材である FA と BS の観察結果である．写真から FA は非常に整っ
た球形粒子であるのに対して，BS は不定形な結晶構造であることが確認できる．このような，球
形粒子の浸透性は，不定形の粒子よりも浸透性が高いことが粉体工学の知見から明らかとなって
いる 23)． 
以上の観察結果から，粒径の最も大きく，割裂した粒子を含む Case2-3 の SiIIIが，最も粉砕効率
が高いと考え，以下の章では Case2-3 の粒子についての粉砕特性および粉砕装置による粉砕効果
を確認する． 
2-5. 粉砕による微粒子化技術 
2-5-1. 粉砕装置 
微粒子の作製技術は様々であるが，基本的には，固体に対してエネルギーを加えて細粒化する
粉砕法と原子や分子の集合体を成長させることによる成長法に大別される 24)．本節では，粉砕法
によって粒子の細粒化を試みる．本実験で用いる粉砕装置を図 2-3(a) ~ (c)に示す．図 2-3 は渦崩壊
を利用した湿式の粉砕装置であり，図 2-3(a)のカスケードポンプと図 2-3(b) 25)の旋回型微細気泡発
生ノズルから構成されている．カスケードポンプが粒子と水の混合物を吸い上げることによって，
吐出部の旋回型微細気泡発生ノズルに吐出圧力がかかる．旋回型微細気泡発生ノズルは旋回流を
発生させるベーン，縮流部および急拡部から構成されており，ノズル内の流体に流れが生じるこ
とにより回転流が発生する．旋回型微細気泡発生ノズルの内部構造を図 2-3(c) 25)に示す．旋回型微
細気泡発生ノズル内に取り付けられたベーンを通過することで発生した旋回流は縮流部，急拡部
を経て圧力開放される．この時，ベーンにおいて発生した渦は急拡部にて壁面に張り付き，変形
する．この現象は渦崩壊と呼ばれ，渦内ではせん断力が発生する．このせん断力や旋回中の微粒
子同士の衝突によって粒子を粉砕または解砕する仕組みである．粉砕過程では，カスケードポン
プを一定時間稼動させ，これらのプロセスを繰り返しすことで，徐々に粒子を細粒化させる． 
 
(a)全景 
 
(b) ノズル外観 25) 
 
(c) ノズル内部 25) 
図 2-3 渦崩壊を利用した粉砕装置 
 
 
①
③
②
①　粒子粉砕装置
②　カスケードポンプ
③　微粒子+水
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本実験では，特に粒径の大きかった Case2-3 の SiIIIに対して，渦崩壊を利用した粉砕装置を使用
し，濃度や粉砕時間に伴う粒子の粒径の変化および粉砕後の微粒子の再凝集の傾向を確認した．
表 2-2 に実験条件を示す．式(2-1)に示すように，微粒子の濃度は微粒子の重量を加えた水の重量
で除した値であり，本実験では 7.5%または 4.0%に設定した． 
100
w
m 
M
M
C  (2-1) 
ここに，Mm：微粒子の重量，Mw：水の重量である．また，粉砕時間は 0~75min のいずれかとし，
粉砕後，0~24h の間，静置することで再凝集の傾向を確認した． 
2-5-2. 粉砕結果 
図 2-4 に粉砕結果を示す．図から，渦崩壊による粉砕によって SiIII の粒子が細粒化されたこと
を確認できる．さらに，表 2-3 にそれぞれのケースの D50 をまとめた結果，図 2-5(a) ~ (c)，図
2-6(a) ~ (c)に粉砕実験の結果を条件ごとに分割した結果を示す．表 2-3，図 2-5(a)にまとめた結果
から，粉砕時間に伴って粒子が細粒化されていることが確認できる．しかしながら，粉砕時間を
表 2-2 粉砕実験の条件 
Case 微粒子の濃度(%) 粉砕時間(min) 静置時間(h) 
Case2-3-a 7.5 0 0 
Case2-3-b 7.5 15 0 
Case2-3-c 7.5 30 0 
Case2-3-d 7.5 45 0 
Case2-3-e 7.5 60 0 
Case2-3-f 7.5 75 0 
Case2-3-g 7.5 30 1 
Case2-3-h 7.5 30 24 
Case2-3-i 4.0 30 0 
Case2-3-j 10.0 45 0 
 
 
図 2-4 粉砕後の Si の粒度曲線 
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Case2-3-c ~ Case2-3-f のように長くしても，粉砕効率はあまり良くない．また，図 2-6(a)から，粒
度曲線に含まれる粒径が 15μm 以上の粒子が粉砕時間に伴って細粒化されていることが分かる．
このことから，始めの 15min で凝集した二次粒子が解砕され，1 次粒子の粒径に近い大きさまで
細粒化されたと推察される． 
次に，図 2-5(b)は微粒子の濃度に伴う粒径の変化を示している．図 2-5(b)の結果から，微粒子の
濃度が低くなるほど粉砕の効率が良くなる．特に，微粒子の濃度が 4.0%である Case2-3-i では，
表 2-3 各ケースの D50 
Case2-3 (SiIII) 
a b c d e f g h i j 
18.5μm 16.1μm 14.5μm 13.3μm 12.3μm 11.3μm 14.1μm 12.2μm 9.0μm 13.6μm 
 
 
(a) 粉砕時間の影響 (b) 濃度の影響 (c) 養生時間の影響 
図 2-5 図 2-4 を条件ごとに分割した結果 
 
(a) 粉砕時間の影響 (b) 濃度の影響 (c) 養生時間の影響 
図 2-6 図 2-5 の度数分布 
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D50が 10.0μm以下となることがわかる．また，Case2-3-j の微粒子の濃度 10.0%の結果では，粉砕
時間を長くすることによって，7.5%の粉砕結果である Case2-3-c とほぼ同程度の粒径まで粉砕す
ることができる． 
図 2-5(c)は，静置状態で養生することによって，粉砕後の凝集の傾向を観察した結果である．
図 2-5(c)に示されるとおり，粉砕後の粒径はほとんど変化しないことから，粉砕後の凝集は発生し
ないことが確認できる． 
2-6. まとめ 
本章では，使用する微粒子の表面観察および粒度の測定を行った．また，粒径が粗大であった
Case2-3 の SiIIIの微粒子について渦崩壊を利用した粉砕装置を使用して，粒子の粉砕および解砕を
行った． 
2.3 節では，島津製作所製 SALD-3100 を使用して，微粒子の粒度を測定した．測定結果では，
ほとんどの粒子の D50は 10μm以下であった．その一方で，SiIII，Al2O3である Case2-3，2-6 の粒
子は，D50が 10μm以上の粗大な粒子を形成していた．そのため，これらの微粒子を用いた懸濁型
注入材の地盤に対する浸透性は低いと考えられる． 
2.4 節では，日立ハイテクノロジーズ製の SEM(SU3500)を使用して，微粒子の表面観察を行っ
た．表面観察の結果，ほとんどの粒子の形状は不定形である一方で，Case2-6 に示す FA は整った
球形の粒子であった． 
2.5 節では， 2.3 節において最も粗大な粒子を形成し，割裂した粒子を含む Case2-3 の SiIII を，
渦崩壊を利用した粉砕装置を使用して粉砕した．粉砕の結果，粉砕時間に伴って粒子の粒径が小
さくなった．しかし，粉砕時間に対して線形的に粒子が小さくならず，粉砕時間が長い場合の粉
砕効率は良好とはいえない．一方，濃度が低くなるほど粒子を細粒化することができた．また，
粉砕後に静置養生することによる微粒子の再凝集が，ほとんどないことを確認した． 
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第3章 微粒子の浸透可否評価 
3-1. 概説 
本章では，浸透注入による微粒子注入工法の確立のために，地盤に浸透可能な微粒子の粒径を
把握することを目的とする． 
薬液注入工法で用いられる懸濁型注入材は，懸濁液に含まれる微粒子の目詰まりによって，十
分な大きさの改良体を形成できない可能性がある．そのため，微粒子の地盤に対する浸透可否の
評価は重要である． 
地盤に対する微粒子の浸透は，土骨格の間隙の大きさが，少なくとも注入する微粒子径以上の
場合に可能となる．既往の研究では微粒子の浸透可否を簡易に評価する手法として Gr 比 1), 2)が用
いられてきた．Gr 比は経験的に土の間隙がある粒度の粒径に依存しているという考えから，
Terzaghi3)が提案した暗渠などの周辺に使用するフィルター材に求められる条件を基に表される．
Gr比は以下の式(1-8)で表される． 
 
 
(1-8) 
ここに，D15：注入対象である土粒子の 15%粒径，G85：浸透する微粒子の 85%粒径である．Gr 比
に関する既往の研究 2), 4), 5)において，微粒子は Gr 比 > 15~25 で浸透可能，Gr < 11 で浸透不可とな
ることが示されている．しかし，求められた Gr比が浸透可能とされる値でも，微粒子の注入がで
きない場合があることも報告されている 2)． 
このような微粒子の浸透性に関する研究は，1-3-2 項においても示したように数多く行われてい
る．しかしながら，上記で説明したように地盤に対する微粒子の浸透は，少なくとも微粒子径よ
りも間隙径が大きい場合に注入することが可能となるが，微粒子浸透の観点から地盤の間隙状態
を検討した例は少ない．例えば神谷ら 6)は，空気圧入法によって砂骨格の間隙径分布を測定した．
その結果に基づいて，毛管のように広がる間隙径と粒度との関係を福田ら 7)の提案した粒度評価
径 Dc を用いて定式化した 6)．神谷の方法では，均等係数 Uc や間隙比 e，50%粒径 D50，空気圧入
法から求められる比表面積などから砂骨格内の透水現象に関わる間隙径の最小値を求め，これを
微粒子の粒径と比較し，その浸透可否を評価している．さらに，Kenny et al.8)はフィルターの安
定指標を構築するために，一様な間隙径分布を有する複数枚のフィルター層を想定し，これらの
フィルター層の間隙括れ径から粒子の流出に関するフィルター材の安定条件を提案している． 
しかしながら，既往の研究において，間隙構造同定のためのパラメータを把握には，特殊な試
験を必要とすることから実務上これを適用することは難しい．一方で，本章で対象としている地
盤注入工法では，通常，粒度試験などの土質試験とともに，事前注入試験を実施し，限界注入圧
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や現場透水係数を調べている．従って，これらの試験から把握される土質パラメータを用いた微
粒子の浸透可否評価法が構築できれば，地盤特性を調べるための新たな調査工程を設ける必要も
なく，実務的に有用であると考えられる． 
そこで，本章では透水係数から種々の間隙の中でも最も透水性に寄与する間隙の大きさ(以下で
は代表間隙径と称す)を推定し，これを用いて微粒子の浸透可否評価を行うことを提案する．後述
するように Creager 法や Hazen 法では，D10や D20のような，ある粒度の粒径(以下では代表粒径と
称す)から透水係数が大凡推測できるとされている．この事実は，代表粒径が代表間隙径そのもの
であるか，あるいはそれと比例関係にあると見做せることを意味している．そのため，透水係数
が既知であれば，代表間隙径を逆推定することも可能である． 
本章では微粒子の浸透可否評価のために代表間隙径を適用することを目的として，まず Creager
法の事例から代表粒径を用いた透水係数算定法の有効性と問題点を検討するとともに，混合砂に
対する透水試験結果とその骨格構造の観点から，代表間隙径について考察する．次に，
Kozeny-Carman 式を用いて，透水係数から代表間隙径を推定する方法を導出する．特に，この方法
で推定した代表間隙径を微粒子の浸透可否を評価するための指標として間隙指標と定義し，微粒
子の一次元注入実験を通して，間隙指標により微粒子の浸透可否を判定できることを示す． 
3-2. 代表粒径を用いた透水係数算定法と代表間隙径 
Gr 比は，代表粒径である D15 が代表間隙径と相関があるという考えから用いられている．Gr 比
と同様に，代表粒径を用いる評価手法の一つとして，D20 から透水係数を算定する Creager 法 9)が
挙げられる．式(3-1)に Creager 式 10)を示す． 
 
図 3-1 室内試験と Creager 法による透水係数の関係 11) ~ 18) 
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(3-1) 
ここに，k：透水係数 (cm/s)，D20：20%粒径 (mm)である．図 3-1 は様々な密度および粒度を有す
る土の室内試験結果 11) ~ 18)と Creager 法による予測透水係数の関係である．図から D20で求めた透
水係数の予測値は，実験値との相関性が高い．しかし，図中の白抜きのプロットで示すように，
細砂や細粒分に粗粒分が混合した土の透水係数の予測値は，室内試験の試験値と比べて，10-3以上
のオーダーで異なる場合がある． 
以上の問題を考察するために，図 3-2 に土の構造の模式図を示す．図は，比較的整った粒径の細
砂の構造(模式図 A)に粗粒分が加わることによる構造の変化(模式図 B，C)を模式的に示したもの
である．また，図中には，それぞれの模式図で想定される土の粒度曲線およびその土骨格(土骨
格 I~III)の例も示してある．なお，図 3-2 中の模式図 B，C は，簡便のため粒径が明確に異なる 2 種
類の土を混合した混合土の構造の模式図を示しており，粗粒分に対して相対的に粒径の小さな細
砂とその間隙で構成される部分を本論文ではマトリクスと定義する．これに従えば，図 3-2 にお
いて模式図 A では土全体が，模式図 B ならびに C では粗粒分間の細砂とその間隙の部分がマトリ
クスであるとともに，土骨格 I，II でマトリクスが代表間隙径を構成すると考えることができる．
また，土骨格 III は，粗粒分間にマトリクスが充填していない状態を想定しており，この際，土骨
格は主として，粗粒分が構成している．なお，以上のような土骨格 I，II の定義は，混合土の一次
元圧縮問題を扱った大嶺ら 19), 20)によるマトリクスの概念 21)と類似する．ただし，本論文において，
間隙が粗粒分で形成される土骨格 III で，粗粒分間に存在する細砂とその間隙もマトリクスと呼称
する点については大嶺らの定義とは異なる． 
ここで，粗粒分を混合した模式図 B，C の土骨格 II に着目すると，間隙に細砂が充填されてい
る場合，それぞれのマトリクスの密度が同じであれば，マトリクス中の間隙の大きさは変化しな
いことから代表間隙径は土骨格 I と土骨格 II で等しいと言える．しかしながら，図 3-2 の模式
図 B， C の粒度曲線を参照すると，代表粒径は粗粒分の影響によって，粗大となる側に移動する．
以上から，図 3-1 の白抜きのプロットにおける透水係数の実験値と予測値の相違は，いずれも代
表粒径が粗側に移動 22)することで，代表間隙径を過大に評価したことが原因の 1 つであると考え
られる．つまり，代表粒径から透水係数を推定できない場合，代表粒径は代表間隙径も表現し得
ないことが示唆される． 
3-3. 混合砂の透水試験による代表間隙径の考察 
3-2 節の考察を検証するために，細砂に対して粗粒分を混合した 5 種類の混合砂に対して透水試
験を実施した．本節では，この結果から粗粒分の混合に伴う土骨格の変化を考察する．さらに，
マトリクスの密度を表す指標としてマトリクス間隙比を定義し，マトリクス間隙比と透水試験結
果の関係から混合砂の代表間隙径について考察する． 
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3-3-1. 透水試験概要 
透水試験に使用した試料は，表 3-1 に示す粒径の細砂に 1 種類の粗粒分を混合した混合砂であ
り，表中の試料の名称区分は単に粒径の違いを表すものである．各試料の中で最も粒径が小さい
細砂とその間隙をマトリクスとし，この部分の密度を表す指標としてマトリクス間隙比 emを定義
した．マトリクス間隙比 emは，土の間隙体積 Vvを細砂の体積 Vsfで除すことによって式 (3-2)のよ
うに求められる． 
 
写真 3-1 粗粒分の配合例(Case3-E) 
 
30% 10% 20% 5% 40% 100% 
表 3-1 混合砂の混合条件 
Case 
粗粒分 細砂(マトリクス) 
試料 粒径 (mm) 試料 粒径 (mm) 
Case3-A 粗粒分 A 0.250~0.425 細砂 0.105~0.250 
Case3-B 粗粒分 B 0.600~0.850 細砂 0.105~0.250 
Case3-C 粗粒分 C 1.190~2.000 細砂 0.105~0.250 
Case3-D 粗粒分 D 2.000~3.360 細砂 0.105~0.250 
Case3-E 粗粒分 E 3.360~4.750 細砂 0.105~0.250 
 
 
(a) Case3-A (b) Case3-B (c) Case3-C 
  
(d) Case3-D (e) Case3-E 
図 3-3 混合砂の粒度曲線 
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(3-2) 
ここに，V：供試体の体積 (cm3)，Vsc：粗粒分の体積 (cm3)，Vsf：細砂の体積 (cm3)，Vv：間隙体積 (cm3)
である．ここで，使用した試料の一例として Case3-E の試料の粗粒分混合率に伴う外観の変化を
写真 3-1 に示す．写真から粗粒分の混合率の変化が目視で確認できる．さらに，図 3-3 は細砂と粗
粒分を混合した混合砂の粒度曲線を示しており，粒径の異なる 2 種類の土を混合するため粒度曲
線は階段状となる．それぞれのケースの粗粒分混合率は，各供試体に用いる試料の全重量のうち，
混合した粗粒分が占める重量の百分率であり，0%~100%の範囲で変化させた． 
以上のような条件の試料を，直径 5.0cm のモールド内に高さが概ね 10.0cm，目標の間隙比 e と
なるように締め固めることで供試体を作製した．目標とした間隙比 e は，Case 3-A，3-B，3-C で
0.83 とし，Case 3-D についてはその間隙比 e での供試体作製が困難であったため 0.70 とした．次
に，Case 3-E では，マトリクス間隙比 emが一定となるような間隙比 e を目標とし，粗粒分混合率
が透水性に与える影響を確認した．各試料の粗粒分混合率と供試体の間隙比 e，マトリクス間隙
比 emを表 3-2 に示す．ここで，Case 3-B について，粗粒分混合率 0%，20%，40%，80%，90%で
は，2 本ずつ供試体を作製した．また，Case 3-C，3-D，3-E おいては，混合した粗粒分と細砂の粒
径が大きく異なることから，砂詰めを行なう際に分級し，供試体が不均一になる可能性があった．
そのため，これらのケースについては試料をそれぞれ 5 分割した後，混合してモールド内に詰め
た．なお，Case 3-C，3-D，3-E においては，目標密度での供試体作製が可能であった配合の間隙
比 e，マトリクス間隙比 emのみを表 3-2 に示している． 
混合砂をモールドに詰め供試体を作製後，定水位透水試験を実施した．透水係数 k は，流速が
動水勾配に比例していること，透水時の内部侵食の影響がないことを確認した上で，各々の供試
体において動水勾配が 0.5 以内となる範囲で全水頭を 3 回以上変えて計測した値を平均化したも
のである． 
 
sf
v
sf
sfsc
m
V
V
V
VVV
e 

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表 3-2 混合砂供試体の条件 
粗粒分
混合率 
Case 3-A Case 3-B Case 3-C Case 3-D Case 3-E 
e em e em e em e em e em e em 
0% 0.841 0.841 0.841 0.841 0.821 0.821 0.821 0.821 - - 0.841 0.841 
5% - - - - - - 0.829 0.864 0.718 0.737 0.800 0.841 
10% 0.831 0.922 - - - - 0.830 0.912 0.703 0.778 0.759 0.841 
20% 0.832 1.038 0.837 1.048 0.816 1.028 0.829 1.027 0.699 0.877 0.677 0.841 
30% - - 0.835 1.196 - - 0.826 1.175 0.704 1.003 0.595 0.841 
40% 0.823 1.384 0.833 1.393 0.828 1.373 - - 0.697 1.171 0.512 0.841 
50% - - 0.831 1.669 - - - - - - 0.428 0.841 
60% 0.829 2.076 0.824 2.084 - - - - - - - - 
70% - - 0.827 2.774 - - - - - - - - 
80% 0.829 4.154 0.825 4.155 0.817 4.133 - - - - - - 
90% - - 0.823 8.298 0.823 8.274  - - - - - 
95% - - 0.822 16.584 - - - - - - - - 
100% 0.836 - 0.821 - - - 0.827 - 0.696 - - - 
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3-3-2. 透水試験結果 
図 3-4 に全ての試験結果のまとめを示す．ここで，図 3-4 中の赤いプロットは，マトリクス間隙
比 em が計算上，細砂の最大間隙比 emax より大きく(以下 emax < em)なるような供試体の透水試験結
果を示している．図 3-4 から，いずれのケースも粗粒分の混合率に伴って透水係数 k が変化した．
粗粒分混合率を幅広く変化させた Case 3-A，3-B に着目すると，Case 3-A では細砂と粗粒分 A の
粒径が近いために，透水係数 k が概ね線形的に変化している．一方で，Case 3-B では emax < em の
範囲で透水係数 k が急増した．また，粗粒分混合率が 80% ~ 100%の範囲におけるプロットの透水
係数の増加率は 40% ~ 70%のプロットに対して小さい．この結果は，emax < em では図 3-2 の土骨
格 III のように，粗粒分によって形成される間隙が支配的となることを示している． 
次に図 3-5(a)，(b)には Case 3-C，3-D および Case 3-E の粗粒分混合率 50%までの結果を抜粋して
示す．まず，図 3-5(a)の結果から，両ケースの透水係数 k は粗粒分混合率に伴って増加しているこ
とがわかる．ここで Case 3-C，3-D は，いずれの粗粒分混合率においても，マトリクス間隙比 em
 
図 3-4 透水試験結果のまとめ 
 
(a) Case3-C，3-D の試験結果 (b) Case3-E の試験結果 
図 3-5 粗粒分 50%までの透水試験結果 
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がマトリクスの最大間隙比 emax以下(以下 emax ≥ em)であることから，供試体の骨格は，図 3-2 の土
骨格 I，II のような構造となることが分かる．emax ≥ em においては，マトリクスの間隙が透水性を
支配することから，マトリクス間隙比 emを用いて代表間隙径を評価できると考えられる． 
図 3-5(b)は Case 3-E の透水試験結果である．図から，粗粒分混合率が増加するほど透水係数 k が
減少した．この透水係数 k の減少は，粗粒分の混合による土の体積 Vsの増加に伴う断面損失によ
り発生すると考えられる．この結果は，emax ≥ emにおいても，マトリクス間隙比 emのみでは代表
間隙径を評価できない場合があり，粗粒分による断面損失も考慮することが必要であることを示
している． 
以上の考察から，emax ≥ em の範囲における Case 3-A ~ Case 3-E の透水試験の結果を粗粒分の断
面損失で補正し，マトリクス間隙比 em との関係を考察する．式 (3-3)に補正透水係数 km の算定式
を示す． 
 
 
(3-3) 
ここに，k：実測の透水係数 (cm/s)，km：補正透水係数 (cm/s)，rv：粗粒分の体積占有比である．
式 (3-3)の粗粒分の体積占有比 rvは粗粒分の体積 Vsc を供試体の体積 V で除すことで求められ，マ
トリクス間隙比 emと細砂の体積 Vsfから式 (3-4)のような関係が得られる． 
 
 
(3-4)  
図 3-6 は補正透水係数 kmとマトリクス間隙比 emの関係を示しており，emax ≥ emにある全てのプ
ロットの最小二乗法による近似線を黒い破線で付記してある．また，図中には間隙比 e を種々変
えた細砂だけの透水試験結果を赤いプロットで，emaxを破線で付記した． 
図 3-6 からいずれのケースのプロットも，混合した粗粒分や間隙比 e の変化によらず，粗粒分
の体積占有比で補正した透水係数はマトリクス間隙比 emと比例関係にある．この結果は，粗粒分
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図 3-6 emと kmの関係 
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が断面損失として働く emax ≥ em の範囲では，混合砂の代表間隙径の大きさの変化がマトリクス間
隙比 emによって表せることを示している．一方，emax < emとなると実験結果のプロットが近似線
から大きく離れる傾向にある．従って，emax < em では図 3-2 の土骨格 III のように，粗粒分同士で
骨格が形成されることで個々の間隙が大きくなり，マトリクス間隙比 emと断面損失補正のみでは
代表間隙径の変化を説明できなくなる． 
3-4. 間隙指標の導出と透水試験結果への適用 
マトリクス間隙比 emと断面損失補正の考え方は，例えば現場試料の透水試験時にその適用粒径
を超える粗粒分を取り除く場合にも応用できることから，実務的にも有用であろう．しかしなが
ら，代表間隙径を求めるという観点からは，マトリクス間隙比 emに適用限界があることや粗粒分
骨格を考慮できていないことなど，制約が多い．そこで，微粒子の浸透可否判定に用いるための
代表間隙径を透水係数 k から直接的に推定する方法を導出する．さらに，3-3 節の透水試験結果と
の関係から，推定した代表間隙径の妥当性を検討する． 
3-4-1. 間隙指標の導出 
透水係数に関する既往の研究において，間隙の状態を考慮した透水係数算定法がいくつか提
案 23)されているが，本章においては Kozeny-Carman 式 24)に着目した．Kozeny-Carman 式は，土の
粒度だけでなく，間隙率 n，土粒子の粒径，流路の屈曲による補正を取り入れた式で表され，間隙
構造を表現できる透水係数算定法の一つである． 
Kozeny-Carman 式は Hagen-Poiseuille 式 25)から導出される．土骨格の間隙を毛管であると仮定す
ると，ある間隙径 r の毛管内を流れる流体の実流速 vは，Hagen-Poiseuille 式を用いて以下の式 (3-5)
のように表すことができる． 
 
 
(3-5)  
ここに，r：間隙径 (cm)，ρw：水の密度 (g/cm3)，μw：水の粘性 (g/(cm・s))，g：重力加速度 (g/cm2)，
∂h/∂x：動水勾配である． 
土のような様々な形状，大きさの粒状体の層を想定する場合，式 (3-5)の間隙径 r は，種々の形
状および形状を有する間隙を均質な形状および大きさと捉えたものであり，これが透水係数 k か
ら推定される代表間隙径である．本論文ではこの方法で推定される代表間隙径を微粒子の浸透可
否を判定するための指標として区別するために，以後では間隙指標 d と呼称する． 
次に，式 (3-5)を粒状体内の透水現象として適用するために，実流速 vをダルシー流速 v に変換
する．実流速 vは屈曲した間隙経路内を通る流体の流速であるため，ダルシー流速 v に変換する
には，流路の屈曲に伴う流路の延長を考える必要がある 26)．このような関係を一般化して以下の
式 (3-6)として表す． 
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(3-6)  
ここに，l：供試体の長さ (cm)，lr：屈曲した間隙の長さ (cm)，n：土全体の間隙率である．ここ
で，lr は実際の流路の平均長さを示していると言える．式 (3-6)を式 (3-5)に代入し，間隙径 r に間
隙指標 d を代入すると式 (3-7)を得る． 
 
  
 
(3-7)  
ここに，d：間隙指標 (cm)である．また，浸透流にダルシー則が適用できるとすると，式 (3-7)は
式 (3-8)に書き換えることができる． 
  
 
(3-8)  
ここに，k：実測の透水係数 (cm/s)である． 
間隙は Hagen-Poiseuille 式による円管流れを想定しており，Carman 27)によれば実際の流路の平
均長さと供試体の長さの比 lr/l は，概ね 2.5 程度である．そのため，ある透水係数 k を示す土の間
隙指標 d は，以下の式 (3-9)で表せる． 
  
 
(3-9)  
式 (3-9)より，間隙指標 d は土の粒径によらず，透水係数 k や間隙率 n から得られることが分か
る．また，粘性のパラメータを含むことから，注入材を粘性流体と見なす場合にも適用可能であ
る．しかし，間隙指標 d はそれぞれの間隙を均質な大きさとして想定しているため，この指標が
そのまま微粒子の浸透可否評価に対して有用であるかについては検証が必要である． 
3-4-2. 間隙指標の透水試験結果への適用 
図 3-7(a)に 3-3 節で計測した透水係数 k から算出した間隙指標 d と emax ≥ em におけるマトリク
ス間隙比 emの関係を示す．また，図中には最小二乗法で求めた各プロットの近似線を黒い実線で
表した．図から，混合砂の透水係数 k を用いた場合でも，マトリクス間隙比 emと間隙指標 d は概
ね線形関係にある．また，マトリクス間隙比 emの増加に伴う間隙指標 d の増加により，マトリク
ス間隙比 emの変化が，構成される間隙の大きさの変化を表していることが示された．このことか
ら，間隙指標 d は代表間隙径の変化を十分に表し得ると言える． 
次に，emax < em の範囲を含めた各ケースの透水試験結果から算出した間隙指標 d と粗粒分混合
率の関係で表したものが図 3-7(b)である．図から，粗粒分混合率に伴う間隙指標 d の増加は，粗粒
分により形成される間隙が支配的になることで，代表間隙径が大きくなることを示している．ま
た，図 3-7(b)において，粗粒分混合率が 100%における間隙指標 d は，粗粒分のみによって形成さ
れる間隙の大きさを表しており，その大きさは混合した粗粒分の大きさと関連することが分かる．
なお，粗粒分混合率が 100%における Case 3-C，3-D の間隙指標 d は同程度の値をとるが，これは
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間隙比 e の違いが反映された結果である． 
以上から，本実験条件の範囲において，間隙指標 d が少なくとも定性的には土の代表間隙径を
表し得ることが確認できる．また，マトリクス間隙比 emが変化しない Case 3-E では，粗粒分混合
率の変化によらず間隙指標 d が一定である．この結果から，間隙指標 d はマトリクス間隙比 emに
伴って変化する代表間隙径も表現できる． 
3-5. 間隙指標を用いた微粒子の浸透可否評価 
3-4 節までは，細砂に対して粗粒分を混合することによって変化する間隙径を透水係数から評価
することを実施してきた．その結果，細砂が骨格を形成している場合，間隙指標によって評価さ
れる間隙径が細砂部分に依存し，その一方で粗粒分の混合率が増加すると，間隙径が粗粒分によ
って構成される間隙に支配されることから，間隙指標は大きくなることを示した．しかしながら，
実際の土は様々な粒度を有するとともに，2 種類の試料のみから構成された土骨格よりも複雑な
 
(a) emax ≥ emにおける emと d の関係 
 
(b) 粗粒分混合率と d の関係 
図 3-7 式(3-10)の適用結果 
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骨格構造を形成することが考えられる．従って，粒度の幅や代表粒径を様々に変えた 17 種類の試
料を用意し，これらに対して透水試験ならびに微粒子の一次元注入実験を実施した．さらに，こ
のような土骨格の間隙径のばらつきが均等係数 Ucによって表現できると仮定し，均等係数と間隙
指標 d を用いて微粒子の浸透可否を評価する． 
3-5-1. 使用した試料について 
実験に使用した試料は 0.075mm ~ 2.000mm の各ふるいで分級した砂を混合した混合砂である．
試料の条件および粒度分布を表 3-3，図 3-8 に示す．まず，供試体に用いた混合砂の試料は，均等
係数 Uc や Gr 比に用いられる 15%粒径 D15 が微粒子の浸透可否に与える影響を考察するために，
あらかじめふるいによって分級しておいた砂を混合することで作製した． 
分布 1 ~ 分布 4 は試料の D15 が同程度となるように調整した試料であり，均等係数や粗粒部分
の土の粒径を変化させることによる透水性の変化や微粒子の浸透性の変化を考察した．分布 5~分
布 13 は均等係数 Uc が 3.0~5.5 程度となるように条件を設定し，均等係数 Uc や透水係数 k が微粒
子の浸透可否に与える影響について検討する．また，分布 14 ~ 分布 17 は均等係数 Ucの範囲が狭
く，粒径を変化させることで透水係数 k のみが大きく変化するように調整した試料である． 
3-5-2. 均等係数が間隙指標に与える影響 
均等係数 Uc が透水性に影響を与えることは過去の研究 28), 29)でも指摘されていることから，
図 3-8 に示す試料に対して透水試験を行い，均等係数 Ucの影響を確認した．透水試験に使用する
供試体は，直径 5.0cm のモールド内に全体の間隙比 e が 0.82 程度，高さが概ね 10.0cm となるよう
に作製した．なお，分布 16 を用いた供試体に関しては，試料の特性から密になり易かったため，
間隙比 e が 0.7 前後となるように作製した．その後，CO2，脱気水を用いて飽和度を高めた供試体
表 3-3 試料の条件 
分布 
D15 
(mm) 
D20 
(mm) 
Uc 
1 0.276 0.285 1.30 
2 0.273 0.311 2.20 
3 0.271 0.322 3.12 
4 0.269 0.367 5.11 
5 0.228 0.290 5.07 
6 0.180 0.230 5.06 
7 0.140 0.173 5.09 
8 0.200 0.250 5.14 
9 0.208 0.250 4.06 
10 0.308 0.367 2.97 
11 0.288 0.350 3.86 
12 0.238 0.314 5.35 
13 0.217 0.289 5.51 
14 0.470 0.488 1.44 
15 0.257 0.269 1.57 
16 0.210 0.230 1.43 
17 0.120 0.126 1.62 
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に対して透水試験を行った．なお，透水係数 k は動水勾配が 0.5 以内の範囲で，全水頭を 3 回以上
変えて測定して得られた値の平均値である． 
図 3-9 に透水試験の結果を示す．全体の間隙比 e がほぼ等しくなるように供試体を作製したた
め，図における透水係数のばらつきは，試料の粒径や均等係数 Ucの違いに起因している． 
図 3-10(a)に Creager 式 10)において用いられる D202.37 と透水係数 k の関係を示す．供試体の間隙
 
図 3-9 e と k の関係 
 
(a) すべての試料における D20と k の関係 (b) Uc < 4 の試料における D20と k の関係 
図 3-10 D20と透水係数の関係 
 
図 3-11 d/D20と Ucの関係 
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比 e がほぼ同じであるにも関わらず，相関性はあまり高くない．この要因は均等係数 Ucが大きく
なり粒度が広がることで，D20で粒群の間隙径の大きさを評価できなくなることにあると考えられ
る．そこで，図 3-10(b)に粒度の幅が狭い試料の透水試験結果として，均等係数 Ucが 4 未満の透水
係数をまとめる．図 3-10(b)の結果を図 3-10(a)と比較すると相関性が高い．このことからも，均等
係数 Ucの影響によって代表粒径が代表間隙径を表現できない場合があることがわかる． 
図 3-11 に d/D20 と均等係数 Uc の関係を示す．図において均等係数 Uc が小さく，整った粒径の
試料はいずれの間隙も均一となることから，代表粒径である D20 と間隙指標 d が概ね一致してい
る．しかし，均等係数 Ucが 4 を超えると d/D20 が大きくなる傾向にある．これは，本試験で用い
た試料においては，均等係数 Ucが大きくなると，粗粒部分の粒子が増加し間隙指標 d が大きくな
るためである． 
 
図 3-12 一次元注入実験装置の概要 
 
図 3-13 使用する微粒子の粒度曲線 
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以上の結果から，本試験に用いた試料において，均等係数 Uc が 4 以下では，D20 と間隙指標 d
はほぼ同程度であると言える．一方で，均等係数 Uc が 4 を超えると，D20は間隙指標 d を代替す
る指標とはならず，D20を用いて透水性を評価することが困難になる． 
3-6. 微粒子の一次元注入実験と浸透可否評価 
3-6-1. 注入実験概要 
透水試験に使用した図 3-8 の試料を用いて一次元注入実験を行った．注入実験では，まず供試
体の高さ 10.0cm もしくは 15.0cm の供試体(以下，短尺供試体という)を作製し，微粒子の注入実
験を行った．なお，薬液注入工法において改良の最小範囲としては，注入口から半径 50cm が必
要 30)とされている．そのため，短尺供試体において注入が可能であったケースについては，改め
て供試体の高さが 50.0cm あるいは 90.0cm の供試体(以下，長尺供試体という)を作製し，一次元注
入実験を行った．実験に使用した装置全体と供試体部の拡大図を図 3-12 に示す．いずれの供試体
も締固めにより作製し，供試体の上端と下端には微粒子が一様に浸透するように，フィルター層
として細礫(粒径 D：2.000mm ~ 3.360mm)を敷いた．また，図 3-12 に示す実験装置は，ピストン上
部に空圧を作用させることによって，拘束圧を再現させることが可能である．さらに，アクリル
モールドは 10.0cm ごとに分割可能であり，各モールドを組み合わせることによって任意の長さの
供試体を作製することができる． 
注入した微粒子は 2 章において用いた Case2-3 の微粒子(SiIII-1)であり，レーザ回折式粒径分布
測定装置(株式会社島津製作所製：SALD 3100)を用いて測定した粒径加積曲線を図 3-13 に示す．
ここで，一次元注入実験には微粒子の粒径によって異なる浸透性を確認するために，
表 3-4 一次元注入実験の条件 
Case 分布 供試体高さ H (cm) 
注入する 
微粒子の種類 
Gr比 
Case3-1 1 14.97 - SiIII-1 7.85 
Case3-2 2 14.90 - SiIII-1 7.75 
Case3-3 3 15.02 50.11 SiIII-1 7.69 
Case3-4 4 14.96 50.02 SiIII-1 7.65 
Case3-5 5 9.97 50.02 SiIII-1 6.47 
Case3-6 6 10.00 49.81 SiIII-1 5.11 
Case3-7 7 9.99 - SiIII-1 3.98 
Case3-8 8 9.98 - SiIII-1 5.68 
Case3-9 9 10.03 50.00 SiIII-1 5.92 
Case3-10 10 10.02 49.98 SiIII-1 8.76 
Case3-11 11 10.01 49.99 SiIII-1 8.17 
Case3-12 12 9.99 49.89 SiIII-1 6.75 
Case3-13 13 9.95 50.11 SiIII-1 6.16 
Case3-14 14 15.00 50.00 SiIII-1 13.33 
Case3-15 15 15.00 - SiIII-1 7.29 
Case3-16 16 90.00 - SiIII-2 9.68 
Case3-17 17 90.00 - SiIII-2 5.53 
Case3-18 17 90.00 - SiIII-3 7.23 
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SiIII-1(D50 = 18.5μm) の粒子を粉砕することによって細粒化した SiIII-2(D50 = 14.9μm) ，
SiIII-3(D50 = 8.9μm)の微粒子も使用した．なお，図中には Gr 比の算定に必要な微粒子の 85%粒径 G85
も付記してある．これらの微粒子を水と混合して注入材を作製し，所定の注入材濃度 C0となるよ
うに調整した後，微粒子の沈殿が発生しないように攪拌しながら供試体へ浸透注入した．注入材
濃度 C0は，いずれのケースにおいても重量百分率で 10%とし，式 (2-1)により求めた．なお，注入
前後の注入材濃度 Cs，Cfを測定するとともに，攪拌養生した注入材中の微粒子径を計測し，分離
および凝集がないことを確認した． 
表 3-4 に微粒子を注入したケースの供試体の高さと，式(1-8)により求めた Gr 比を示してあり，
従来の判定方法において微粒子の浸透が不可能とされる Gr 比(Gr < 11)を赤字で表した．表から，
従来の微粒子の浸透可否評価法においては，ほとんどのケースで浸透不可と判定される． 
注入材の注入は空圧によって行い，注入によって排出される排液を電子台秤によって計測し，
経時的な注入量の変化を測定した．この際の注入圧力は，Case3-1 から Case3-15 で初期の動水勾
配が 20 程度となるように設定し，目詰まりの発生によって注入速度が 0 に近づいた時点で，短尺
供試体では注入圧力を 100kPa，長尺供試体では 200kPa まで上昇させた．ここでの注入圧力の上
限は，注入材のリークや割裂注入をしないように設定するとともに，注入中に浸透破壊による試
料の流出や割裂がないことを確認した．一方，Case3-16 ~ Case3-18 については，注入圧力を一律
10kPa として注入を行った．さらに，注入材の注入時は供試体の体積変化を抑制するため，注入圧
力+5kPa の圧力を上部ピストンに作用させた． 
微粒子の浸透可否については，長尺供試体において，間隙体積以上の注入材を注入することが
できれば浸透可能であると定義した．つまり，短尺供試体で浸透可能であっても，長尺供試体で
浸透不可であれば，そのケースは浸透不可であると判定される．また，注入完了後に供試体を分
割し，間隙水を採取した．採取した間隙水から炉乾燥法により間隙水の注入材濃度 Cp を測定し，
浸透距離ごとにまとめた． 
3-6-2. 注入量と注入時間の関係 
供試体に浸透した注入材の量を間隙体積で正規化した値と注入時間の関係を供試体高さ Hごと
に分類し，図 3-14(a)~(d)に示した．図において，縦軸は注入量を間隙体積で除した値であり，1 以
上となると注入材が供試体の間隙水を完全に置換したことを示している．また，供試体高さ H が
高くなるごとに縦軸の相対量は小さくなる． 
図から，注入初期の注入速度はいずれのケースもほぼ同程度であることが分かる．また，目詰
まりの発生が少なく，注入量/間隙体積が 1 を越えるケースでは，注入速度がほぼ変化しないケー
ス(例えば図 3-14(b)の Case3-14)と注入初期では注入速度が変化しないが，注入が進むとある部分
で注入速度が低下し最終的に注入速度が一定となるケース(例えば図 3-14(a)のCase3-12，図 3-14(c)
の Case3-10)に分類できる．前者においては，間隙の大きさが微粒子に対して十分に大きく目詰ま
りを発生させないためと推察される．その一方で，後者における注入速度が十分大きい注入初期
では，目詰まりが発生せず注入量は線形に変化するが，注入が進むにつれて間隙の一部に微粒子
が貯留され，流路が縮小することによって単位時間あたりの注入量が低下する．ただし，この時
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の流路の縮小は注入材の流れに関連しない瘤状の間隙部分 31)に微粒子が蓄積したものと推察され
る．つまり，流れに強く寄与する間隙部分では，ある程度の流速を保つことができるため，目詰
まりが進展しないことから，最終的に注入速度が一定となったと考えられる． 
次に，目詰まりが発生するケースでは，注入材の注入ができないケース(例えば図 3-14(b)の
Case3-15)と一定量注入できるが注入が進むと急激に目詰まりが進展するケース(例えば図 3-14(a)
の Case3-5，図 3-14(c)の Case3-13)に分類できる．前者は，微粒子の粒径が間隙の大きさよりも十
分に大きいケースであると考えられる．後者は，微粒子が間隙に滞流または蓄積することによっ
て間隙の大きさが縮小することにより，注入速度が徐々に低下し，最終的に間隙の閉塞が発生し
たものと考えられる． 
このような目詰まりの傾向は，供試体高さや注入圧力の違いの影響もあるが，いずれのケース
も注入量が増加すると注入速度が低下し，その減少傾向は試料の物性によって異なることが分か
る．そこで，試料の粒度特性や透水係数による微粒子の浸透特性の違いを検討するために，
図 3-14(a)に示した高さ 10.0cm の供試体に対する注入実験結果を分割し，図 3-15(a)~(c)に示す．な
お，各々の図は Case3-5 を基準として，透水係数 k (図 3-15(a))，均等係数 Uc (図 3-15(b))，15%粒径
D15 (図 3-15(c))のうち 2 つの指標がほぼ同一の値で，残り 1 つが異なる値となるように整理した．
  
(a) H=10.0cm の結果 (b) H=15.0cm の結果 
  
(c) H=50.0cm の結果 (d) H=90.0cm の結果 
図 3-14 供試体の高さごとの一次元注入実験の結果 
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以下にそれぞれの違いについて考察する． 
(a). 透水係数 k が異なる場合 
図 3-15(a)から，透水係数 k が Case3-5 の 1.4 倍程度である Case3-12，3-13 では，供試体の間隙体
積を複数回置換するだけの注入材を浸透注入することができた．さらに，透水係数 k が大きいほど
注入速度が低下しにくいことが分かる．これは，透水係数 k が大きいケースほど代表間隙径が大
きく，目詰まりが発生しにくいためである．ただし，注入速度の低下率は Case3-13 の方が大きい．
これは，透水係数 k の違いに起因する．一方で，Case3-5 においては注入初期から目詰まりが発生
し，注入材が供試体内の間隙水を完全に置換するには至らなかった． 
(b). 均等係数 Ucが異なる場合 
図 3-15(b)から，透水係数 k が同程度であれば，均等係数 Ucの小さい試料において微粒子の浸透
性が高いことがわかる．Case3-5，3-8 のように均等係数 Ucが大きい試料は，様々な粒径の粒子が
間隙を形成することから，粒径の小さい粒子で形成される間隙において，微粒子の目詰まりが発
生すると考えられる．これにより，局所的な目詰まりが発生すると，浸透可能部分の面積が低下
し，目詰まりが早期に進行するとともに微粒子の浸透性は低下する．一方で，Case3-5，3-8 と比較
して均等係数の小さい Case3-9 では，徐々に注入速度が低下する傾向を示している．この結果は，
均等係数 Uc が微粒子の浸透性に影響を与える重要な要因の一つであることを示したものと言え
る． 
(c). D15が異なる場合 
図 3-15(c)においてはすべてのケースで目詰まりが急激に発生し，注入速度がほぼ 0 になる．
図 3-15(c)は D15 のみが異なるが，目詰まりの傾向にはほとんど変化がない．これは，試料の粒径
が大きい Case3-5 においても，微粒子の粒径が間隙の大きさに近かったためと考えられる．一方
で，図 3-14(a)に示す Case3-13 のように，D15 が Case3-5 よりも小さい場合でも，注入性が良いケ
 
 (a) k が異なる場合 (b) Ucが異なる場合 (c) D15が異なる場合 
図 3-15 H=10.0cm における結果の分割 
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ースもある．このことから，代表粒径のみで微粒子の浸透特性を表すことは困難であると言える． 
3-6-3. 注入材濃度と浸透距離の関係 
採取した注入材の濃度 Cp を注入前の注入材濃度 C0 で除した値を濃度比として，注入材の浸透
距離との関係を図 3-16(a) ~ (j)に示す．図 3-15，図 3-16 から，目詰まりによって注入速度が低下し
た Case3-3，3-5，3-6，3-9，3-13 では，供試体全体で濃度比が均一ではなく，注入孔付近で注入材
濃度が高いことが確認できる．しかし，Case3-9，3-13 では注入体積/間隙体積が 1 を越えないが，
注入孔付近の濃度が低く，供試体中央部で注入材濃度が高いことが確認できる．ここで，図 3-14(c)
の結果を参照すると，Case3-9，3-13 は注入初期においては注入速度が大きいが，注入体積/間隙体
積が 0.5 となる付近で急激に注入速度が低下している．このことから，Case3-9，3-13 では供試体
中央部の間隙において，骨格に寄与していない微量な粒子の移流や注入した微粒子が，供試体中
腹において急激な目詰まりを発生させたと推察される． 
 
 (a) Case3-3 (b) Case3-4 (c) Case3-5 
 
 (c) Case3-6 (e) Case3-9 (f) Case3-10 
 
 (g) Case3-11 (h) Case3-12 (i) Case3-13 
 
  
 (j) Case3-14   
図 3-16 浸透距離と濃度比の関係 
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注入体積/間隙体積が 1 を越えるケースでは，供試体全体において注入材が広がっていることが
確認できる．一方で，注入量が増加しても，濃度比が 1 を超えるプロットは少ない．これは，供
試体内の微粒子が間隙水の流れによって運ばれ，明確な目詰まりや貯留が発生しなかったことに
起因すると考えられる． 
以上の実験から，注入速度を保ったまま注入材を注入可能な場合，注入材が供試体の間隙内に
均一に広がることを確認した．それに対して，目詰まりが発生し注入速度が低下すると，注入口
付近など供試体の一部で多くの微粒子が補足され，供試体間隙内の注入材濃度に偏りが生じる． 
3-6-4. 微粒子の浸透可否評価 
微粒子の注入実験の結果から，微粒子の浸透可否を判断した．図 3-17 は Gr 比と透水係数の関
係であり，図中の赤枠は，過去の研究 2), 4), 5)から浸透不可とされている Gr < 11 の範囲を示してい
る．本実験では，Gr 比が 11 以上の試料については，Gr比に則した結果となり，微粒子の浸透が可
能であった．一方で，Gr 比の判定で微粒子の浸透が不可とされている条件の範囲においても，浸
透可能となるようなケースが多数存在している． 
 
図 3-17 Gr比と k の関係 図 3-18 k と Ucの関係 
 
図 3-19 d/G85と Ucの関係 
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以上のように，粒径のみで評価する Gr 比では浸透可否について明確な区分けをすることができ
ない．そこで，図 3-18 に透水係数と均等係数 Ucの関係をまとめ，図中に SiIII-2，SiIII -3 を注入し
た際の実験結果を赤いプロットで示した．図から，同じ透水係数 k であれば，均等係数 Ucが大き
いケースほど微粒子の浸透性が低下することがわかる．また，SiIII -1 のみの結果を見ると，浸透
可否が均等係数 Ucに対して一様に示せることから，SiIII -1 についての浸透可能のプロットを直線
近似すると式(3-10)のようになる． 
 k < 0.0106 Uc + 0.554 (3-10) 
このように，透水係数と均等係数 Ucの関係から微粒子の浸透可否を評価できる．しかし，間隙比 e
に伴う透水性つまり代表間隙径の変化を考慮できていないことや異なる粒径の微粒子については
浸透可否が判定できない． 
そこで，これらを改善するために，微粒子の 85%粒径 G85で正規化した間隙指標 d と均等係数 Uc
の関係を図 3-19 に示す．なお，図 3-18 と同様に赤いプロットは，SiIII -2 および SiIII -3 の微粒子を
浸透注入させた場合の結果を示している．図から，粒径の異なる微粒子の浸透可否も明確に分類
することが可能である．ここで，図 3-18 と同様に浸透可能側の境界にあるプロットの近似線を引
くと，近似線の式は試料の均等係数 Uc，間隙指標 d および G85 を用いて式(3-11)のように表せる． 
 
 
0.887 Uc + 8.215 (3-11) 
微粒子の浸透実験から求められる均等係数 Ucと d/G85の関係が，式(3-11)を満たせば浸透可能と判
定できる．ただし，得られた値は実験で調べた試料の均等係数 Uc と微粒子の粒径の範囲であり，
濃度や注入速度などの注入材の条件に関しては触れていない．そのため，その高精度化には実験
データの蓄積が必要となる． 
3-7. まとめ 
本章では，Creager 法の事例と混合砂に対する透水試験から代表間隙径について考察した．さら
に，透水係数から推定した代表間隙径を微粒子の浸透可否を評価するための間隙指標 d と定義し，
これを用いて微粒子の浸透可否評価を行い，その有用性を示した．本章で行った検討から得られ
た知見を以下にまとめる． 
3-2 節では，細砂に粗粒分が混合した混合砂では，Creager 法で用いられる D20 のような代表粒
径から透水係数を推定できない場合があることを，既往の研究における透水試験の事例から示し
た．このように，代表粒径によって代表間隙径が評価できない原因としては，代表間隙径が同じ
混合砂においても，粒度曲線から評価される代表粒径が粗粒分混合率によって異なることが挙げ
られた． 
3-3 節では，細砂に対して粗粒分を混合することで作製した 5 種類の混合砂を使用して，透水試
験を行うことによって代表間隙径について考察した．一連の実験結果から，代表粒径から代表間
隙径を評価できない混合砂においても，粗粒分が断面損失として働く emax ≥ em の範囲では，マト
 215.887. c
85

G
d
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リクス間隙比 emによって代表間隙径の変化を表せる．一方で，emax < emの範囲では，粗粒分によ
って作られる間隙が支配的となるため，マトリクス間隙比 emから代表間隙径の変化を表すことが
できなかった． 
3-4 節では，透水係数 k から直接的に代表間隙径を算出するために，Kozeny-Carman 式を用いる
ことを提案するとともに，この式から算出する代表間隙径を間隙指標 d と呼称することとした．
また，Kozeny-Carman 式から導出した間隙指標 d は，土の粒径によらず，透水係数，間隙率，流体
の粘性から算出される．3-3 節の実験結果に対して間隙指標 d を適用したところ，間隙指標 d はマ
トリクス間隙比 emの変化を表し得るとともに，粗粒分の骨格形成による間隙の増大も表現可能で
あることが示された． 
微粒子の浸透性は均等係数 Ucによっても変化することから，3-5 節では均等係数 Ucが異なる 17
種類の試料を用いて，透水試験ならびに微粒子の一次元注入実験を行った．まず，透水試験の結
果から，粒径の均一な土では間隙指標 d と D20 をほぼ同意に用いることができるが，均等係数 Uc
が大きい土では，D20は間隙指標 d を代替する指標となり得ないことが示された．次に，微粒子の
一次元注入実験から，透水係数 k が小さく，均等係数 Ucが大きいほど微粒子の浸透性は低くなる
ことが分かった．また，微粒子目詰まりするケースでは注入口付近や供試体中央部での微粒子の
濃度が高い結果となった．さらに，これらの注入実験の結果から，間隙指標 d と均等係数 Ucを用
いた評価法を提案し，実験結果から得られた微粒子の浸透可否を提案法により判別できることを
確認した． 
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第4章 非セメント系の微粒子注入材
の固化特性 
4-1. 概説 
本章では，使用する非セメント系注入材の選定を行うとともに，その強度特性を検討すること
を目的とする． 
セメント系材料の混合による安定処理に関する既往の研究では 1), 2)，水和物に固定されていな
い六価クロムが，地盤に溶出する可能性が指摘されている．その一方で，非セメント系懸濁型注
入材は，六価クロムの発生源がなく，高い一軸圧縮強度を発現することが報告されている 3), 4)．
1-3-4 項で述べたように非セメント系改良材に関する既往の研究はいくつか行われており，数十
kN/m2 以上の強度領域で固結させることが可能であることから，液状化対策としても有用である
と考えられる．そこで，本章では液状化を抑制するための地盤改良として非セメント系の微粒子
注入材を適用することを目的として，注入材の物性や強度を評価する． 
地盤改良後の当該地盤の将来の利用に制限を設けないためには，改良強度を 500kN/m2以下に抑
えるべきであるが，本研究で用いる微粒子は低濃度で固結させることによって低改良度領域で固
結させることも可能である．ただし，求められる改良範囲に必要な強度領域で微粒子を固結させ
るためには，注入材そのものの物理的な特性や適切な配合条件，浸透性を確認しておく必要があ
る．さらに，この注入材を液状化対策として適用するためには，実地盤中での反応挙動や生成さ
れる固結物の長期耐久性などの検討すべき課題があるが，本論文では提案した注入材が，液状化
対策として十分な強度を発揮するための条件を種々の室内試験から検討する． 
本章では 2 章において提案した微粒子を改良材として用いることを想定し，まず，改良材に砂
を水中落下させることによって作製した供試体の一軸圧縮試験を行い，強度発現性の良好な微粒
子の組合せを選定する．さらに，選定した注入材について強度特性を検討するために以下のよう
な検討を行う． 
・ 使用する非セメント系の微粒子の選定 
・ 選定した微粒子の物理的特性の確認 
・ 微粒子の適切な配合割合の検討 
・ 微粒子の注入条件が注入特性に与える影響の確認 
・ 微粒子で改良した改良体の養生条件と浸透距離に伴う強度変化の確認 
最後に，これらの結果をまとめることで，選定した注入材の液状化対策としての適用性を評価
した． 
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4-2. 非セメント系注入材の選定 
4-2-1. 2種類の微粒子を用いた配合実験 
本節では，非セメント系の注入材として用いる微粒子を選定するために，配合条件を変えた改
良材を作製し，砂と混練することによって作製した改良体に対して一軸圧縮試験を行うとともに
固化形態を SEM によって観察した． 
本実験に用いた改良体の注入材の配合と使用した砂の物性を表 4-1，図 4-1 に示す．本実験では
ポゾラン反応性を利用した固化材料としてアルカリ反応材である水酸化カルシウム(CH)，または，
酸化マグネシウム(MgO)にシリカ(Si)，フライアッシュ(FA)および高炉スラグ微粉末(BS)を混合し
た注入材で検討を行った．また，MgO を使用した改良土に関する既往の研究 5)をもとに，MgO に
対して Al2O3を混合した注入材を検討した．なお，表 4-1 に示す配合では，これらの微粒子を 1：
1(重量比)で配合するとともに粉体と水の重量比(P/W)を 0.10 とした注入材を作製した．また，以
後の実験で使用する Si は，第 2 章の Case2-1 で用いた SiIである．本実験ではプラスティックモー
ルド内の注入材中に硅砂 6 号を注入材中に落下させることで作製した．供試体作製方法の概要を
図 4-2 に示す．プラスティックモールドには，脱型を容易にするためにあらかじめグリースを塗
布し，供試体の下端にろ紙を敷いた．供試体作製過程では，常に湛水部ができるように砂と注入
材を投入し，木槌で側面を叩くことで密度を調整した．投入完了後，供試体上端にろ紙および有
孔板を設置し，供試体上端部を水平に均すとともに，相対密度 Drが 60±2%の範囲にあることを確
認した．供試体作製後，空調を 25°C に保った室内で 7 日間養生し，一軸圧縮試験を行った． 
一軸圧縮試験の結果を図 4-3 に示す．図より Case4-1-c を除くいずれの配合も非常に大きな改良
強度を発現しなかった．本実験で行った配合では Case4-1-c を除けば，Case4-1-b，4-1-e の BS を用
いた注入材の強度発現性が良好であった．BS は潜在水硬性を有しており，アルカリ反応材の影響
により固化する性質があり，pH が異なるアルカリ反応材である CH および MgO でも同程度の強
度となった．しかしながら，液状化対策として使用するための注入材としては強度が低い． 
表 4-1 注入材の配合実験 
Case 
- 反応材 
P/W 
相対密度 
Dr (%) 配合割合 
Case4-1-a FA CH 0.1 60±2 
Case4-1-b BS CH 0.1 60±2 
Case4-1-c SiI CH 0.1 60±2 
Case4-1-d FA MgO 0.1 60±2 
Case4-1-e BS MgO 0.1 60±2 
Case4-1-f Al2O3 MgO 0.1 60±2 
Case4-1-g SiI MgO 0.1 60±2 
  
図 4-1 硅砂 6 号の物性 
凡例 試料 
○ 硅砂 6 号 
ρs (g/cm3) 2.637  
emin 0.673 
emax 1.083 
D50 (mm) 0.343  
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FA を混合した Case4-1-a，4-1-d では，自立する程度の強度しか得ることができなかった．これ
は，FA は長期的に強度が発現していくことから，短い養生日数では強度がほとんど発揮されなか
ったと推測される．そのため，FA を混合した注入材において初期段階での強度発現を得るには，
SiI や BS などの養生初期の強度発現性に優れた主材を添加する必要があると考えられる．また，
FA と同様に，主材に Al2O3，アルカリ反応材として MgO を使用した Case4-1-f はほとんど強度が
得られなかった． 
4-2-2. FA，BS，SiIを用いた配合実験 
本項では，4-2-1 項で初期強度発現性が良好であった BS，SiI に FA を添加した注入材を検討す
る．また，アルカリ反応材としては，NaOH，CH，MgO を使用し，それぞれのアルカリの種類に
伴う強度変化の違いを確かめた．配合表を表 4-2 に示す．表に示す各微粒子の配合割合は，大木
ら 6)の研究を参考とし，重量比で示してある．改良体は 4-2-1 項で示した方法で作製し，7，14 日
間養生後に脱型し，一軸圧縮試験を行った．さらに，固結した注入材の微視的な観察を行なうた
めに，SEM による表面観察を行なった．観察する試料は，注入材の固化を確認後，乾燥炉で炉乾
 
図 4-2 供試体の作製方法 
 
 
図 4-3 2 種の微粒子の混合した注入材を使用した改良体の一軸圧縮試験の結果 
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燥させることによって作製した． 
一軸試験結果を図 4-4 に示す．図から，図 4-2 に示す結果よりも良好な強度発現性を示している
が，Case4-2-b については他のケースと比較して強度が小さい．ただし，Case4-2-b の改良体は，養
生 7 日から 14 日にかけて 2 倍近く強度が増加したことから，養生に伴って主材と反応材が反応
し，長期的に強度増加する可能性が示唆された． 
0
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一
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圧
縮
強
度
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N
/m
2
)
Case No.
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表 4-2 BS，FA，SiIを使用した注入材の配合条件 
Case 配合割合 P/W 
相対密度 
Dr (%) 
Case4-2-a 
FA BS SiI NaOH 
0.1 60±2 
0.367 0.464 0.044 0.125 
Case4-2-b 
FA BS SiI CH 
0.1 60±2 
0.367 0.464 0.044 0.125 
Case4-2-c 
FA BS SiI MgO 
0.1 60±2 
0.367 0.464 0.044 0.125 
 
図 4-4 改良体の一軸圧縮試験の結果 
  
(a) Case4-2-a (1000 倍) (c) Case4-2-b (1000 倍) 
 
 
(c) Case4-2-c (1000 倍)  
写真 4-1 Case4-2-a ~ 4-2-c の SEM 写真 
 
20μm 
FA 
FA 
FA 
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次に，各ケースの SEM 写真を写真 4-1(a) ~ (c)にまとめる．写真から強度発現が良好であった
Case4-2-a，4-2-c では，球状粒子である FA が少なく，結晶状のアルカリ反応材も観察できない．
その一方で，強度が最も小さかった Case4-2-b では，粒径の大きな未反応の FA が観察され，アル
カリによって完全に溶解されていないことが観察できる．つまり，Case4-2-b の配合では，本実験
の養生期間で主材とアルカリ反応材が十分に反応しなかったことから，強度発現が小さかったも
のと推測できる． 
4-2-1 項，4-2-2 項の実験から，様々な配合の注入材の強度発現性を検討したが，SiI と CH を混
合した注入材で改良した改良体の一軸圧縮強度が最も高かった．そのため以後の実験では，SiIと
CH を混合した注入材の基礎的物性および強度特性について検討する． 
4-3. Siと CHを用いた注入材の基礎的な物理特性の確認 
Si と CH の注入材は，ポゾラン反応によって固化すると考えられる．ポゾラン材である Si にア
ルカリ反応材である CH を混合し，ポゾラン反応を誘起させることによって，ケイ酸カルシウム
水和物(以下 C-S-H)が生成される．さらに，これが土骨格を補強することによって改良体の圧縮強
度が増加すると考えられる．しかし，Si と CH を混合した注入材を浸透注入による改良工法に用
いる場合，生成物の成長に伴う注入材の基礎物性の変化を把握する必要がある．しかしながら，
本研究において用いる SiIと CH を混合した注入材について，その生成物の成長に伴う注入材の経
時的な粘性変化や注入材中の微粒子の粒径変化は確認されていない． 
そこで本節では，まず，SiI と CH の基礎的な性質を確認するとともに，混合後に生成される物
質の性質について調べた．その後，SiI と CH を混合した注入材の粘性および粒径の経時変化につ
いて確認した． 
4-3-1. Siと CHの物理特性と C-S-Hの生成過程について 
SEM により撮影した SiIと CH は 2 章において用いた Case2-1，2-4 と同様であり，写真 4-2，写
真 4-3 にそれを再掲する．写真 4-2，写真 4-3 から，SiI は丸みを帯びた粒子であるが，CH は不定
形な結晶構造の粒子である．また，図 4-5 に 2 章で示した微粒子の粒度曲線を再掲する．図 4-5 よ
り，SiIと CH の D50は同程度であることが分かる． 
Si と CH によるポゾラン反応は，コンクリートの強度発現や緻密性に寄与することが知られて
いる 7)．CH は水中で Ca2+を電離(式(4-1))することで，注入材をアルカリ雰囲気とする． 
Ca(OH)2 → Ca2+ + 2OH– (4-1) 
このアルカリ雰囲気の注入材中において Si が溶出し，Ca2+と反応することによって C-S-H を生成
する現象がポゾラン反応 8)である．また，アルカリ環境下において，ポゾラン材である Si の溶出
が比較的緩慢 9)であることから，ポゾラン反応による C-S-H は徐々に生成されると考えられる．
このようなポゾラン反応により生成された C-S-H を写真 4-4 に示す．写真に示す C-S-H は，SiIと
CH を混合した注入材を 3 日間湿潤養生した後，低温で炉乾燥させた絶乾試料を観察した結果で
ある．なお，養生温度は年間を通して安定的に調整可能な室温である 25°C で養生を行った．また，
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本実験で使用した注入材は，注入材全体で混合した微粒子をなるべく均一に混合するため，CH の
微粒子に水を加えることによって作製したアルカリ雰囲気の懸濁液に，SiIの微粒子と水の懸濁液
を混合し，ミキサーで 5 分間混錬することによって作製した．以後の実験でもこの方法に従って
注入材を作製した．写真 4-4 から顆粒状の C-S-H が生成され，固結物を形成している様子が観察
できる．さらに，CH 表面には生成された C-S-H が付着していることが視認できる．このような，
ポゾラン反応によって生成された C-S-H が土骨格を取り巻き，補強することで強度を発現すると
考えられる．さらに，注入材中や生成された C-S-H 中に未反応の CH が存在する場合，pH の高い
溶出液が発生するが，CH に起因するアルカリは，炭酸ガスにより容易に中和される．そのため，
水源付近を除けば，周辺に対する環境影響が少ない 10)．さらに，C-S-H は難溶性化合物であり，
長期的に変質が少ないことが古澤 11)や横関ら 12)の研究において確認されており，恒久性を必要と
する液状化対策工法にも適用可能であることが示唆される． 
4-3-2. C-S-Hの成長と注入材の物性の変化 
Si と CH を混合した注入材の制御に関する研究 13)では，遊離した Ca2+が Si の表面へ吸着するこ
  
写真 4-2 SiIの SEM 写真 (3000 倍) 写真 4-3 CH の SEM 写真 (3000 倍) 
 
 
写真 4-4 C-S-H の SEM 写真 (3000 倍) 図 4-5 SiIおよび CH の粒度曲線 
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 凡例 試料 D50(mm) 
● SiI 0.0044 
□ CH 0.0046 
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とによる流動性の低下が指摘されている．また，Mitchell14)や Akbulut and Saglamer15)は，注入材の
濃度や微粒子の粒径が浸透性に影響することを指摘していることから，C-S-H の成長に伴って浸
透性が変化すると考えられる．そこで，本実験では注入材の粘性や養生に伴う懸濁液中の微粒子
の粒径の経時変化を確認した．なお，粘性測定および粒径分析には，Si と CH の重量比(以下 CH/Si)
で 5/5 となるように混合した注入材を用いた． 
粘性の測定には，音叉型振動式粘度計(A&D 製 SV-10)を使用した．測定試料には，濃度に伴う
粘性の経時変化を確認するために P/W が 0.05，0.10 の懸濁液を使用した．また，ポゾラン反応に
おいては養生温度 16)が反応速度に影響を及ぼすことが指摘されていることから，粘性測定中にお
ける試料の温度が常に 25±1°C になるように養生した．さらに，養生方法に伴う粘性変化を考察す
るために，粘性測定にはスターラーで常に攪拌混合した試料と静置状態で養生した試料を使用し
た．なお，静置するケースでは固結および沈殿によって，粘性係数が著しく大きくなると予測さ
れたため，50mPa・s を上回った時点で計測を打ち切った． 
図 4-6 に測定開始から 200min までの粘性測定結果を示す．図から，混合攪拌しながら養生した
ケースでは，いずれの P/W においても粘性の変化がほとんどないことが分かる．一方で，静置状
態で湿潤養生したケースでは，測定開始直後から粘性が上昇している．これは，微粒子の沈殿お
よび C-S-H の生成に伴った注入材の固結が粘性の変化に影響したものと考えられる．また，静置
状態における粘性変化は，P/W=0.10 である試料の方が大きい．このことから，濃度のコントロー
ルによって，固結時間の調整が可能であり，濃度が低くなるほど固化までの時間が長くなること
が示唆される．この点は，セメント系の懸濁型注入材と類似しており，分散剤を用いた固化時間
の調整も可能であることが既往の研究 13)において示されている．しかしながら，この結果は間隙
における微粒子の目詰まりによって部分的に濃度が高まった場合，粘性の増加速度が大きくなる
ことや強度が著しく高くなる可能性を示唆している． 
経時的な粒径分布の変化は，レーザー回折式粒径分布測定装置を用いて測定した．使用した試
料は，CH/Si=5/5，P/W=0.10 に調整した注入材であり空調を 25°C に設定した室内で養生した．測
定した時間は混合直後から 0h，6h，12h，72h であり，6h 以降はスターラーによる攪拌を停止し，
 
図 4-6 粘性測定の結果 
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静置状態の注入材を測定した．また，72h の注入材については，固結していたため試料をスプーン
で十分に解きほぐしてから測定装置投入し，超音波ホモジナイザーを 3 分間作動させることで凝
集した試料を解砕させた． 
図 4-7 に混合物の粒径分布測定結果を示す．図中の赤いプロットは，SiI および CH 単体の粒径
分析の結果であり，2-3 節における Case2-1，2-4 の粒度曲線の測定結果を再掲したものである．
図 4-7 から，混合直後および養生 6h 時点の粒径分析結果は，SiI のみの測定結果とほぼ一致する．
しかし，混合直後 0h の粒径分布において，CH の粒径分布が反映されていない．これは，レーザ
ー回折式粒径分布測定装置の湿式測定では，多重拡散の影響を避けるために，測定試料を蒸留水
で希釈しなければならない 17)ことに起因する．つまり，注入材中にある未反応の CH が，蒸留水
中に溶解することで，SiIおよび生成された C-S-H のみが計測されたと考えられる．一方，攪拌を
停止してから 6h が経過した養生 12h の試料では，C-S-H が成長して見かけの粒径が大きくなり，
養生 72h 経過後の試料の粒径が最も大きい．このことから，P/W=0.10 の注入材について，攪拌を
停止した養生 6h 以降ではホモジナイザーを用いても解砕されにくい C-S-H が形成され，固結物
が養生に伴って成長すると言える．また，これらの結果から，注入材の攪拌によって C-S-H の生
成による凝集が低減できることが示唆される． 
4-4. Siと CHの配合条件の検討 
Si と CH を混合した注入材は，ポゾラン反応によって C-S-H を生成するが，土骨格を補強する
ために最適な Si および CH の配合は不明である．さらに，浸透注入を目的とした改良工法の場合，
注入材が飽和地盤に浸透した際に間隙水によって希釈されるため，注入口から遠ざかるにつれて
注入材の P/W が低下することが懸念される．従って，P/W の低い配合の注入材で改良した改良体
の強度特性も把握しておく必要がある．そこで，本実験では Si と CH の配合比や P/W に伴う強度
変化を調べた． 
 
図 4-7 経時的な粒径の変化 
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4-4-1. CH/Siが強度変化に及ぼす影響 
表 4-3 は注入材と改良体の作製条件である．本実験においては P/W=0.10 で一定とし，CH/Si を
変化させることによって，CH/Si が改良体の強度特性に与える影響を調べた．また，供試体に用い
る試料は図 4-1 に示した硅砂 6 号であり，高さ H が 9.5cm，相対密度 Drが 60±2%となるように調
整した．なお，本章で使用する SiIと CH を混合した注入材は浸透注入による改良を想定している
ことから，改良後の強度特性を調べるためには，浸透注入によって改良体を作製する必要がある
が，作製する供試体の本数が極めて多くなるため，本実験ではプラスティックモールド内の注入
材中に硅砂 6 号を注入材中に落下させる 4-2 節と同様の方法で改良体を作製した．なお，供試体
の相対密度調整を，モールド側面をハンマーで叩くことによって調整した．供試体作製後，空調
を 25°C に設定した室内で 3 日および 7 日間，湿潤養生した．所定期間養生後，プラスティックモ
ールドから脱型し端面を整形してから，一軸圧縮試験を行った． 
図 4-8 に一軸圧縮試験結果を示す．図から，一軸圧縮強度は CH/Si=5/5 のケースで最も高い．次
いで SiIの量が CH に対して若干多い 4/6 の配合で高い強度を発現した．これらの配合によって生
成される C-S-H の量は不明であるが，SiIと CH の重量比によって C-S-H の生成量に違いが生じた
ことは明らかである．また，改良体の一軸圧縮強度は，CH を減らした配合よりも SiI を減らした
配合の方が低強度となった．これは，主材である SiIと比較して CH の量が多い場合，生成された
 
図 4-8 CH/Si が一軸圧縮強度に及ぼす影響 
 
表 4-3 CH/Si の条件と供試体の作製条件 
Case CH/Si P/W 
供試体 
相対密度 
Dr (%) 
寸法 
H 
(cm) 
R 
(cm) 
Case4-3-a 7/3 0.10 60±2 9.5 5 
Case4-3-b 6/4 0.10 60±2 9.5 5 
Case4-3-c 5/5 0.10 60±2 9.5 5 
Case4-3-d 4/6 0.10 60±2 9.5 5 
Case4-3-e 3/7 0.10 60±2 9.5 5 
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C-S-H が未反応の SiIを覆うことによって，それ以上のポゾラン反応が発生しにくくなるためと推
察される．このことは，湯ら 18)の研究においても指摘されている．一方で，CH の配合量が多いケ
ースでは，配合した SiIが十分に反応することで強度が発揮したと考えられる． 
ここで，固結工法の液状化強度を調べた既往の研究では，液状化対策に求められる改良体の一
軸圧縮強度は，80kN/m2 ~ 100kN/m2であることが示されている 19)．SiIと CH を混合した注入材で
改良された砂の繰返し載荷に対する抵抗性は不明であるが，本実験における検討範囲では，
CH/Si=5/5，4/6 が 100kN/m2 を満たしていた．そのため，以後では 3 日強度が 100kN/m2 を超える
CH/Si=5/5 および 4/6 の注入材について検討することとした．なお，繰返し載荷に対する抵抗性に
ついては，5 章において検討する． 
4-4-2. P/W が強度変化に及ぼす影響 
表 4-4 に注入材の配合表および供試体の条件を示す．実験に用いた注入材は，CH/Si が 5/5 ある
いは 4/6 であり，それぞれの配合で作製した注入材の P/W を 0.10 から 0.03 で変化させることによ
って，P/W に伴う改良体の強度変化を確認した．供試体の作製方法は，4-2 節の方法と同様で，
図 4-2 に示す通りプラスティックモールド内の注入材に試料を水中落下させることで作製した．
また，供試体の密度はプラスティックモールド側面をハンマーで叩くことによって調整した．供
試体作製後，空調を 25°C に設定した室内で 7 日間養生した後，プラスティックモールドから脱型
し，一軸圧縮試験を行った． 
実験結果を図 4-9 に示す．Case4-4-d の供試体は，固化していたものの強度が著しく低く，脱型
が困難であったため一軸圧縮試験を行えなかった．図から P/W が 0.08~0.10 である Case4-4-a，b，
e，f においては，CH/Si=5/5 である供試体の一軸圧縮強度の方が高くなる．一方で，P/W=0.05 で
ある Case4-4-c，g では，その逆の関係となった．全体的な強度変化の傾向として，CH/Si=4/6 であ
る供試体は P/W の低下に伴う強度変化が緩やかである．これは，CH/Si=5/5 のケースでは 4/6 のケ
ースよりもポゾラン材である SiI の量が少ないことから，P/W の低下に伴って C-S-H の生成量が
減少するためと推察される．さらに，C-S-H が未反応の SiIの表面に生成されることによって，Ca2+
との反応を妨げる．これが Case4-4-e，f のように SiIの量が多い場合でも強度がそれほど大きくな
表 4-4 P/W の条件と供試体の作製条件 
Case CH/Si P/W 
供試体 
相対密度 
Dr (%) 
寸法 
H 
(cm) 
R 
(cm) 
Case4-4-a 5/5 0.10 60±2 9.5 5 
Case4-4-b 5/5 0.08 60±2 9.5 5 
Case4-4-c 5/5 0.05 60±2 9.5 5 
Case4-4-d 5/5 0.03 60±2 9.5 5 
Case4-4-e 4/6 0.10 60±2 9.5 5 
Case4-4-f 4/6 0.08 60±2 9.5 5 
Case4-4-g 4/6 0.05 60±2 9.5 5 
Case4-4-h 4/6 0.03 60±2 9.5 5 
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らない要因の一つであると考えられる． 
以上の結果から，CH/Si=5/5 である配合で最大の一軸圧縮強度を示したが，実際には間隙水によ
る希釈現象などにより，浸透距離が長くなるほど注入材の成分濃度が低下する．そのため，以後
の実験では P/W の減少に伴う強度の低下量が小さい，CH/Si=4/6 である配合を用いて，その一軸
圧縮強度を確認した． 
4-5. 注入条件が注入特性に与える影響の検討 
浸透注入によって微粒子の目詰まりの影響なく供試体を作製するためには，配合試験によって
選定された CH/Si=4/6 である注入材の砂地盤に対する注入特性を確認しておく必要がある．ここ
では，砂供試体に対して注入材を浸透注入させ，注入圧力や注入材の特性によって変化する注入
特性を確認した．なお，注入材の注入特性は，供試体の高さ H によっても変化するが，本実験で
は粘性や注入圧力に着目した． 
供試体に用いた試料は図 4-1 に示す物性の硅砂 6 号であり，空中落下法で相対密度 Drが 60±2%
となるように，図 4-11 に示すモールド内に作製した．砂詰め終了後，CO2の透気および脱気水の
通水によって飽和度 Srを高めた．注入材の注入特性は，粘性によって変化する．そのため，表 4-5
に示すように，P/W が異なる 3 種類の配合の注入材を 2 種類の注入圧力で供試体に浸透注入させ
た．なお，注入材作製時の注入材の温度が 25±1°C であり，Si および CH の粒径を合成した粒径分
布の d85と硅砂 6 号の均等係数および間隙指標 d から事前に浸透可能であることを確かめた．間隙
指標による浸透可否の検討結果を図 4-10 に示す．また，3 章の粒径分布測定の結果から，一定の
養生期間を経ることで，ホモジナイザーでも解砕困難な固結物が生成されることに加え，微粒子
の沈殿によって注入材の P/W がばらつくことが推測される．そのため，SiIおよび CH の懸濁液を
混合した後，注入材を攪拌しながら速やかに注入した．さらに，注入圧力による供試体の体積膨
張を抑制するため，注入圧力+5kPa の圧力を上部ピストンに作用させるとともに，目視によって
割裂注入がないことを確認した． 
注入材の注入量は，電子台秤によって連続的に計測するとともに，試料の最小粒径以下の目開
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図 4-9 P/W が一軸圧縮強度に及ぼす影響 
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きのふるいに排液を通すことで試料の流出がないことを確認した．また，注入前後の注入材の濃
度変化を確認するために，注入前と排液の P/W を炉乾燥法で測定した．なお，粒径や形状の影響
により，SiI と CH それぞれで間隙に捕捉される傾向は異なると考えられるが，本実験ではこのこ
とについては考慮しない． 
図 4-10 に注入時間と排液重量の関係を示す．図から，Case4-5-a，b，c，e では，ほぼ一定速度
で注入できている．一方で，P/W が高く注入圧力の小さい Case4-5-d では，注入速度が注入時間に
対して一定でなく，微粒子の目詰まりによって経時的に減少した．ここで，表 4-6 に測定された注
入前後の P/W を示す．注入速度が減少しない Case4-5-a，b，c，e では，注入前と排液の P/W が同
じであるのに対して，注入速度が低下する Case4-5-d では，排液の P/W が注入前よりも減少して
いる． 
以上のような結果は，注入圧力の小さいケースでは，微粒子の目詰まりによって注入速度が低
 
 
図 4-10 硅砂 6 号に Si と CH の注入材を使用する場合の浸透可否評価 
 
 図 4-11 供試体作製装置 
 
表 4-5 浸透実験に用いる供試体と注入材の条件 
Case 
配合 供試体の寸法 注入 
圧力 
(kPa) 
CH/Si P/W 
H 
(cm) 
R 
(cm) 
Case4-5-a 4/6 0.05 11 5 40 
Case4-5-b 4/6 0.05 11 5 100 
Case4-5-c 4/6 0.07 11 5 100 
Case4-5-d 4/6 0.10 11 5 40 
Case4-5-e 4/6 0.10 11 5 100 
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下することで，更なる目詰まりを促進させることを示唆している．つまり，目詰まりの影響なく
改良体を作製するためには，注入速度を低下させることなく，注入材を注入する必要がある． 
4-6. 養生条件と浸透距離に伴う強度変化の確認 
本章では，CH/Si=4/6 である注入材で改良した砂の養生に伴う強度変化を確認するために一軸圧
縮試験を行った．さらに，4-5 節の実験結果から，注入圧力が目詰まりに影響を与えることから，
異なる注入圧力で注入材を注入することによって，微粒子の目詰まりが一軸圧縮強度に与える影
響を考察した．また，ポゾラン反応の反応性は養生温度によっても変化することが指摘されてい
ることから 16)，養生温度が改良体の強度に与える影響を確認した．次に，目詰まりが浸透距離や
改良強度の分布に与える影響を確認するために，100cm の長尺供試体に対して一次元注入実験を
行った． 
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表 4-6 濃度測定の結果 
- P/W 
Case 4-5-a 4-5-b 4-5-c 4-5-d 4-5-e 
注入前 0.05 0.05 0.07 0.10 0.10 
排液 0.05 0.05 0.07 0.09 0.10 
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4-6-1. 短期的な強度変化の確認 
実験に使用した試料は硅砂 6 号であり，供試体は 4-5 章と同様の手順で作製した．注入する注
入材は，表 4-7 に示す配合で作製し，所定の注入条件で間隙体積の約 2 倍の量の注入材を注入し
た．注入時には，上部ピストンに注入圧力+5kPa となる圧力を作用させ，注入中に割裂注入や試料
の流出がないことを確かめた．注入完了後，上部ピストンに作用させた圧力を大気圧まで戻し，
空調を 25°C に設定した室内で所定期間養生してから脱型した．なお，設定した養生期間は，3 日
~1 年である．写真 4-5 は脱型後の供試体の一例を示している．一軸圧縮試験には，高さ H が 10cm
となるように整形した供試体を使用し，養生に伴う強度変化を確認した． 
図 4-13 に養生期間と一軸圧縮強度の関係を示す．ここで，P/W=0.05 である Case4-6-a，b の供試
体は，養生 3 日では脱型困難であったため，7 日目の供試体から一軸圧縮試験を行った．図から，
すべてのケースにおいて養生初期(3 日 ~ 7 日)では一軸圧縮強度が上昇しているが，7 日を過ぎる
と 1 年までの範囲では強度はほとんど増加せず，いずれの配合の注入材においても，7 日程度で
28 日強度のほとんどを発現する．なお，液状化対策として適用するに当たっては，より長期的な
強度の推移を確認する必要があるが，養生期間 1 年の範囲においては強度が低減せず，注入圧力
による強度変化もないことが示されている．しかしながら，半年以降では Case4-6-c，4-6-d で強度
が低下するが，これは供試体の乱れが影響したものと考えられる． 
P/W=0.10 である注入材を注入した Case4-6-c，d において，一軸圧縮強度は P/W=0.05 である注
0
50
100
150
200
0 50 100 150 200 250 300 350 400
一
軸
圧
縮
強
度
(k
N
/m
2
)
養生日数 (日)
Case4-6-a Case4-6-b
Case4-6-c Case4-6-d
表 4-7 浸透注入法により作製する改良体の作製条件 
Case 
配合 供試体 
注入圧力 
(kPa) CH/Si P/W 
相対密度 
Dr (%) 
寸法 
H (cm) R (cm) 
Case4-6-a 4/6 0.05 60±2 11 5 40 
Case4-6-b 4/6 0.05 60±2 11 5 100 
Case4-6-c 4/6 0.10 60±2 11 5 40 
Case4-6-d 4/6 0.10 60±2 11 5 100 
 
図 4-13 養生日数と一軸圧縮強度の関係 
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入材を注入した Case4-6-a，b の 2 倍以上となった．一方で，Case4-6-c，d では注入圧力によって
強度が異なることが分かる．これは，Case4-6-c では目詰まりによって供試体中の注入材が不均一
に分布していたためと考えられる．このことについて考察するために，注入圧力 40kPa で注入材
を注入した Case4-6-a，c の改良体の破壊状況の一例を写真 4-6(a)，(b)に示す．写真 4-6(a)は，高い
注入圧力で注入材を注入したケースである．その一方で，写真 4-6(b)では微粒子の目詰まりによっ
て改良が不均質となっていることを示唆する供試体上端部における変形の集中が観察できる．一
方で Case4-6-a の改良体においては，変形が中心部分に集中し破壊に至っている．このことから，
P/W が低いケースでは注入圧力が比較的小さい場合でも，均一に注入できることが示唆される． 
以上の結果から，1 年以内の強度低下は発生しないが，注入圧力が 40kPa であり，P/W=0.10 で
あるケースでは，注入圧力 100kPa のケースと比較して強度が低くなる．これは，微粒子の目詰ま
りの影響により，供試体の上端と下端の改良が不均一となるためである． 
4-6-2. 温度条件が強度変化に及ぼす影響 
ポゾラン反応の反応速度は養生温度に影響されることが指摘されている．そこで，本項では温
度条件が強度に及ぼす影響を確認するために，本実験では 4-5 節の供試体作製方法で作製した改
良体を 20°C および 30°C，湿度 90%に設定した恒温恒湿槽内で所定期間養生した後，一軸圧縮試
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供
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写真 4-6 供試体の破壊状況 
表 4-8 供試体，注入材および養生の条件 
Case 
配合 供試体 
注入圧力 
(kPa) 
養生温度 
(°C) CH/Si P/W 
相対密度 
Dr (%) 
寸法 
H (cm) R (cm) 
Case4-7-a 4/6 0.10 60±2 11 5 100 30 
Case4-7-b 4/6 0.10 60±2 11 5 100 20 
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験を行なった． 
供試体の作製条件と注入材の配合条件を表 4-8 に示す．供試体に用いた試料は図 4-1 に示す物
性の硅砂 6 号であり，空中落下法により所定の相対密度で作製した．注入材の注入圧力は 4-6-1 項
の結果から 100kPa に設定し，供試体の間隙体積の約 2 倍の量の注入材を注入した．なお，一軸圧
縮試験は，注入完了から 7 日，14 日，28 日で行い，養生に伴う強度変化を確認した． 
一軸圧縮試験の結果を図 4-14 に示す．図から，本実験において行なった養生期間では，一軸圧
縮試験結果で強度にほとんど差がないことがわかる．このことから，本実験における養生期間で
は，養生温度によって強度が変化することはない．ただし，注入材を地盤に注入する場合，養生
初期における注入材の粘性や微粒子の粒径の変化が浸透性に影響を及ぼす重要なパラメータとな
る．そのため，養生 7 日以前の注入材について，養生温度が注入材の粘性や微粒子の粒径に与え
る影響も検討する必要がある． 
4-6-3. 浸透距離に伴う圧縮強度の変化 
微粒子の目詰まりは，改良体の出来形や強度に影響を及ぼす 20)ことから，本実験では 100cm の
長尺供試体において，注入圧力や P/W の違いによる改良体の強度分布の変化を確認した． 
実験条件および供試体の寸法を表 4-9 に示す．供試体はすべて空中落下法にて作製した．供試
体作製装置は 3 章で用いた長尺の供試体作製装置と同様であり，10.0cm のアクリルモールドを組
み合わせることによって，100cm の長尺供試体用を作製した．作製後の供試体の外観を写真 4-7 に
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図 4-14 養生温度が一軸圧縮強度に与える影響 
表 4-9 長尺供試体の作製条件および使用する注入材の条件 
Case 
配合 供試体 
注入圧力 
(kPa) CH/Si P/W 試料 
相対密度 
Dr (%) 
寸法 
H 
(cm) 
R 
(cm) 
Case4-8-a 4/6 0.10 硅砂 6 号 60±2 100 5 100 
Case4-8-b 4/6 0.10 硅砂 6 号 60±2 100 5 150 
Case4-8-c 4/6 0.07 硅砂 6 号 60±2 100 5 150 
 
第 4 章 非セメント系の微粒子注入材の固化特性 75 
示す．供試体作製後，CO2 および脱気水で飽和度 Sr を高めた後，表 4-9 に示す配合の注入材を攪
拌しながら速やかに供試体下部から浸透注入させた．なお，4-5 節の実験から，目詰まりが発生し
た P/W=0.10 である注入材と，目詰まりの発生が少なかった P/W=0.07 である注入材を用いた．さ
らに，注入材の注入速度に伴う改良体の強度変化を確認するために，注入時の注入圧力は，100kPa
と 150kPa に設定した．この際，注入圧力+5kPa の圧力を上部ピストンに作用させるとともに，割
裂注入や試料の流失がないことを確認した． 
粒状体における微粒子の目詰まりは徐々に進展すると考えられることから，目詰まりの発生時
点を明確に定義することは困難である．そのため，本実験においては，排出された注入材の流量
が 0.1 g/s 以下となった時点で，注入を打ち切った．なお，注入開始前と終了後における注入材を
採取し，注入前後で P/W のばらつきがほとんどないことを確認した．注入が完了した供試体は，
空調を 25°C に設定した室内で 7 日間養生した後，10cm ごとに分割してから脱型した．写真 4-8
は脱型後の供試体の様子を示しており，それぞれの供試体位置における一軸圧縮強度を確認した． 
図 4-15 に注入時間と注入量/間隙体積の関係を示す．図から，すべてのケースで供試体の間隙体
積を一回分以上入れ替えることができ，注入圧力を増加させるほど，多くの注入材を注入するこ
とができた．しかし，P/W が高い Case4-8-a，b においては，目詰まりが進展し注入量が得られる
前に，注入材の質量流量が 0.1 g/s となった．一方で，P/W が低い Case4-8-c では，注入初期に注入
 
写真 4-7 供試体の外観 
 
写真 4-8 脱型した供試体 
 
図 4-15 注入時間と注入量/間隙体積の関係 
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質量の増加量が減少するものの，注入量/間隙体積が 0.8 を超えたあたりから，ほぼ一定の割合で
注入量/間隙体積が増加している．以上のことから，P/W を低く，注入圧力を高く設定することで，
目詰まりを抑制できると言える． 
次に，図 4-16(a)，(b)に供試体位置と一軸圧縮強度の関係を示す．図中の黒い点線は，液状化対
策に求められる一軸圧縮強度の下限値(qu=80kN/m2)を示している．また，注入材の固化が不十分で
脱型が困難であった Case4-8-c の注入口に最も近い部分の一軸圧縮試験結果はプロットから除い
ている．図 4-16(a)から，Case4-8-a，b では，注入点からの距離が長くなるほど，強度が低下する
傾向にある．特に，Case4-8-a は目詰まりが顕著になったケースであり，供試体位置が概ね 70cm
を超えたあたりで，一軸圧縮強度が 80kN/m2を下回るが，高い注入圧力を設定した Case4-8-b は，
一軸圧縮強度が 80kN/m2 以下とならない．しかしながら，注入口付近では Case4-8-a で 500kN/m2
を超えることが確認できる．このことから，目詰まりによって注入材の濃度が部分的に高くなる
ことで，改良後の一軸圧縮強度が高くなる場合があり，均質な改良を行うためには目詰まりを低
減させる必要があることが示唆された． 
 
(a) 注入材濃度 0.10 の結果 
 
(b) 注入材濃度 0.07 の結果 
図 4-16 供試体位置と一軸圧縮強度の関係 
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一方で，図 4-16(b)に示す Case4-8-c の結果では，注入口付近の強度は，排出口付近の強度の 1.6
倍程度となるが，Case4-8-a，b と比較して強度変化の傾向が緩やかになっている．また，供試体位
置が概ね 80cm に到達する前まで，一軸圧縮強度が 80kN/m2 以上であり，液状化強度に求められ
る一軸圧縮強度の基準値を満たしている． 
以上の結果から，P/W が高く，注入圧力が低くなるほど目詰まりし易くなると言える．また，
一般的に地盤注入工法において求められる改良の必要半径は，最低で 0.5m21)とされているが，す
べてのケースにおいて，供試体位置 50cm では，一軸圧縮強度が 80kN/m2を超えており，本実験に
おいて取り扱った供試体の粒度と注入材の配合条件では，十分な浸透性を有することが分かった． 
4-7. まとめ 
浸透注入による地盤改良によって液状化を対策するために，SiI と CH を混合した非セメント系
微粒子注入材を提案し，その強度発現について確認した．種々の実験結果から，SiI と CH を混合
した注入材で改良した改良体が，液状化対策として十分な効果を発揮することを確認した． 
4-2 節では，既往の研究において提案されている微粒子を用いた改良材を列挙するとともに，最
も強度発現性の良好な改良材を検討した．提案した微粒子について配合を検討するとともに，そ
の改良材を用いて改良体を作製し，一軸圧縮試験を行った．その結果，SiI および CH を混合した
改良材の改良効果が最も高いことを示した． 
4-3 節では，SiI および CH を混合した非セメント系の微粒子を注入材として用いるために，注
入材の粘性測定および注入材中の微粒子の粒径分析を行なった．その結果から注入材を攪拌しな
がら養生することで 3h までは粘性と粒径は変化しないことを示した．しかしながら，攪拌せずに
養生すると粘性が上昇し，養生開始から早段い段階でホモジナイザーでも解砕困難な C-S-H が生
成される．さらに，粘性の測定結果から，注入材濃度の高いケースで粘性の上昇が顕著となり，
固化までに必要な時間は注入材濃度によって管理できることが示唆された．そのため，浸透注入
を目的とした改良工事に用いるためには，攪拌しながら養生するとともに注入材濃度を管理する
必要があると考えられる． 
4-4 節では，CH/Si および P/W の配合に伴う強度特性の変化を検討した．まず，P/W が 0.10 に
設定した注入材の CH/Si が強度特性に及ぼす影響を確認するため，CH/Si を種々に変化させた注
入材を使用して改良体を作製し，一軸圧縮試験を行った．その結果，CH/Si が 7/3 の配合を除いて，
養生 3 日で液状化対策に必要な改良強度である 80kN/m2 を超えた．次に，各 CH/Si の配合につい
て，強度発現性の良好であった CH/Si=5/5 および 4/6 の配合について，P/W が強度特性に及ぼす影
響を調べた．その結果，CH/Si=5/5 である注入材では P/W=0.05 以下の低濃度領域で強度が著しく
低下することが分かった．このことから，間隙水による注入材の希釈の影響を考慮すると，浸透
注入に用いるためには CH/Si=4/6 の配合が注入材として適していることを確認した． 
4-5 章では，注入材の P/W が浸透性に及ぼす影響を確認するために，微粒子の浸透注入実験を
行った．注入材の浸透注入結果から，P/W の小さい注入材の浸透性が高く，注入圧力が高い方が
目詰まりに伴う注入速度の低下を抑制できることがわかった．さらに，P/W の大きい注入材では，
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注入圧力が小さい場合，排液の P/W が低下することから，供試体の間隙で微粒子が目詰まりして
いることが示唆された．以上の結果から，改良範囲において均質な改良を行うためには，十分な
注入速度を確保できる圧力で注入を行なう必要がある． 
4-6 章では，以前の節までの実験結果により，強度発現および浸透性が良好であった配合の注入
材(CH/Si=4/6，P/W=0.10 または 0.05)で改良した試料について，温度や養生期間などの養生の条件
や浸透距離に伴う強度変化を確認した．その結果，すべてのケースにおいて，養生 3 日で 1 年強
度の 80%を発現した．ただし，一部の供試体では養生期間中に強度低下を発生させたが，これは，
供試体の乱れによるものである．さらに，1 年以内の強度低下は発生しなかった．さらに，養生温
度を 20°C および 30°C に設定した恒温恒湿槽で養生を行なった改良体の一軸圧縮試験の結果，養
生温度に伴う強度変化はほとんどなかった．さらに，長尺供試体に対する浸透注入実験において，
注入圧力を 100kPa から 150kPa，P/W を 0.10 から 0.07 に変化させることによって，供試体全体の
強度分布を一定にすることができ，高さ 80cm までの供試体で液状化対策に求められる一軸圧縮
強度を満足した．その一方で，P/W が 0.10 の改良体では，注入口付近における目詰まりの影響に
よって，一軸圧縮強度が 500kN/m2を超える場合があり，均質な改良を行うためには，微粒子の目
詰まりを低減させる必要があることが示唆された． 
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第5章 改良砂の液状化強度特性 
5-1. 概説 
本章では，4 章において用いた SiIと CH を混合した注入材で改良した砂の動的な強度特性を繰
返し非排水三軸圧縮試験により検討する．  
繰返し非排水三軸試験や繰返し中空ねじり試験，繰返し単純せん断試験は，砂の液状化強度を
検討するための室内試験法である．これらの試験法は，一定の拘束圧下において主応力を増減さ
せることや要素に直接的なせん断力を作用させることによって液状化させる方法であるが，この
ような室内試験によって液状化強度を求める場合，高価となることから，実務においては一軸圧
縮強度から簡易的に液状化強度を推定する場合が多い．しかし，一軸圧縮試験のような静的な強
度を測定する試験では，注入材で改良された砂の繰返し載荷に対する抵抗性や靱性を評価できな
い． 
以上のことから本章では，4 章において浸透注入材として使用した CH/Si=4/6 の配合の注入材で
改良した改良砂の液状化強度を確認するために非排水繰返し三軸圧縮試験を行った．さらに，累
積損失エネルギーの観点から改良体の靱性および再圧密沈下特性を評価した．  
5-2. 繰返し非排水三軸圧縮試験 
5-2-1. 試験概要 
本試験に用いた三軸試験装置は図 5-1 に示す通りであり，図はサーボバルブ制御装置によって
載荷機構を制御する電気-空圧制御式三軸試験装置のシステムの概要を示している．試験に使用し
た荷重計，間隙水圧計，セル水圧計，変位計はそれぞれ，誠試工製 KLP-2K，新興通信工業製 PR-
10，共和電業製 PGMC-A-500KP，共和電業製 DLT-20AS である．さらに，これらのセンサから得
られた信号を誠試工製ストレインセンサ増幅器 KA-610 で増幅するとともに，共和電業製 PDC-
320A でデータを計測する．また，荷重計からの増幅信号をフィードバック信号として，サーボバ
ルブ制御装置に送信し，空圧サーボを制御する．なお，本試験装置のサーボバルブ制御装置は誠
試工製 KO-240B であり，発信周波数を 0.01Hz から 100Hz の間で変化させることができ，発信波
形は sin 波，発信電圧は 0-10Vp-p(±5Vp-p)である． 
試験条件を表 5-1 に示す．試料には図 4-1 に示す硅砂 6 号を使用した．未改良砂を扱った Case5-a
は，二つ割りモールド内にメンブレンを設置し，空中落下法で相対密度 Drが 60%となるように作
製した．一方，Case5-b，c は Si と CH で改良した改良体を用いたケースである．供試体作製には，
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図 4-11 に示すアクリルモールドを使用した．まず，空中落下法でモールド内に試料を詰め，CO2
および脱気水を使用して飽和した後に，注入材を浸透注入させた． 
液状化試験用の改良体は，CH/Si=4/6 の注入材を浸透注入させることで作製した．さらに，4 章
における P/W を変化させた改良体の一軸圧縮試験の結果では，注入材濃度の低下によって一軸圧
縮強度が著しく低下することが示されている．従って，P/W が液状化強度や再圧密沈下特性に与
える影響も確認する必要があり，本試験においては P/W=0.07(Case5-b)および 0.10(Case5-c)の 2 種
類の注入材を使用した．また，3 章および 4 章の結論から微粒子系注入材の浸透注入では，高い
表 5-1 試験条件 
Case 試験番号 
注入材 
B 値 
B.P. 
(kPa) 
σ0′ 
(kPa) 
応力比 
P/2Acσ0′ CH/Si P/W 
Case5-a (未改良) 
a-1 - - 0.95 100 100 0.151 
a-2 - - 0.99 100 100 0.154 
a-3 - - 0.96 100 100 0.162 
a-4 - - 0.96 100 100 0.171 
a-5 - - 0.95 100 100 0.177 
Case5-b (改良) 
b-1 4/6 0.07 0.92 100 100 0.201 
b-2 4/6 0.07 0.94 100 100 0.268 
b-3 4/6 0.07 0.92 100 100 0.328 
b-4 4/6 0.07 0.94 100 100 0.379 
b-5 4/6 0.07 0.92 100 100 0.395 
Case5-c (改良) 
c-1 4/6 0.10 0.93 100 100 0.409 
c-2 4/6 0.10 0.93 100 100 0.497 
c-3 4/6 0.10 0.94 100 100 0.596 
c-4 4/6 0.10 0.94 100 100 0.696 
c-5 4/6 0.10 0.92 100 100 0.794 
 
図 5-1 三軸試験装置 
5
6
1
2
7
3
4 KA-610
KA-610
KA-610
KA-610
アンプ
サーボバルブ
制御装置
KO-240B
サーボ
データロガー
PDC-320A
PC
空気タンク
真空
ポンプ
空気系統
水系統
電気系統
1. 荷重計(KLP-2K)
2. 変位計(DLT-20AS)
3. 間隙水圧計(PR-10)
4. セル圧計(PGMC-A-500KP)
5. 二重管ビュレット
6. 供試体
7. メンブレン
◎. レギュレータ
    ．バルブ
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P/W や低い注入速度では，供試体下部の目詰まりが顕著になり，改良体内部の微粒子の濃度分布
が不均一になることが分かっている．従って，4-5 節の結果に示したように注入圧力を 100kPa と
して，目詰まりの影響が顕著にならないように配慮した．なお，4 章の図 4-10 に示した通り，注
入材の d85 と硅砂 6 号の均等係数および間隙指標から浸透可能であることを確認している．供試
体作製後，空調を 25°C に設定した室内で 7 日間養生した．所定期間養生後，直径 R が 5cm，高
さ Hが 10cm となるように供試体を整形し， 図 5-1 に示す三軸試験装置に設置した．それぞれの
供試体作製後，CO2を透気，脱気水を 200ml 以上通水して飽和し，間隙水圧係数 B 値を確認した．
表 5-1 には各供試体の B 値も示しており，未改良砂については B 値が 0.95 以上となった供試体の
みを用いた．一方，注入材で改良いた砂においては，0.95 以上まで B 値を上昇させることができ
なかった．これは，微粒子によって微細な気泡が注入材中に連行されるためと推測されるが，完
全に固結した改良体において，このような気泡を取り除くことは困難である．そのため，不飽和
改良体から得られた液状化強度は割り引いて評価される必要がある．ただし，不飽和砂の液状化
強度に関する研究 1)では，B 値が 0.95 から 0.6 に低下した場合でも，その強度は概ね 10%増加す
る程度であることから，割引率はそれほど高くなく，本実験の B 値の範囲では結論に影響を及ぼ
さないと判断した． 
B 値を確認後，所定の有効拘束圧 σ′0で，排水がほとんど発生しなくなるまで圧密した．この際，
未改良砂および改良砂においても，15 分間の圧密で排水はほぼ 0 となったが，さらに 15 分間圧
密してから，所定の応力比で試験を開始した．なお，試験時の載荷周波数は，供試体端部での局
所的な水圧の上昇を避けるために 0.01Hz2)とし，軸ひずみが 5%を越えた後も繰返し載荷を続けた．
繰返し載荷終了後の供試体の体積変化を計測することで液状化後の体積ひずみを算定した． 
5-2-2. 試験結果 
a). 繰返し試験結果 
それぞれのケースの軸ひずみの時刻歴，有効応力経路，過剰間隙水圧比の時刻歴，軸差応力と
軸ひずみの関係を図 5-2，図 5-3，図 5-4，図 5-5 に示す． 
図 5-2 は軸ひずみの時刻歴である．未改良砂である a-1 ~ a-5 においては，いずれの応力比にお
いても，時刻歴のある時点でひずみが急激に増加する液状化の挙動を示している．一方で，改良
体に対する試験結果である b-1 ~ b-5，c-1 ~ c-5 については，繰返し回数を経るごとに軸ひずみが
徐々に増加する傾向にある．これは，液状化した砂の特徴とは異なり，粘性土や溶液型注入材に
より改良された砂の繰返し載荷時の挙動に類似している．ただし，改良砂において最も応力比が
小さい b-1 では，繰返し回数が 200 回を過ぎた付近で，軸ひずみが徐々に増加する傾向にある．
これは，濃度の低い注入材においては，供試体間隙中に間隙水が存在するため未改良砂と同様の
挙動を示したと推察される．しかしながら，土骨格を固結した注入材が補強しているため，軸ひ
ずみが増加し始めてから 5%を超えるまでの繰返し載荷回数は，未改良砂の試験結果よりも多いこ
とが確認できる． 
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図 5-2 軸ひずみの時刻歴 
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図 5-3 有効応力経路 
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図 5-4 過剰間隙水圧の時刻歴 
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図 5-5 軸差応力と軸ひずみの関係 
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図 5-3 は有効応力経路を示している．a-1 ~ a-5 の有効応力経路から，未改良砂では平均有効応力
が徐々に低下し，0 に達することが分かる．この傾向は b-1 ~ b-5 においても同様であるが，これ
は，注入材の濃度が低く，供試体内部に多くの間隙水を有するためと考えられる．それに対して，
P/W=0.10 の注入材を注入した c-1 ~ c-5 では，固結砂の有効応力経路は載荷初期から平均有効応力
が低下するものの，繰返し載荷を数回経る間にほぼ一定の値に収束する．特に，P/W=0.10 の注入
材で改良した c-3 ~ c-5 の結果では，平均有効応力の最小値が 0 よりも大きい．この結果からも，
SiIと CH を混合した注入材によって改良した砂の挙動は，溶液型注入材で改良された砂に対する
繰返し非排水せん断時に得られる結果と同様である． 
次に，図 5-4 に過剰間隙水圧の時刻歴を示す．図 5-2，図 5-4 における a-1 ~ a-5 の結果から未改
良砂においては，いずれのケースにおいても過剰間隙水圧比が 0.7 を超える繰返し載荷回数で，
軸ひずみが急増することが分かる．その一方で，改良砂の試験結果である，b-1 ~ b-5，c-1 ~ c-5 に
ついては，載荷初期から過剰間隙水圧が上昇している．しかしながら，図 5-2 の b-1 ~ b-5，c-1 ~ c-5
を参照すると，改良砂の試験結果では軸ひずみの急激な増加が発生していないことからも，改良
砂が非排水条件で繰り返し載荷を受けた際の挙動は，液状化とは異なることが確認できる．さら
に，図 5-5 は軸ひずみが 5%に達するまでの軸差応力と軸ひずみの関係を示している．図から，未
改良砂では，液状化の発生によってひずみが急激に増加するとともに剛性が失われる．一方で，
改良砂では，繰返し載荷の過程で徐々にひずみが増加するとともに剛性の低下が緩やかである． 
b). 液状化強度曲線 
次に，図 5-6(a) ~ (c)に両振幅ひずみが 3%，5%，8%に至った際の繰返し回数と応力比の関係を
示す．未改良砂の結果である図 5-6(a)から，3%，5%，8%の液状化強度曲線はほぼ合致している．
また，繰返し載荷回数が小さい範囲での液状化強度曲線の立ち上がりが顕著ではなく，緩い砂の
挙動を示していることがわかる．その一方で，図 5-6(b)，(c)においては，それぞれの両振幅ひずみ
を基準として得られた液状化強度曲線が離れている．特に，P/W=0.10 の結果においては，繰返し
載荷回数が小さい範囲では液状化強度曲線の立ち上がりが顕著である．このような挙動は，繰返
 
 (a) Case5-a(未改良砂)の結果 (b) Case5-b(P/W=0.07)の結果 (c) Case5-c(P/W=0.10)の結果 
図 5-6 各ケースの液状化強度曲線 
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し載荷に伴う軸ひずみの進展が緩やかになったことを示しており，密な砂の液状化強度曲線と一
致している． 
次に，図 5-7 に基準両振幅ひずみと繰返し載荷回数の関係を示している．未改良砂の結果であ
るCase5-aの繰返し強度RL20は 0.170前後であるが，Case5-bにおいて各両振幅ひずみの結果では，
乾燥砂と比較して，それぞれ約 1.7 倍，約 1.9 倍，約 2.1 倍である．さらに，Case5-c については，
約 3.1 倍，約 3.7 倍，約 4.5 倍の液状化強度が得られている．さらに，基準両振幅ひずみが増加す
るほど，それぞれのケースの繰返し強度の差が大きくなる．以上の結果から，改良砂の B 値を考
慮しても液状化対策効果は十分であり，P/W が高くなるほど改良体の粘り強くなる． 
c). 改良体の靱性評価 
図 5-8 に，繰返し載荷回数と各繰返し回数における両振幅ひずみの関係を示す．なお，図中に
は，繰返し載荷初期のひずみの増加傾向が同程度のケースをプロットしている．未改良砂の試験
結果である Case5-a の両振幅ひずみは，繰返し載荷回数が 10 回未満ではほとんど増加しないが，
10 回を超えると両振幅ひずみが急激に増加し破壊に至ることから，靱性に乏しいことが分かる．
一方で，改良したケースである Case5-b，c では，設定した応力比が大きいため，初期から両振幅
ひずみが発生するものの，繰返し載荷に伴う両振幅ひずみは徐々に増加し，急激なひずみの増大
はない．このことから，SiIと CH の注入材で改良したことにより，改良体の靱性が高まったこと
が分かる． 
  
  
図 5-7 基準両振幅ひずみと繰返し回数 図 5-8 繰返し載荷回数と両振幅軸ひずみの関係 
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d). 液状化後の体積ひずみの評価 
液状化後の体積ひずみを評価するために，Ishihara and Yoshimine3)による最大せん断ひずみ γmax
と液状化後の体積ひずみ εvの関係でまとめた．ここで，繰返し試験中に発生した最大せん断ひず
み γmax は，軸ひずみ εDA の絶対値の最大値により求めた．最大せん断ひずみ γmax を求める式を
式 (5-1)に示す． 
 
 
(5-1) 
最大せん断ひずみ γmax と体積ひずみ εv の関係を図  5-9 に示す．図中の実線は，
Ishihara and Yoshimine によってまとめられた，各相対密度における砂の供試体が液状化後に呈す
る体積ひずみ εv と与えられた最大せん断ひずみ γmax との関係である．図から，Case5-a の結果で
は，最大せん断ひずみ γmax の増加に伴い体積ひずみ εv が増加していることに加え，
Ishihara and Yoshimine によって示されている Dr = 60%の線上に体積ひずみ εv の値が，大凡プロッ
トされる．一方で，注入材で改良した Case5-b，c では，最大せん断ひずみ γmaxに対する体積ひず
み εvが P/W に伴って小さくなる傾向にある．しかしながら，繰返し載荷後の体積ひずみ εvは，そ
れぞれの液状化強度と比較して大きな差はない．これは，SiIと CH を混合した注入材においては，
P/W=0.10 程度では間隙に充填される微粒子が間隙体積の 10%程度となるためである．従って，補
強された骨格構造が壊されるとともに，余剰水が排水されることで，未改良砂とほぼ同程度の体
積ひずみ εvを呈したと思われる．従って，本改良材の改良効果を評価するためには，骨格構造の
破壊に至るまでの挙動に着目すべきと考えられる． 
ここで，体積ひずみ εvが繰返し履歴に依存することは，仙頭ら 4)や海野・谷 5)の研究において指
摘されているまた，風間ら 6)は繰返し履歴を考慮した指標として，正規化累積損失エネルギ
ー ΔW/σ′0を提案した．さらに，応力制御の繰返し載荷試験を取り扱った既往の研究 7), 8)において，
履歴ループから算出された正規化累積損失エネルギー ΔW/σ′0と体積ひずみ εvが一意の関係で表せ
ることを確認している．そこで，本研究においても，正規化累積損失エネルギー ΔW/σ′0と体積ひ
ずみ εvの関係を調べた．ここで，正規化累積損失エネルギー ΔW/σ′0は，式(5-2)を用いて算出され
る 9)． 
 
 
(5-2) 
ここに，･γ (t) はせん断ひずみ速度であり，式(5-2)から正規化累積損失エネルギー ΔW/σ′0は履歴ル
ープの面積の積分することで求められる．図 5-10 は，各ケースの履歴ループから求めた繰返し載
荷終了までの正規化累積損失エネルギー ΔW/σ′0と体積ひずみ εvの関係を示している．未改良砂は
正規化累積損失エネルギー ΔW/σ′0に対する体積ひずみ εvの値が大きいことから，少ないエネルギ
ーで構造破壊を呈し，大きな体積ひずみ εvを生じさせることが分かる．一方で，改良砂の結果は
未改良砂と比較して体積ひずみ εv に対する正規化累積損失エネルギー ΔW/σ′0 が大きい．特に，
P/W=0.10 の注入材においては，正規化累積損失エネルギー ΔW/σ′0 に対して体積ひずみ εv の増加
が緩やかである．このことから，改良砂は靱性の高い材料であることが分かる．ただし，図 5-10
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では蓄積される正規化累積損失エネルギー ΔW/σ′0 に従って体積ひずみ εv が単調に増加している
が，実際は土骨格の体積変化量は有限であると考えられる．そのため，エネルギーの蓄積に伴う
体積ひずみ εvの増加傾向は，一定の値に収束すると考えられるが，応力制御で行った本試験にお
いては，その傾向が見られなかった．これらの結果から，正規化累積損失エネルギー ΔW/σ′0によ
って，未改良砂および改良砂の体積ひずみ εvの発生量の違いや土骨格の靱性を評価することがで
きた． 
5-3. まとめ 
本章では，SiIと CH を混合した注入材を注入した改良砂に対して繰り返し非排水三軸圧縮試験
を行い，注入材の有する液状化強度，靭性を評価した． 
繰り返し非排水三軸圧縮試験から得られた有効応力経路から，P/W = 0.10 の改良砂では有効応
力が一定の値に収束した．また，軸ひずみの時刻歴は，繰り返し載荷に伴って徐々に軸ひずみが
増加した．このような傾向は，溶液型注入材の繰り返し挙動と類似している．さらに， P/W = 0.10
の注入材で改良した供試体の液状化強度は，未改良砂の 3.7 倍であり，十分に高い液状化強度が
得られた．SiI と CH を混合した注入材で改良した砂の靭性を，正規化累積損失エネルギーΔW/σ′0
を用いて評価した．未改良砂は少ないエネルギーで構造破壊を呈すが，改良砂の結果は正規化累
積損失エネルギー ΔW/σ′0が大きくなった．特に，P/W=0.10 の注入材においては，正規化累積損失
エネルギー ΔW/σ′0に対して体積ひずみ εvの増加が緩やかであり，靱性の高い材料であることが分
かった． 
  
図 5-9 γmaxと εvの関係 図 5-10 εvと ΔW/σ′0の関係 
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第6章 改良地盤の遠心場振動台実験 
6-1. 概説 
本章では，SiIと CH を混合した非セメント系注入材の改良効果を確認するために遠心場振動台
実験を行なった． 
改良地盤の強度や改良範囲の決定，改良地盤の挙動を予測するために，遠心載荷装置を用いた
様々な検討が行なわれてきた．例えば，今村ら 1)は液状化被害を抑制するために必要なタンク直
下の地盤の改良範囲について，遠心場振動台実験によって，パラメトリックな考察を行なってい
る．また，Gallagher ら 2)は地下水による希薄な溶液型注入材で改良された地盤の加速度応答や沈
下特性について遠心場振動台実験により検討している．これらの固結工法以外にも，Ye et al.3)は
ソイルセメント杭とバーチカルドレーンを組み合わせた改良工法の改良効果を検討するために遠
心載荷装置を用いた検討を行い，杭状ソイルセメントの寸法による改良効果の違いを検証してい
る．さらに，Binh et al.4)は遠心載荷装置を用いた杭式の深層混合改良地盤の破壊メカニズムの実験
的検討およびその逆解析を行なっている．以上のような研究は，改良パターンに伴う改良効果お
よび破壊形態を実スケールよりも小さな模型地盤を用いて検討したものであり，実験条件を理想
化することによって結果の解釈を単純化している．これによって，実験条件が与える影響のパラ
メトリックな考察が可能となり，合理的な設計の一助となる．特に，本研究において検討する地
盤注入工法では，改良後地盤の工学的性質を確認することが重要である 5)．  
そこで本章では，まず遠心加速度 50G 場において，小規模構造物を想定した模型を設置した未
改良地盤と SiIと CH で改良した改良地盤に対して振動台実験を行う．さらに，この実験から得た
加速度，過剰間隙水圧，沈下量などのデータから，改良材による改良によって小規模構造物が受
ける沈下や加速度応答の変化を確認する． 
6-2. 遠心場振動台実験の概要 
6-2-1. 遠心載荷装置の概要 
遠心載荷実験には，写真 6-1，図 6-1 に示す労働安全衛生総合研究所(以下では JNIOSH と呼称
する)の遠心模型実験装置(Mark II Centrifuge)を使用した．Mark II Centrifuge は，静的実験と動的実
験それぞれでプラットフォームを専用化した非対称ビーム型の遠心載荷装置である．特に動的側
のプラットフォームは着座用のバックプレートを有しており，加振時におけるプラットフォーム
の共振現象 6)やピッチング 7)を抑制することができる．遠心載荷装置の中心軸からプラットフォー
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ム底盤までの距離は静的側で 2.38m，動的側で 2.20m であり，静的側，動的側の最大遠心加速度
は，それぞれ 100 G，50 G である．また，遠心場における油圧，水圧および空圧を供給するため
に，中心軸付近にロータリージョイントを設置されている．さらに，動力および制御のための電
気供給はスリップリングを介して行なう．以上のような遠心載荷装置の主要な諸元を表 6-1 にま
とめる．なお，計測データの通信は，遠心制御室と遠心模型実験装置間の無線 LAN による伝送に
よって行なわれる．遠心模型実験装置中心軸付近に搭載された耐 G 用計測アンプから A/D コンバ
ーター，GP-IB を介して無線 LAN によって外部にデータを取り出すことができる． 
6-2-2. 実験装置，センサーの概要 
a). せん断土槽 
本実験では，土槽境界における反射波の影響を少なくするために積層型のせん断土槽を用いた．
せん断土槽の詳細を写真 6-2，表 6-2 に示す．なお，表 6-2 には 1G 場，実大換算したせん断土槽
の内寸も示してある．17 層ある積層枠はアルミ製であり，アルミ枠の下のボールベアリングを介
することによって，アルミ枠同士の摩擦を低減する．また，加振時におけるせん断土槽の変位を
測定するために，アルミ枠側面に変位計設置用の治具を取り付けた．さらに，せん断土槽底部に
は，地盤を飽和するために 4 箇所の注入バルブを設けている． 
  
写真 6-1 Mark II Centrifuge 全景 
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図 6-1 Mark II Centrifuge 
 
表 6-1 Mark II Centrifuge の主要諸元 
回転半径 
動的側 2.20 m 
静的側 2.38 m 
最大加速度 
動的側 50 G 
静的側 100 G 
搭載質量 
動的側 1000 kg 
静的側 500kg 
載荷容量 
動的側 50 G･ton 
静的側 50 G･ton 
ロータリージョイント 
油圧 
圧力 21.0 MPa 
ポート 2 ポート 
空圧 
圧力 0.7 MPa 
ポート 1 ポート 
水圧 
圧力 0.5 MPa 
ポート 2 ポート 
スリップリング 
動力用 2 極 
制御用 44 極 
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b). 振動台 
本実験では，飽和した模型地盤に地震を模擬した振動を加えることで液状化させ，その挙動を
観測した．模型の加振には，写真 6-3 に示す振動台を用い，動的側プラットフォーム上に設置して
使用した．本実験において使用した振動台の諸元を表 6-3 に示す．加振は電磁弁で制御される油
圧シリンダーを介して行なう．油圧式加振装置は小規模な加振装置でも大きな加振力を得られる
とともに，加振振動数を制御しやすい 9)．また，写真 6-3 に示す加振装置は，ロータリージョイン
トを介して油圧を供給することにすることによって，アキュムレータを必要とせずセンサーや実
験装置の設置スペースを確保することができる． 
c). 加速度計 
振動台の加振加速度や地盤内や構造物の加速度応答を計測するために，本実験では加速度計を
使用した．加速度の測定には，写真 6-4，写真 6-5 に示す ASHT-A-100(共和電業製)および A6H-
100(SSK 製)を使用した．また，それぞれの加速度計の性能を表 6-4，表 6-5 に示す．写真 6-4 に示
す ASHT-A-100 は 3 軸加速度計であり，加速度計内部のひずみゲージによって加速度に比例した
変位量をひずみ量として検出する．このような加速度計を振動台上に固定することで，遠心装置
のプラットフォーム垂直方向と振動台の振動により発生する加速度を直接測定した． 
また，地盤の加速度は A6H-100 により計測した．A6H-100 は，一軸方向のみの加速度を測定可
能であり，加速度計内部の半導体ひずみゲージによって加速度を検出する．さらに，この加速度
計は，軽量であることに加え耐衝撃性を有しており，動的現象にも追従可能である． 
d). 間隙水圧計 
地盤の間隙水圧の挙動を確認するために，本実験では間隙水圧計を地盤内に設置した．使用し
た間隙水圧計は，写真 6-6(a)，(b)の P303AV(SSK 製)，P306AV(SSK 製)であり，それぞれの性能を
表 6-6，表 6-7 に示す．間隙水圧計の定格容量は 2kgf/cm2，5kgf/cm2 であり，浅層には定格容量
2kgf/cm2，深層部には 5kgf/cm2の間隙水圧計を使用した．本実験で使用した間隙水圧計は，軽量か
つ小型であることに加え，応答周波数が高いことから動的問題の計測にも用いることができる．
ただし，液中で使用する場合，発生した水圧を正確に計測するためには，センサヘッド内部を間
隙流体で満たし，気泡を取り除く必要がある． 
e). 変位計 
加振時のせん断土槽の変位や構造物，地表面の沈下量を計測するために，変位計を使用した．
使用した変位計を写真 6-7(a)，(b)に示す MLT-38000202(Honeywell 製)，MLT-38000204(Honeywell
製)であり，それぞれの性能を表 6-8，表 6-9 に示す．MLT-38000202 および MLT-38000204 は小型
の直線変位計であり，高周波数の振動にも対応可能である． 
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写真 6-2 せん断土槽 
 
写真 6-3 振動台 
 
写真 6-4 三軸加速度計(ASHT-A-100) 
 
写真 6-5 一軸加速度計 (A6H-100) 
 
 
表 6-2 せん断土槽の内寸法 
高さ H (1G / 50G) 270mm / 13.5 m 
奥行 D (1G / 50G) 150mm / 7.5 m 
幅 W (1G / 50G) 420mm / 24 m 
段数 17 
 
 
表 6-3 振動台の性能 
駆動システム 
油圧サーボ 
アクチュエーター 
最大周波数 200 kHz 
最大速度 ±70 cm/s 
最大変位 ±3 mm 
最大加速度 11G 
最大出力 210 kg/cm2 
質量 277 kg 
加振方向 
プラットフォーム 
可動方向(天地方向) 
 
 
表 6-4 三軸加速度計(ASHT-A-100)の性能 
定格容量 ±100 G 
定格出力(RO) 0.5 mV/V 
ヒステリシス ±1%RO 以内 
非直線性 ±1%RO 以内 
許容温度範囲 5 ~ 40 °C 
応答周波数範囲 1.2kHz 
質量(ケーブル無し) 45 g 
外形寸法 16(H)×38(W)×30(D) mm 
 
 
表 6-5 一軸加速度計(A6H-100)の性能 
定格容量 ±100 G 
定格出力(RO) 2.5 mV/V 
ヒステリシス ±1%RO 
非直線性 ±1%RO 
許容温度範囲 -15 ~ 75 °C 
質量(ケーブル無し) 1.1 g 
外形寸法 6(H)×6(W)×6(D) mm 
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(a) P303AV (b) P306AV 
写真 6-6 間隙水圧計 
  
(a) MLT-38000202 (b) MLT-38000204 
写真 6-7 変位計 
 
写真 6-8 HS カメラ(MEMRECAM Q1m) 
 
写真 6-9 構造物 
 
表 6-6 間隙水圧計(P303AV)の性能 
定格容量 5 kgf/cm2 
定格出力(RO) 5 mV/V 
ヒステリシス ±1%RO 
非直線性 ±1%RO 
許容温度範囲 -10 ~ 55 °C 
外形寸法 6(φ)×8.5(W) mm 
表 6-7 間隙水圧計(P306AV)の性能 
定格容量 2 kgf/cm2 / 5 kgf/cm2 
定格出力(RO) 5 mV/V 
ヒステリシス ±1%RO 
非直線性 ±1%RO 
許容温度範囲 -10 ~ 55 °C 
外形寸法 8(φ)×10(W) mm 
表 6-8 変位計(MLT-38000202)の性能 
最大計測可能長さ 50.8 mm 
機械長さ 52.07 mm 
必要作動力 28.3 g 
全抵抗 3000Ω / 25.4mm 
直線性 0.5 % 
許容温度範囲 -40 ~ 80 °C 
表 6-9 変位計(MLT-38000204)の性能 
最大計測可能長さ 101.6 mm 
機械長さ 102.87 mm 
必要作動力 28.3 g 
全抵抗 6000Ω / 25.4mm 
直線性 1.0 % 
許容温度範囲 -40 ~ 80 °C 
表 6-10 HS カメラ(MEMRECAM Q1m)の性能 
撮影素子 131 万画素 固体撮影素子 
電子シャッター 1/100 ~ 1/16600 s 
耐衝撃性能 150 G / half sine 10 ms 
質量(本体のみ) 470 g 
外径寸法 62(H)×62(W)×65(D) mm 
表 6-11 小規模構造物の寸法 
高さ H (1G / 50G) 17 mm / 0.75 m 
幅 W (1G / 50G) 125 mm / 6.25 m 
奥行 D (1G / 50G) 70 mm / 3.500 m 
質量 412 g 
接地圧(1G / 50G) 0.48 kPa / 24 kPa 
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f). ハイスピードカメラ(HS カメラ) 
液状化の様子および液状化時の構造物の動きを観察するために，HS カメラ(nac イメージテクノ
ロジー製)を使用した．使用した HS カメラの外観および性能を写真 6-8，表 6-10 に示す．耐衝撃
性に優れていることから，衝撃や振動が加わる環境での使用に適している．また，小型かつ軽量
であるため，小スペース，高い G 環境においても使用可能である．電子シャッターの間隔は 1/100 
~ 1/16600 の間で調節することが可能である．なお，本実験では振動台の加振開始の信号を映像撮
影のトリガーとした． 
g). 構造物 
未改良，改良地盤が地震の応答を受けた際の構造物の挙動を確認するために，構造物を模擬し
た模型を設置した．設置した模型の外観と寸法を写真 6-9，表 6-11 に示す．なお，表 6-11 には 1G
場，50G 場におけるせん断土槽の寸法も示してある．なお，建築基準法においては，小規模構造
物の基礎構造としてべた基礎を採用できる地盤の許容応力度には，20 kPa 以上が求められてい
る 10)．そのため，構造物の接地圧は遠心加速度 50G 場で 24kPa となるように調整した． 
h). 地表面変位の計測システム 
加振前による地表面変位をレーザー変位計により測定した．表面変位計測装置の全景を写
真 6-10 に示す．計測装置には，地表面変位を測定するためのレーザー変位計(KEYENCE 製)を使
用した．レーザー変位計は，写真 6-10 におけるアルミ枠上のレールに設置されており，地表面に
対して平行に可動である．また，レーザー変位計の地盤平行方向の X，Y 座標を計測するために
ワイヤ式変位計(共和電業製)を 2 つ設置した．使用したレーザー変位計，ワイヤ式変位計の性能お
よび外観を表 6-12，表 6-13，写真 6-11，写真 6-12 に示す． 
写真 6-10 表面変位計測装置 
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6-2-3. 実験概要 
a). 相似則 
土の強度や変形特性は応力レベルに強く依存する．一般的には，小型模型を用いた実験では，
実大レベルの応力状態を再現することは困難である．遠心模型載荷実験は，小型模型に対して遠
心加速度を作用させることによって，実大レベルの応力状態を再現する実験方法である 11)．既往
の研究では，応力-ひずみ関係が模型と実物とで同一であるという仮定のもと，模型実験により得
られた結果から実物の挙動を評価するための相似則が導かれている 12), 13), 14)． 
縮尺 1/N の模型を遠心加速度 N G におくと，実大と模型との長さ l，面積 A，体積 V の比は以下
の式(6-1)，式(6-2)，式(6-3)で表される． 
 
 
(6-1) 
 
 
(6-2)  
 
 
(6-3) 
ここに，添え字 p，m は，ある物理量が実物(prototype)，模型(model type)における物理量であるこ
と示している．実大および模型に使用される各材料の密度 ρp，ρmを以下の式(6-4)のように仮定す
ると，実大および模型の土の自重による鉛直応力 σmは式(6-5)のように表される． 
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写真 6-11 レーザー式変位計 
(DTPA-A-500) 
 
写真 6-12 ワイヤ式変位計 
(DTPA-A-500)  
 
表 6-12 レーザー変位計(IL-600)の性能 
測定距離 200~1000 mm 
光源 赤色半導体レーザー 
直線性 
±0.25% of F.S.  
(200~600mm で使用) 
±0.50% of F.S.  
(200~1000mm で使用) 
温度特性 ±0.08% of F.S./°C 
許容温度範囲 -10 ~ 50 °C 
外形寸法 
50.7(H)×66(W)×27.2(D) 
mm 
 
表 6-13 ワイヤ式変位センサー(DTPA-A-500)の性能 
定格容量 500mm 
定格出力(RO) 2.5mV/V ±10% 
ヒステリシス ±0.3%RO 
非直線性 ±0.3%RO 
許容温度範囲 -10 ~ 80 °C 
外形寸法 50(H)×75(W)×57(D) mm 
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(6-4) 
 
 
(6-5) 
なお，式(6-5)において gp，hp，gm，hmは，それぞれ模型，実大における重力加速度 g，深さ h であ
る． 
次に，時間 t は距離 Δl を流れる間隙水の流速を v とすれば以下の式(6-6)，式(6-7)で表せる． 
 
 
(6-6) 
 
 
(6-7) 
上の式について，長さ Δl のスケールを実大と模型とで合わせると，以下の式(6-8)のようになる． 
 
 
(6-8)  
従って，ダルシーの法則が成り立てば，遠心場における模型の透水現象は，加えた遠心加速度 N
の 2 乗に比例する． 
さらに，入力地震波を簡単のために sin 波と考えると，実物および模型における変位 y，振幅 a，
角速度 ωは以下の式(6-9)，式(6-10)で表せる． 
  (6-9)  
 
 
(6-10) 
また，上式を 2 回微分すれば，加速度が式(6-11)，式(6-12)のように得られる． 
 
 
(6-11)  
  (6-12) 
ここに，実大と模型における加速度を比較すると以下の式(6-13)のような等式が成り立つ． 
 
 
(6-13)  
従って，式と式から，角速度 ωは以下の式(6-14)のようになる． 
 
 
(6-14)  
つまり，動的問題における時間の相似則は以下の式(6-15)になる． 
 
 
(6-15)  
式(6-8)，式(6-15)から砂地盤の液状化現象のような浸透と動的現象が連成した問題では，時間の相
似則が合致しない．そのため，一般的にはシリコーンオイルなどの粘性が N 倍の間隙流体で地盤
を飽和することによって，浸透現象と動的現象の時間の相似則を合わせて実験を行う．以上の式
から導いた相似則を表 6-14 にまとめる． 
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b). 地盤作製およびセンサー設置条件 
図 6-2 にセンサーの設置位置と地盤の作製条件を示す．模型地盤には，図 4-1 に示す物性の硅砂
6 号を使用し，ゴムメンブレンを挿入したせん断土槽内にサンドホッパーで気中乾燥状態の試料
を空中落下させることで作製した．土槽下部には，間隙水を均一に浸透させることを目的として
ろ過層を敷いた．ろ過層直上の下部層には，相対密度Drを約 80%に調整した非液状化層を設けた．
さらに，上部層には相対密度 Drを約 60%の液状化層を作製した． 
一方，Case6-2-b では CH/Si=4/6，P/W=0.10 の注入材で，構造物直下の液状化地盤を改良した状
態を想定した．なお，本実験で使用する矩形の改良体を浸透法で作製する場合，微粒子注入材を
3 次元的に浸透させる必要があるが，その際の浸透速度は注入点から円周方向に遠くなるほど遅
くなる．その場合，4 章の結果にも示される通り，微粒子の目詰まりによって均質な改良体が作成
できない可能性がある．そこで，本実験では矩形土槽内に 10 層に分けて注入材中に試料を落下さ
せることで改良体を作製した，なお，材料分離を小さくするために，常に湛水部ができるように
各層の試料を注入材中に落下させ，土槽側面を木槌で叩くことによって密度調整を行った．この
方法は 4-2 節における供試体作製方法と同様である．また，矩形供試体作製時の注入材を使用し
て，同様の供試体作製方法で円柱改良体を作製し，一軸圧縮試験を行った．その際の一軸圧縮強
度が 171kN/m2であったことから，浸透注入で作製した 4-6 節，4-7 節で作製した改良体と同等の
強度を有すると判断した．供試体が固化した後，改良体の一部をブロック状にサンプリングし，
所定の寸法に整形した．なお，改良体両側の未改良層は，整形した改良体を非液状化層の中央部
直上に設置後，未改良部分である改良体の両側の液状化層を空中落下法によって作製した． 
センサー類は図 6-2 に示す通り，Y1(地表面から 50mm/2.5m：模型/実大)，Y2(地表面から
110mm/5.5m：模型/実大)，Y3(地表面から 210mm/11.0m：模型/実大)の位置に設置した．なお，図
中の寸法は，括弧外に模型スケール，括弧内に実大スケールを示してある．ここで，Case6-2-b で
は改良体内部に加速度計のみを設置した．改良体内部の加速度計は，改良体側面を削孔して作製
した孔にセンサーを設置し，注入材と砂の混合物を詰めることでシーリングすることで加速度計
を固定した．設置後の改良体を写真 6-13 に示す．供試体作製後，図 6-3 に示すように脱気したシ
表 6-14 相似則 
項目 実物 模型 
応力 σ 1 1 
ひずみ ε 1 1 
密度濾 ρ 1 1 
変位 l 1 1/N 
速度 v 1 1 
加速度 a 1 N 
周波数 ω 1 N 
時間 t 
動的現象 1 1/N 
浸透現象 1 1/N2 
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リコーンオイルを真空中槽内で緩速浸透させることで飽和度を高めた．供試体作製後の地盤の密
度および飽和度などの供試体の条件を表 6-15 にまとめる． 
c). 実験条件 
作製した地盤を遠心加速度 50G 場に置き，加振することによって液状化実験を行った．入力し
た入力波を図 6-4 に示す．周波数は実大換算で 2Hz の入力波は sin 波に設定した．なお，加振した
波の振幅は実大換算で 0.2 G，0.3 G，0.4 G であり，各波は加速度の小さい順に過剰間隙水圧の消
散を待ってから作用させた．各入力波の加速度，振幅を表 6-16 に示す．また，実験前後の模型地
盤の表面形状を計測した．ただし，この時計測される実験後の表面変位は，3 つの波を加振した後
の表面変位である． 
 
(a) Case6-1-a (b) Case6-1-b 
図 6-2 センサーの設置箇所  
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写真 6-13 改良体の出来形と加速度計の設置状況 
 
 
図 6-3 真空圧下浸透法 
 
表 6-15 供試体の条件 
 
相対密度 Dr 飽和度 
Sr 
センサー設置数 
Loose Dense 加速度計 水圧計 変位計 
Case1 58.3 % 79.5 % 99.9 % 11 9 10 
Case2 57.7 % 84.5 % 99.2 % 11 6 10 
 
改良体
真空ポンプ
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6-3. 実験結果 
本節では，遠心場振動台実験において設置した加速度計，間隙水圧計で計測されたデータをま
とめる．なお，以下で示す計測結果は，すべて実大スケールで示す． 
6-3-1. 加速度計 
a). Case6-1-a (無体策地盤) 
未改良砂を使用した Case6-1-a の各加速度計の設置条件と CH1 の加速計の測定結果を図 6-2，
図 6-5 に示す．図から，振動台上で計測された加速度振幅の最大値は，設定した入力加速度と同程
度であった． 
次に，図 6-7(a)~(f)，図 6-8(a)~(f)，図 6-9(a)~(f)に D1 ~ D3 で計測された地盤内の加速度計の計測
結果を示す．図から，D1において，Y1両端のセンサー(CH5，CH7)で計測された加速度は，Y2(CH8，
CH10)と比較して減衰が著しい．さらに，構造物直下の Y1 では加速度が減衰したものの，加振後
半でも一定の加速度応答が見られる．従って，構造物直下においては，有効応力が大きくなり液
状化の発生を抑制するものと推測できる．入力加速度を大きくした D2，D3 の結果を参照すると，
D1 と同様にいずれのセンサーでも，加振中に応答加速度が減衰することが確認できる．また，入
力加速度が大きくなるごとに，加速度が減衰するまでに要する波数が少なくなる．この結果は，
Y1，Y2 層に関わらず同じである．ただし，せん断土槽境界部の反射波やせん断土槽枠の変位の片
振れの影響により，土槽両端に設置された加速度計で計測された加速度は，片方に大きくなる傾
向を示す． 
 
 
図 6-4 設定した入力波 
 
表 6-16 入力波の条件 
 
加速度 両振幅 周波数 
実大 模型 実大 模型 実大 模型 
D1 2.0 m/s2 100 m/s2 100 mm 2 mm 2 Hz 100 Hz 
D2 3.0 m/s2 150 m/s2 150 mm 3 mm 2 Hz 100 Hz 
D3 4.0 m/s2 200 m/s2 200 mm 4 mm 2 Hz 100 Hz 
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b). Case6-1-b (対策地盤) 
構造物直下に改良体を設置した Case6-1-b の各加速度計の設置条件と CH1 の加速計の測定結果
を図 6-2，図 6-6 に示す．図から，Case6-1-a と同様に振動台上で計測された加速度振幅の最大値
は，設定した入力加速度と同程度であった． 
図 6-10 (a)~(f)，図 6-11 (a)~(f)，図 6-12 (a)~(f)に，D1 ~ D3 で計測された地盤内の加速度計の計測
結果を示す．いずれの加振条件においても，改良体周辺の液状化地盤における加速度は減衰する．
ただし，加速度の減衰は D3，D2，D1 の順に入力加速度が大きくなるほど加振初期で発生する．
この結果は，無体策地盤の Case6-1-a と同様である． 
図 6-13 は改良体中央のセンサー(CH6，CH9)で計測された加振開始から 2.5s までの加速度応答
の FFT 結果である．図 6-13 から， D1，D2，D3 のいずれの FFT 結果においても上方の加速度が
増幅する傾向にある．一方で，図 6-11 および図 6-12 の(a)，(c)，(d)，(e)の結果では，加速度応答
が加振時間を経るごとに減衰することが確認できる．これは，改良層周辺の地盤が液状化するこ
とによって，改良体に入力波が伝播しにくくなることに起因すると考えられる．また，改良体内
部に設置した Y2 における加速度計では，D2，D3 において 4 s 付近で応答加速度が減少し，再び
増加する傾向にある．これは，周辺地盤が液状化することによって改良体に影響する構造物の上
載圧が大きくなることに起因している．つまり，周辺地盤の液状化によって側方方向への構造物
の上載圧の伝播割合が低下し，改良体下部への伝播割合が増加する 1)．その結果，有効応力が増加
し加速度応答が大きくなったと推測できる． 
 
図 6-5 入力波 (Case6-1-a CH1) 
 
図 6-6 入力波 (Case6-1-b CH1) 
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(a) CH5-Y1 
 
(b) CH6-Y1 
 
(c) CH7-Y1 
 
(d) CH8-Y2 
 
(e) CH9-Y2 
 
(f) CH10-Y2 
図 6-7 D1(2.0 m/s2)加振時の加速度の時刻歴 (Case6-1-a) 
 
(a) CH5-Y1 
 
(b) CH6-Y1 
 
(c) CH7-Y1 
 
(d) CH8-Y2 
 
(e) CH9-Y2 
 
(f) CH10-Y2 
図 6-8 D2(3.0 m/s2)加振時の加速度の時刻歴 (Case6-1-a) 
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 b) CH6-Y1 
 
(c) CH7-Y1 
 
(d) CH8-Y2 
 
(e) CH9-Y2 
 
(f) CH10-Y2 
図 6-9 D3(4.0 m/s2)加振時の加速度の時刻歴 (Case6-1-a) 
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(a) CH5-Y1 
 
(b) CH6-Y1 (改良体内部) 
 
(c) CH7-Y1 
 
(d) CH8-Y2 
 
(e) CH9-Y2 (改良体内部) 
 
(f) CH10-Y2 
図 6-10 D1(2.0 m/s2)加振時の加速度の時刻歴 (Case6-1-b) 
 
(a) CH5-Y1 
 
(b) CH6-Y1 (改良体内部) 
 
(c) CH7-Y1 
 
(d) CH8-Y2 
 
(e) CH9-Y2 (改良体内部) 
 
(f) CH10-Y2 
図 6-11 D2(3.0 m/s2)加振時の加速度の時刻歴 (Case6-1-b) 
 
(a) CH5-Y1 
 
 (b) CH6-Y1 (改良体内部) 
 
(c) CH7-Y1 
 
(d) CH8-Y2 
 
(e) CH9-Y2 (改良体内部) 
 
(f) CH10-Y2 
図 6-12 D3(4.0 m/s2)加振時の加速度の時刻歴 (Case6-1-b) 
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図 6-14，図 6-15 に構造物上の加速度計と構造物直下の加速度計の計測結果を示す．いずれのケ
ース，加振波においても，構造物上(CH54)の加速度は構造物直下(CH6)の加速度に追従して変化す
る．ここで未改良砂では，入力波と構造物直下および構造物上の加速度のレベルは同程度である． 
構造物直下を改良した Case6-1-b では，構造物直下の加速度は入力波と同じレベルとなる．その
一方で，構造物の加速度は入力波よりも増幅している．構造物と地盤の加速度応答特性が異なる
ことも考慮しなければならないが，これらの結果は構造物直下地盤の全層改良によって構造物上
の加速度が増幅する可能性を示唆している．改良に伴う加速度の増加は，既往の研究 15)において
も示されており，これらの結果は液状化による沈下量だけでなく，改良による加速度応答の変化
も考慮して改良体の設計を行う必要があることを示唆している．   
 
 (a) D1(2.0 m/s2) (b) D2(3.0 m/s2) (c) D3(4.0 m/s2) 
図 6-13 Case6-1-b の加振 2.5s までの加速度応答の FFT の結果 
 
(a) D1(2.0 m/s2) (b) D2(3.0 m/s2) (c) D3(4.0 m/s2) 
図 6-14 Case6-1-a における構造物上と構造物直下の加速度応答 
 
(a) D1(2.0 m/s2) (b) D2(3.0 m/s2) (c) D3(4.0 m/s2) 
図 6-15 Case6-1-b における構造物上と構造物直下の加速度応答 
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6-3-2. 間隙水圧計 
a). Case6-1-a 
間隙水圧の測定結果から算定した，間隙水圧計の各設置位置における過剰間隙水圧の結果を
図 6-16 に示す．まず，液状化層である Y1 における各加振時の過剰間隙水圧の上昇は，D1 が最も
遅く，間隙水圧の消散速度が最も速い結果となった．また，両端に設置された CH13，CH15 の過
剰間隙水圧は各加振においてもほとんど変化しない．その一方で，加振中における構造物直下の
過剰間隙水圧は，入力加速度が大きくなるにも関わらず，加振を経るごとに減少している．これ
は，地表面に設置した構造物が沈下し，せん断土槽中央部に設置した CH14 の周辺地盤に構造物
の上載圧が及ぼす影響が大きくなったことや液状化によって地盤が密になったことに起因してい
ると考えられる．以上のような挙動は，液状化層を想定した Y2 においても同様である．また，非
液状化層である Y3 に設置した間隙水圧計の値は，加振開始から加振終了までに徐々に上昇し続
け，加振の終了とともに過剰間隙水圧が消散している．この傾向は，各加振において同様である． 
図 6-17 は各加振における 0 s，2.5 s，5.0 s，9.0 s，40.0 s における過剰間隙水圧比のコンターを
示している．なお，間隙水圧の測定点数が少ないため，各間隙水圧計間のデータを補完すること
でコンター図を描いた．まず，各間隙水圧計間の間隙水圧が線形的に変化すると仮定し，センサ
ー間の間隙水圧の値を補完した．また，隣り合った間隙水圧計がない Y1 以浅および Y3 以深にお
ける過剰間隙水圧比は，それぞれ Y1 以浅ならびに Y3 以深の過剰間隙水圧比が変化しないと仮定
して補完した．その後，等高線・3D 地表マップ作成ツールである Surfer に実際の測定点と線形的
に補完した点を既知点データと仮定して挿入し，クリギングによってコンター図を描画した． 
図 6-17(A)のD1においては加振開始から 2.5 sでは液状化層全域で過剰間隙水圧比 > 1とならず
に，Y1 における両端のみにおいて過剰間隙水圧比が高まっていることが確認できる．その後，加
振時間を経るごとに過剰間隙水圧比が上昇し，構造物直下および非液状化層を除く部分で過剰間
隙水圧比が高まっていることが確認できる．図 6-17(B)は D2 を加振した際の過剰間隙水圧比のコ
ンターを示している．D2 加振時は 5.0 s で液状化層全域の過剰間隙水圧比 0.75 以上であり，初期
液状化状態にあることが確認できる．さらに，9.0s になると非液状化層においても過剰間隙水圧
が高まっていることが確認できる．このような挙動は，図 6-17(C)に示す D3 加振時の過剰間隙水
圧のコンターにおいても同様であり，図から加振初期から液状化が発生していることがわかる．
また，以上のようなコンター図の結果は，加速度計の測定結果において示した，液状化の発生に
よって加速度が減衰するまでの時間に対応する結果となった． 
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(a) D1(2.0 m/s2)-Y1 
 
(d) D2(3.0 m/s2)-Y1 
 
(g) D3(4.0 m/s2)-Y1 
 
(b) D1(2.0 m/s2)-Y2 
 
(e) D2(3.0 m/s2)-Y2 
 
(h) D3(4.0 m/s2)-Y2 
 
(c) D1(2.0 m/s2)-Y3 
 
(f) D2(3.0 m/s2)-Y3 
 
(i) D3(4.0 m/s2)-Y3 
図 6-16 Case6-1-a における過剰間隙水圧の時刻歴 
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(a) 0.0 s (a) 0.0 s (a) 0.0 s 
   
(b) 2.5 s (b) 2.5 s (b) 2.5 s 
   
(c) 5.0 s (c) 5.0 s (c) 5.0 s 
   
(d) 9.0 s (d) 9.0 s (d) 9.0 s 
   
(e) 40.0 s (e) 40.0 s (e) 40.0 s 
 
(A) D1(2.0 m/s2) (B) D2(3.0 m/s2) (C) D3(4.0 m/s2) 
図 6-17 Case6-1-a における過剰間隙水圧比のコンター 
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b). Case6-1-b 
間隙水圧の測定結果から算定した Case6-1-b の過剰間隙水圧を図 6-18 に示す．なお，Y1 の CH13
は計測機の不良によって正確な値を計測することができなかったため，結果を除外してある．
Case6-1-a と同様に Y1 における各加振時の過剰間隙水圧の上昇速度は，D1 が最も遅く，加振加速
度が大きくなるほど早い．また，両端に設置された CH15 の過剰間隙水圧は各加振においてもほ
とんど変化しない．非液状化層である Y3 に設置した間隙水圧計も，Case6-1-a と同様に加振開始
から加振終了までに徐々に上昇し続け，加振の終了とともに過剰間隙水圧が消散するが，いずれ
の加振においても CH23 の過剰間隙水圧が最も小さい．これは，改良体の単位体積重量が周辺地
盤の単位体積重量よりも大きいことに起因する．  
図 6-19 に Case6-1-b の各加振における 0 s，2.5 s，5.0 s，9.0 s，40.0 s における過剰間隙水圧比の
コンターを示している．なお，不良であった CH13 の結果および改良体の改良体の過剰間隙水圧
比はそれぞれ白抜きおよび青の塗り潰しで示す．まず，図 6-19(A)の D1 においては加振開始から
2.5 s ~ 5.0 s において，液状化層全域で過剰間隙水圧比 > 1 とならずに，Y1 における両端のみにお
いて過剰間隙水圧比が高まっていることが確認できる．また，5.0 s までの過剰間隙水圧比は
Case6-1-a よりも小さい．これは，改良体を設置したことによってせん断変形が抑制されたことで
過剰間隙水圧の上昇速度が遅くなったものと推察される．このことは，図 6-7，図 6-10 の加速度
応答の違いにもからも確認できる通り，改良体を設置したケースでは加速度応答が 0 にならず，
一定の大きさを保っている．しかしながら，加振終了直前の 9.0 s では，過剰間隙水圧比が Case6-1-a
と同程度まで上昇する． 
次に，図 6-19 (B)，(C)は D2，D3 を加振した際の過剰間隙水圧比のコンターを示している．D2
加振時も同様に，Case6-1-a よりも過剰間隙水圧比の上昇速度が遅く，9.0 s で液状化層全域の過剰
間隙水圧比 0.75 以上となり，初期液状化状態にあることが確認できる． 
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(a) D1(2.0 m/s2)-Y1 
 
(d) D2(3.0 m/s2)-Y1 
 
(g) D3(4.0 m/s2)-Y3 
 
(b) D1(2.0 m/s2)-Y2 
 
(e) D2(3.0 m/s2)-Y2 
 
(h) D3(4.0 m/s2)-Y2 
 
(c) D1(2.0 m/s2)-Y3 
 
(f) D2(3.0 m/s2)-Y3 
 
(i) D3(4.0 m/s2)-Y3 
図 6-18 Case6-1-b における過剰間隙水圧の時刻歴 
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(a) 0.0 s (a) 0.0 s (a) 0.0 s 
   
(b) 2.5 s (b) 2.5 s (b) 2.5 s 
   
(c) 5.0 s (c) 5.0 s (c) 5.0 s 
   
(d) 9.0 s (d) 9.0 s (d) 9.0 s 
   
(e) 40.0 s (e) 40.0 s (e) 40.0 s 
 
(A) D1(2.0 m/s2) (B) D2(3.0 m/s2) (C) D3(4.0 m/s2) 
図 6-19 Case6-1-b における過剰間隙水圧比のコンター 
 
第 6 章 改良地盤の遠心場振動台実験 116 
6-3-3. せん断土槽の水平変位 
せん断土槽の水平変位の測定結果を図 6-20(a) ~ (c)，図 6-21(a) ~ (c)に示す．なお，各図において
振動台の加振の目安として CH1 の波形の計測結果も付記してある．それぞれの図において，せん
断土槽の水平変位は，加振加速度とほぼ一致している． 
図 6-20(a)，図 6-21(a)は各ケースの D1 加振時のせん断土槽の水平変位の測定結果であるが，過
剰間隙水圧比の上昇量が少なかったD1では，特に初期においてせん断土槽の水平変位が少ない．
ここで，D1 の結果では液状化の発生によっていずれのケースにおいても最終的な変位が 0 に戻ら
ず，片方に軸ズレすることが確認できる．また，その軸ズレの方向は加速度振幅ではなく，最初
に水平変位が計測される方向と一致している． 
 
(a) D1(2.0 m/s2) 
  
(b) D2(3.0 m/s2) 
 
(c) D3(4.0 m/s2) 
図 6-20 Case6-2-a におけるせん断土槽の水平変位 
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次に，図 6-20(b)，(c)，図 6-21(b)，(c)は各ケースにおいて D2 および D3 を加振した際のせん断
土槽の水平変位の計測結果を示す．D2，D3 加振時においては軸ズレが少なく，また，ほぼ一定の
振幅でせん断土槽の枠が稼動している． 
以上のせん断土槽の水平変位の最大および最小値を加振ごとにまとめた結果が図 6-22 である．
図から，表層ほど水平変位の変位量が大きく非液状化層に設置された CH33 が最も小さい値を示
している．この傾向は，過剰間隙水圧の深度方向の分布と一致している． 
 
 
 
(a) D1(2.0 m/s2) 
  
(b) D1(3.0 m/s2) 
 
(c) D3(4.0 m/s2) 
図 6-21 Case6-2-b におけるせん断土槽の水平変位 
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6-3-4. せん断ひずみと応力比の関係 
本節では，水平成層構造の地盤に水平方向の振動が作用することを想定して，応力比とせん断
ひずみの関係を模型地盤内に設置した加速度計により計測した加速度から算出した． 
まず，図 6-23 に示す土中の黒色の斜線部が剛体運動をしていると仮定して，式(6-16)からせん
断力を算定し，初期有効応力 σ′0で除すことによって，せん断応力比を求めた 17),18)． 
 
 
(6-16)  
ここに，ρt は地盤の湿潤密度(g/cm3)，Hi は剛体と仮定した土柱の高さ(cm)，axi は各加速度計で計
測した加速度の測定値(cm/s2)である．次に，CH5-CH8，CH6-CH9，CH7-CH10 では，加速度計で計
測された加速度の差分値を積分するとともに，加速度計間の距離で除すことによって，せん断ひ
ずみを求めた 19)．なお，加速度計から計測した加速度は，フーリエ変換によって加速度波形を周
波数領域に変換してから，ハイパスフィルタで 100Hz 以下の長周期成分を除き，式(6-17)のように
周波数領域で積分することによって求めた． 
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(a) Case6-2-a 
 
(b) Case6-2-b 
図 6-22 各層のせん断土槽の最大水平変位 
 
図 6-23 加速度計の設置位置における加速度の方向(大矢ら 16)に加筆) 
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(6-17)  
ここに，γはせん断ひずみ(%)，H は加速度計同士の距離(cm)である． 
これらの式から求めた Case6-1-a における応力比とせん断ひずみの関係を図 6-24，図 6-25，
図 6-26 に示す．なお，図中には入力が 2 波目，6 波目，12 波目に算定される応力比とせん断ひず
みの関係をそれぞれ，赤，青，緑の実線で示してあり，CH No.は算出したせん断ひずみおよびせ
ん断応力が作用する位置を示している．D1 加振時の応力比-せん断ひずみ関係である図 6-24 では，
Y1 層において加振初期ではループが閉じずにある程度の剛性を保っていることが確認できるが，
加振回数を経るごとにループが閉じるとともにせん断ひずみが増加し，剛性が小さくなる．その
一方で，有効応力が大きい Y2 層においては，せん断ひずみが大きくなるもののループが閉じき
らないとともに，ある程度の剛性を保っている． 
加速度振幅の大きい波を作用させた D2，D3 の結果である図 6-25，図 6-26 の Y1 では，図 6-24
と同様に加振初期ではある程度の剛性を保っているが，加振 6 回目ではせん断ひずみが増加する
とともにループが扁平となる．さらに，加振回数 12 回ではせん断ひずみも小さくなる傾向にある．
これは，特に有効応力の小さい Y1 層においては，液状化によって加速度応答が小さくなり，結果
としてせん断ひずみも小さくなったことに起因している．また，D2，D3 を加振させた際の Y2 層
の結果においても，D1 加振時と同様に加振回数が多くなごとにループが閉じる傾向にある．また，
図 6-24，図 6-25，図 6-26 の結果において，Y1 および Y2 では有効応力が大きい方の剛性が高いこ
とが確認できる． 
次に，図 6-27，図 6-28，図 6-29 に Case6-1-b の結果から算出した，応力比とせん断ひずみの関
係を示している．D1 加振時の応力比-せん断ひずみ関係を示す図 6-27 では，Case6-1-a と同様に，
有効応力が小さいほど剛性が小さく，ループが閉じる傾向にある．さらに，ループから確認でき
減衰特性は，有効応力が小さいほど大きい．このような傾向は，特に改良層の中に設置した CH6，
CH9 の結果で顕著である． 
図 6-25，図 6-26 に D2，D3 を加振させた際の応力比-せん断ひずみ関係を示す．図から，未改良
部分である，CH5，CH7，CH8，CH10 における全体的な傾向は，Case6-1-a の結果と同様である．
その一方で，改良層における応力比-せん断ひずみの関係を示している，CH6，CH9 では入力波の
加速度に伴って減衰が大きくなることに加え，入力加速度が大きくなってからもループが扁平と
ならない．さらに，改良地盤の Y2 層における応力比-せん断ひずみ関係では，剛性が一定の値に
収束し，減少しない． 
以上のような応力比-せん断ひずみ関係からも，未改良地盤と改良地盤の応答の違いは明らかで
あり，特に改良層では液状化した砂において観察されるような，剛性の低下やループの面積が小
さくなる傾向は観察されなかった． 
 
H
dtdtaa
γ
xx∫∫ )t(-)t(
=)t(
12
第 6 章 改良地盤の遠心場振動台実験 120 
 
   
(a) CH5-Y1 (b) CH6-Y1 (c) CH7-Y1 
   
(d) CH8-Y2 (e) CH9-Y2 (f) CH10-Y2 
図 6-24 Case6-1-a D1(2.0 m/s2)のせん断ひずみと応力比の関係 
   
(a) CH5-Y1 (b) CH6-Y1 (c) CH7-Y1 
   
(d) CH8-Y2 (e) CH9-Y2 (f) CH10-Y2 
図 6-25 Case6-1-a D2(3.0 m/s2)のせん断ひずみと応力比の関係 
   
(a) CH5-Y1 (b) CH6-Y1 (c) CH7-Y1 
   
(d) CH8-Y2 (e) CH9-Y2 (f) CH10-Y2 
図 6-26 Case6-1-a D3(4.0 m/s2)のせん断ひずみと応力比の関係 
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(a) CH5-Y1 (b) CH6-Y1 (c) CH7-Y1 
   
(d) CH8-Y2 (e) CH9-Y2 (f) CH10-Y2 
図 6-27 Case6-1-b D1(2.0 m/s2)のせん断ひずみと応力比の関係 
   
(a) CH5-Y1 (b) CH6-Y1 (c) CH7-Y1 
   
(d) CH8-Y2 (e) CH9-Y2 (f) CH10-Y2 
図 6-28 Case6-1-b D2(3.0 m/s2)のせん断ひずみと応力比の関係 
   
(a) CH5-Y1 (b) CH6-Y1 (c) CH7-Y1 
   
(d) CH8-Y2 (e) CH9-Y2 (f) CH10-Y2 
図 6-29 Case6-1-b D3(4.0 m/s2)のせん断ひずみと応力比の関係 
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6-3-5. 表面変位と構造物の傾斜角度 
せん断土槽の上部に設置した変位計によって地表面変位および構造物の鉛直変位を
図 6-30 ~ 図 6-35 に示す．なお，図中において CH39，CH46 は構造物の両端，CH40 は構造物の中
央，CH38，CH42 は未改良地盤上部に設置した変位計の計測結果を示している．また，CH38，CH42
の変位計は，地盤の液状化によって，地表面に設置した変位計の先端部が地盤内に埋没している
可能性が考えられるが，本実験においてはその影響を考慮したデータ整理は行なっていない．ま
ず，未改良地盤の結果である図 6-30，図 6-31，図 6-32 では，いずれの変位計においても実大換算
で 0.1m 以上の沈下量があることを示している．また，各加振における構造物の沈下量は，D1 に
おいて大きく，加振を経るごとに小さくなることが確認できる．これは，D1 加振後の構造物の沈
下によって，構造物直下の地盤が密になったことや構造物の沈下および地表面に浮き出た間隙水
による浮力の影響によって，構造物による上載圧が小さくなったことに起因すると考えられる．
一方，Case6-1-b の結果である図 6-33，図 6-34，図 6-35 では，未改良部分である CH38，CH42 の
沈下量は未改良のケースとほとんど差がない．その一方で，構造物の沈下はほとんど発生せず，
いずれの加振においても，最終的な沈下量は 0.01m 程度に収束することがわかる． 
次に，構造物の沈下量と傾斜角度の関係を図 6-36，図 6-37 に示す．まず，Case6-1-a の結果であ
る図 6-36 では，いずれの加振においても大きな沈下量が発生している．さらに，その沈下挙動は
大きな傾斜を伴うものではなく，加振が進むにつれて沈下量が大きくなる傾向にある．この傾向
は，いずれの加振においても同様である．一方で，Case6-1-b の結果を示す図 6-37 では，各ケース
において沈下はほとんど発生せず，加振中における構造物の傾斜も，D1 を除けば Case6-1-a より
も比較的小さい結果となった．しかしながら，構造物の鉛直変位が隆起する方向にも動いている
ことが分かる．これは，ロッキングの影響によるものと考えられる． 
図 6-38(a)，(b)は，D1，D2，D3 の加振結果によって発生した総沈下量と傾斜角度の関係をまと
めた結果である．なお，図中の各プロットは加振開始時点(D1_s，D2_s，D3_s)と液状化後の圧密
沈下が終了した時点(D1_f，D2_f，D3_f)の沈下量と傾斜角度の関係である．また，図中の構造物の
傾斜斜角は，CH39 の沈下が卓越すれば+ 方向の傾斜となり，CH46 方向の沈下が卓越すれば- 方向
の傾斜となる．図から，Case6-1-b の液状化後の沈下の抑制効果は明確である．ここで，図 6-38(a)
に着目すると，Case6-1-a では D1，D2，D3 の各加振中において-方向に傾斜する傾向にある．さら
に，D2 終了時には構造物の傾斜角が-方向に卓越し，一度，- 方向に傾斜が進展すると D3 加振中
も+ 方向に傾斜することはない．その一方で，改良層上部に構造物を設置した Case6-1-b では，若
干の沈下量が計測されたものの，最終的な構造物の傾斜および構造物の鉛直沈下量は D1 加振前
とほとんど変化しない結果となった． 
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図 6-30 Case6-1-a D1(2.0 m/s2)の鉛直変位量 
 
 
図 6-31 Case6-1-a D2(3.0 m/s2)の鉛直変位量 
 
 
図 6-32 Case6-1-a D3(4.0 m/s2)の鉛直変位量 
 
 
図 6-33 Case6-1-b D1(2.0 m/s2)の鉛直変位量 
 
 
図 6-34 Case6-1-b D2(3.0 m/s2)の鉛直変位量 
 
 
図 6-35 Case6-1-b D3(4.0 m/s2)の鉛直変位量 
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(a) D1(2.0 m/s2) (b) D2(3.0 m/s2) (c) D3(4.0 m/s2) 
図 6-36 Case6-1-a における構造物の傾斜と鉛直変位の関係 
   
(a) D1(2.0 m/s2) (b) D2(3.0 m/s2) (c) D3(4.0 m/s2) 
図 6-37 Case6-1-b における構造物の傾斜と鉛直変位量の関係 
  
(a) Case6-1-a (b) Case6-1-b 
図 6-38 鉛直総沈下量と構造物の傾斜の関係 
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次に，図 6-39，図 6-40 にレーザー変位計を使用して測定した実験前後の地表面変位を示す．レ
ーザー変位計は半導体レーザーを物体に照射して，その反射光を受光レンズで検知し，その受光
角度の変化から対象物までの距離を測定する．そのため，シリコーンオイルの油面からの反射波
を受光部が検知し，正しい地表面変位を測定できない可能性があった．そのため，レーザー照射
時は地表面に油面ができないようにシリコーンオイルを抜いた．また，せん断土槽端部では対象
物に照射したレーザーの反射光を読み取れない可能性があるため，せん断土槽外枠から 1.0cm 以
内の地表面変位は，せん断土槽外枠から 1.0cm 地点の変位と等しいと仮定した．なお，図 6-39，
図 6-40 に示す実験開始前と開始後の地表面変位のコンター図は，それぞれのケースの実験開始前
の平均地表面高さを GL.とし，GL.よりも隆起していれば暖色で，沈下していれば寒色で示す． 
まず，図 6-39 は Case6-1-a における地表面変位のコンター図を示している．図から，未改良砂
の結果である Case6-1-a は，全面的に地表面が沈下していることが分かる．次に，図 6-40 は
Case6-1-b の結果であり，図中の黒い破線は改良範囲を示している．中央部に改良層を設置した
Case6-1-b の結果では，改良体周辺の未改良層において，大きな沈下量を生じていることが確認で
きる．その一方で，改良範囲における沈下量は非常に少なく，加振前とほとんど変化がない． 
 
 
 
図 6-39 Case6-1-a における表面変位 
 
 
 
図 6-40 Case6-1-b における表面変位 
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6-4. まとめ 
SiIと CH を混合した注入材の改良効果を確認するために，遠心場振動台実験を行った．その結
果，SiIと CH を混合した注入材を使用した地盤改良によって，液状化が発生せず沈下量が大きく
減少した． 
6-3-1 項では，地盤内および構造物上面に設置した加速度計の結果をまとめた．未改良地盤にお
いては，加速度計で計測したすべての加速度が減衰する．ただし，構造物直下の加速度計で計測
される加速度は，減衰後も一定の加速度を計測しており，構造物直下において，有効応力が大き
くなり液状化の発生を抑制することが示唆される．この傾向は改良地盤でも同様であり，改良体
内部の加速度も加振とともに減衰する．しかし，この減衰は改良体の液状化によって発生するも
のではなく，改良層周辺の未改良地盤が液状化することに起因する．構造物の加速度応答につい
ては，未改良地盤では構造物上と直下地盤の加速度のレベルは同程度であるが，改良地盤では増
幅する．以上の結果は液状化による沈下量だけでなく，改良による加速度応答の変化も考慮して
改良体の設計を行う必要があることを示唆している． 
6-3-2 項では間隙水圧計から測定した過剰間隙水圧の挙動についてまとめるとともに，土槽全体
の過剰間隙水圧比をコンター図として示した．これらの実験結果から，過剰間隙水圧の最大値は，
未改良部分ではいずれのケースにおいても同程度の値を示した．その一方で，間隙水圧の消散速
度は Case6-1-a よりも Case6-1-b の方が遅かった．これは，改良体によって過剰間隙水圧の排水経
路の一部を遮断していたからと考えられる． 
6-3-3 項では，せん断土槽の水平変位をまとめた．各層の水平変位量は液状化最上部で最も大き
く非液状化層で小さくなる結果となった．また，このような分布は過剰間隙水圧の深度方向の分
布と一致していた． 
6-3-4 項では，各加速度計から算出したせん断ひずみと応力比の関係をまとめた．これらの結果
から，液状化層においては加振が進むと地盤の剛性が低下し，ループの面積が小さくなることが
確認された．その一方で，改良層のせん断ひずみと応力比の関係では，加振中においても一定以
上の剛性を保っていた． 
6-3-5 項では，表面変位測定結果をまとめた．液状化層の直上に構造物を設置した未改良砂のケ
ースでは，構造物直下を改良したケースと比較して，沈下と傾斜角が大きくなる傾向にあること
が分かった．その一方で，改良体の直上に位置する構造物では加速度応答が大きくなる．ただし，
最終的な構造物の傾斜角は未改良地盤の直上に設置した構造物より小さく，液状化による不等沈
下を防げたと言える． 
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第7章  遠心場振動台実験の再現解析 
7-1. 概説 
本章では有効応力に基づいた解析手法である液状化解析プログラム LIQCAを用いて，遠心場振
動台実験の再現解析を行ない，適切な改良範囲を検討する． 
LIQCA は固相(土骨格)と液相(間隙水)に対して別々の運動方程式を与える Biot の提案した 2 相
混合体理論 1)が用いられており，間隙水の移動を考慮できる．そのため，加振中における排水およ
び液状化発生後に生ずる水圧消散過程を考慮した残留変形を予測することができる 2), 3)．また，
LIQCA の支配方程式は固相の変位 u と間隙水圧 p を未知数とした u-p 定式化 4)に基づいており，
支配方程式に組み込まれている土の構成式としては，弾性モデル，繰返し弾塑性モデル，R-O モ
デル，繰返し弾粘塑性モデル，弾完全塑性モデルが挙げられる．なお，液状化の発生に伴う変形
を表現するためには，繰返し載荷中に発生するひずみレベル(せん断ひずみ 10.0%程度)を再現でき
る必要がある 4)．このようなひずみレベルを再現できる構成式として，LIQCA では Oka et al5)によ
って提案された砂の繰返し弾塑性モデルを使用する．また，この支配方程式の離散化には，有限
要素法(FEM)，有限差分法(FDM)を使用するとともに，時間の離散化には Newmark の β法を用い
ている．  
LIQCA を用いた解析的検討は，既往の研究でも行われている．加藤ら 6)は，グラベルドレーン
で改良した地盤の間隙水消散効果や抑制効果の現地計測結果を再現している．また，Okochi et al7)
は液状化時の変形を抑制するための格子状地盤改良工法における格子間隔を決定するために遠心
模型実験を行うとともに，LIQCA を用いた 3次元解析も行なっている．これらの解析結果は，実
験結果をある程度過大に評価するが，格子間隔が広い場合でも変形抑制効果を期待できることが
確認されている．池野ら 8)は，盛土直下に改良層を設置し振動台実験によってその対策効果を確
認するとともに，LIQCA，FLIP による再現解析を実施している．各解析パラメータは要素シミュ
レーションによって応力-ひずみ関係や有効応力経路を表現できるように設定され，これによって，
実験結果を概ね再現できることが確認されている．さらに，関口ら 9)はタンク直下地盤の改良工
事における経済的な改良範囲を決定するために，LIQCAを使用して全面改良とリング状改良の対
策効果を比較することによって，改良範囲が小さいリング状改良においても十分な対策効果が得
られることを確認している．  
本章では，有限要素解析コード LIQCA を用いて，遠心場振動台実験の再現解析を行なう．まず，
5 章の要素試験をもとに，LIQCA に用いるパラメータを決定する．次に，設定したパラメータを
用いて 6 章で行なった遠心場振動台実験の再現解析を行うとともに，改良体の改良厚さや改良幅
をパラメトリックに変更し，改良体寸法が沈下量や加速度応答に与える影響を検討する． 
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7-2. 再現解析 
7-2-1. 解析モデル 
再現解析に用いたプログラムコードは，LIQCA2D17 である．6章で行った遠心場振動台実験の
供試体寸法を基に作成した FEM メッシュを図 7-1に示す．側面の境界条件は，遠心模型実験にせ
ん断土槽を使用したことを考慮し，動的解析においては繰返し境界とした．また，底面の境界条
件は，上下左右方向を固定し回転のみを許した．地表面には，地下水位線および排水境界を設定
した．さらに，構造物と土の境界にはジョイント要素を設定し，その際の面せん断方向ばね定数
ks および面垂直方向ばね定数 kn は，加振時に地表面から構造物が離れることのない十分大きな
値として，1.5×108 kN/m2とした．また，改良体と地盤の間にもジョイント要素を挿入した．なお，
改良体-地盤間のジョイント要素は試行錯誤的に決定した．まず，既往の研究 10)を参考に ks を
1.0×106 kN/m2，knを 1.0×106 kN/m2として解析を行なった．6-3-5項の図 6-39に示した実験結果で
は改良領域と未改良領域の沈下量が異なり，地表面が段差状に変形していることを確認できる．
しかしながら，設定したジョイントのパラメータでは実験結果に則した変形が得られなかった．
そのため，Case6-1-bである改良砂の解析モデルにおいては，改良体と土の境界に滑りを考慮した
ジョイント要素を挿入した．この際の ksおよび knは，それぞれ 1.0×10-5 kN/m2，1.0×104 kN/m2で
ある．なお，摩擦係数 tan φは，5章において行った硅砂 6号に対する繰返し非排水三軸圧縮試験
  
 
(a) 未改良(Case6-1-aを再現) (b) 改良(Case6-1-bを再現) 
図 7-1 FEM メッシュ 
 
表 7-1 ジョイント要素のパラメータ 
パラメータ 
未改良 改良 
構造物-地盤 構造物-地盤 改良体-地盤 
せん断方向ばね定数(ks) 1.5×108 kN/m2 1.5×108 kN/m2 1.0×10-5 kN/m2 
垂直方向ばね定数(kn) 1.5×108 kN/m2 1.5×108 kN/m2 1.0×104 kN/m2 
摩擦係数 tan φ 0 0 0.9 
 
改良層 緩い層 密な層 Base 構造物
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の結果を参考に 0.9とした．ジョイント要素のパラメータを表 7-1にまとめる． 
動的解析に用いる初期応力は，図 7-1に示した FEM メッシュと同様のモデルを用いた初期応力
解析から求めた．なお，地盤は弾完全塑性モデル，構造物は弾性モデルとして初期応力解析を行
った．動的解析の計算時間増分は地盤の透水係数を参考として計算結果が発散しない 0.002 秒と
した．また，Newmark の β 法の係数は，LIQCA の公開版 11)において安定性が確認されている，
β ＝0.3025，γ＝0.6を採用した．ここで，減衰定数 hは初期合成比例型の Rayleigh 減衰の係数 α1と
地盤の i次の固有振動数 fiから以下の式(7-1)で表される． 
 
 
(7-1)  
既往の研究 11)では，地盤の 1 次固有周期 f1に対して減衰定数 h が 1~3%は，Rayleigh 減衰の係数
α1と 0.001~0.003に相当するとして解析が行なわれている．本解析では，α1を試行錯誤的に変化さ
せて解析を行なった結果，LIQCA 公開版において推奨されている値である 0.001 を用いることと
した． 
7-2-2. 動的解析のパラメータの設定方法 
動的解析に用いたパラメータは，5 章において行った硅砂 6 号の繰返し非排水三軸圧縮試験の
結果や文献値を参考に設定した．各層のパラメータの設定方法を以下に示す． 
a). 構造物 
構造物は弾性モデルを用いてモデル化した．構造物の単位体積重量は 6 章の遠心模型実験にお
いて用いた構造物の重量および体積から算定した．また， Lame 定数 λおよび μは，構造物のヤ
ング係数 E およびポアソン比 νから以下の式(7-2)，式(7-3)を用いて算定した． 
 
 
(7-2)  
 
 
(7-3) 
また，構造物は不透水材料であるため，透水係数は 0 m/sとした． 
b). 緩い層 
緩い層には相対密度Drが 60%相当の硅砂 6号に対する繰返し非排水三軸圧縮試験の結果および
文献値をもとにパラメータを設定し，繰返し弾塑性モデルを用いてモデル化した．飽和単位体積
重量γsat および間隙比 e は，遠心模型実験に用いた土層の寸法および重量から算定した．膨潤指
数 CCおよび膨潤指数 κ，初期せん断係数比 G0/σ'm0には，硅砂 6号の詳細な室内試験結果がなかっ
たため，相対密度 Dr＝60%の豊浦砂で使用されている値 11)を用いた．また，透水係数の設定では，
3章において行った透水試験結果を参考にした．変相応力比Mmおよび破壊応力比Mfについては，
5 章において行った硅砂 6 号に対する繰返し非排水三軸試験の結果から求めた．さらに，ダイレ
イタンシー係数 D0および n，硬化関数中のパラメータ B0，B1，Cf，異方性消失パラメータ Cd，塑
性規準ひずみ γp*r，弾性規準ひずみ γE*rについては，5 章において行った硅砂 6 号に対する繰返し
非排水三軸試験の結果における有効応力の低減具合および液状化強度と合うように各種パラメー
タを設定した． 
 παfh 1i=
 
)2-)(1+(1
=
νν
Eν
λ
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μ
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c). 改良層 
改良層において，飽和単位体積重量γsat，間隙比 e，膨潤指数 CC，膨潤指数 κ，初期せん断係数
比 G0/σ'm0，変相応力比Mmおよび破壊応力比Mfの設定方法は，b)に示した方法と同様である．ダ
イレイタンシー係数 D0，n，硬化関数中のパラメータ B0，B1，Cf，異方性消失パラメータ Cd，塑
性規準ひずみ γp*rおよび弾性規準ひずみ γE*rは，5 章において行った P/W＝10.0%の注入材で改良
した硅砂 6 号の供試体に対する繰返し非排水三軸試験の結果を参考とした．ただし，繰返し弾塑
性モデルにおいては，Si と CH を混合した注入材で改良した供試体の有する粘り強さを想定して
おらず 8)，液状化強度の大きい供試体の液状化強度曲線の解析値を実験値に完全にフィッティン
グさせることは困難である．そのため，本解析では繰返し回数 20回の時の液状化強度および有効
応力の低減具合，ひずみの増加具合が室内試験の結果と合うようにパラメータを設定した．なお，
改良砂は難透水材料と仮定した． 
d). 密な層，Base 
密な層は，非液状化層を想定した相対密度 Dr=80%の硅砂 6号の層である．改良層において，飽
和単位体積重量γsat，間隙比 e は b)に示した方法と同様である．膨潤指数 CC，膨潤指数 κは過去
の研究 12)において用いられた値を参考にした．初期せん断係数比 G0/σ'm0は，Iwasaki and Tatsuoka13)
によって提案された式を用いて算定した．Iwasaki and Tatsuoka の提案式を式(7-4)に示す．  
 
 
(7-4)  
なお，この際のσ'm0は密な層の中央付近の有効応力として，98.0kPa とした．変相応力比 Mmおよ
 4.0
0 ′+1
)-17.2(
14092= mσe
e
G
表 7-2 パラメータ一覧 
パラメータ名 
緩い層 改良層 密な層 Base 構造物 
繰返し弾塑性モデル 弾性モデル 
透水係数 m/s k 5.2×10-4 1.0×10-9 4.5×10-4 5.2×10-4 - 
飽和単位体積重量 kN/m2 γsat 18.2 20.0 18.8 20.3 30.0 
無次元化初期せん断係数 G0/σ'm 1317.0 1317.0 1059.8 1133.0 - 
初期間隙比 e0 0.849 0.849 0.739 0.510 - 
圧縮指数 λ 0.025 0.025 0.036 0.0004 - 
膨潤指数 κ 0.0025 0.0025 0.005 0.00008 - 
擬似過圧密比 OCR 1.0 1.0 1.0 1.2 - 
ダイレイタンシー係数 
D0 3.5 1.1 0.52 0.12 - 
n 18.0 25.0 8.5 4 - 
破壊応力比 Mf 1.406 1.745 1.476 1.476 - 
変相応力比 Mm 0.734 0.734 1.087 1.087 - 
硬化関数中のパラメータ 
B0 3000 6000 3924 54000 - 
B1 60 60 65.4 140 - 
Cf 0 0 0 0 - 
規準ひずみ(塑性剛性) γP*r 0.001 0.006 0.004 0.001 - 
規準ひずみ(弾性剛性) γEr 0.002 0.090 0.250 0.032 - 
異方性消失のパラメータ Cd 2000 2000 2000 2000 - 
Lame定数 kN/m2 
λ - - - - 5.8×107 
μ - - - - 2.6×107 
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び破壊応力比Mfは，緩い層における値よりも大きくなるように設定した．ここで，ダイレイタン
シー係数 D0，n，硬化関数中のパラメータ B0，B1，Cf，異方性消失パラメータ Cd，塑性規準ひず
み γp*r および弾性規準ひずみ γE*r は，過去の研究 12)において行われた繰返し非排水三軸圧縮試験
により得られた液状化強度曲線に合うように設定した． 
次に，Base は玉砂利で作製した最大密度に近い密度を有する非液状化層である．そのため，既
往の研究 14)において用いられている相対密度 Dr=90%の豊浦砂における LIQCAのパラメータを参
考に設定し，透水係数は，玉砂利の透水試験結果から決定した． 
ここまでで得られたパラメータの一覧を表 7-2に示す． 
7-2-3. 要素シミュレーション 
図 7-2，図 7-3および図 7-4に緩い層の要素シミュレーションから得られた有効応力経路，軸差
応力と軸ひずみの関係および液状化強度曲線を示す．なお，図 7-2，図 7-3は，同じ応力比におけ
る有効応力経路および軸差応力と軸ひずみの関係を示している．また，本解析で行った要素シミ
ュレーションは片振幅ひずみ 2.5%を上限としているため，図 7-2，図 7-3 に示した実験結果は片
振幅ひずみが 2.5%以下のひずみレベルにおける結果を示している．これらの図で要素シミュレー
ションにおいて，ひずみが急激に増加し始めた後の繰返し回数が，実験値と比較して若干少ない．
ただし，図の有効応力経路から，載荷初期の有効応力が高い領域においては，徐々に有効応力が
  
図 7-2 緩い砂の有効応力経路 図 7-3 緩い砂の軸ひずみと軸差応力の関係 
  
図 7-4 緩い砂の液状化強度曲線 図 7-5 密な砂の液状化強度曲線 
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低下し最終的に一定の値に収束しゼロに近づく傾向が良くシミュレートできている．また，軸差
応力と軸ひずみの関係における要素シミュレーションの結果は，実験結果と同様に有効応力の低
下とともにひずみが急増している．このことから，設定した緩い層のパラメータは実験結果の軸
ひずみの発達と有効応力の低減具合を良好に再現できていると言える．さらに，図 7-4 に示す液
状化強度曲線は，要素シミュレーションと実験結果がよく一致している．  
図 7-5 に密な層の要素シミュレーションにより算出された液状化強度曲線を示す．密な砂の要
素シミュレーション結果は，Isobe et al.による液状化試験結果を良く再現できていることがわかる． 
次に，図 7-6，図 7-7および図 7-8は，改良層の要素シミュレーションから得られた有効応力経
路，軸差応力と軸ひずみの関係および液状化強度曲線を示している．なお，図 7-8 の赤いプロッ
トは改良砂を応力比 0.6 でせん断した際の繰返し載荷回数の解析値を示している．図の有効応力
経路から，有効応力が一定の値に収束するまでに要する繰返し載荷回数や収束する有効応力の値
を良く再現できている．さらに，軸差応力と軸ひずみの関係において，軸ひずみが繰返し載荷に
よって一定の増加割合で徐々に増加する傾向は実験結果とよく一致している． 
以上に示したパラメータによって有効応力低減の傾向や液状化強度の実験値を良く再現するこ
とができることを確認した．そのため，以後の解析では表 7-2 に示すような解析パラメータを用
いることとする． 
  
図 7-6 改良砂の有効応力経路 図 7-7 改良砂の軸ひずみと軸差応力の関係 
 
図 7-8 改良砂の液状化強度曲線 
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7-2-4. 解析結果 
解析結果を抽出した要素及び節点を図 7-9 に示す．解析結果は，いずれも遠心模型実験におけ
るセンサーの設置位置と同じ場所からの抽出した．なお，加速度，鉛直変位は赤い丸で塗りつぶ
された節点，間隙水圧は赤い四角で示された要素から解析結果を抽出した．LIQCAによる動的解
析から得られた結果を以下に示す． 
  
(a) 未改良砂 (b) 改良砂 
図 7-9 解析結果の抽出要素，節点 
 
 
  
 
 
(a) 未改良砂 (b) 改良砂 
図 7-10 過剰間隙水圧比のコンター 
 
 
  
 
 
(a) 未改良砂 (b) 改良砂 
図 7-11 合成変位のコンターとベクトル 
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a). 過剰間隙水圧比と鉛直変位のコンター 
加振開始から 9.0 s時点の過剰間隙水圧比のコンターを図 7-10(a)，(b)に示す．なお，図中の白い
破線は，改良範囲を示している．未改良砂の過剰間隙水圧比の結果である図 7-10(a)では，構造物
直下や非液状化層の過剰間隙水圧比が大きく上昇せず，液状化層が加振によって完全に液状化す
る様子は，6章に示した実験結果とよく整合している．また，改良砂のケースにおいても改良砂周
辺で過剰間隙水圧比が非常に大きくなり，改良体直下では過剰間隙水圧比の上昇が抑制される挙
動を再現できている．さらに，改良体内部においても過剰間隙水圧比が高まる部分が存在するが， 
その大きさは液状化層よりも小さい． 
次に，図 7-11(a)，(b)は，加振開始から 40 s経過後の合成変位のコンターとベクトルを示してい
る．なお，図 7-11(a)，(b)は鉛直方向の変形図を示しており，変形倍率は 2 倍に設定した．まず，
図 7-11(a)に示した未改良砂の変形図では，構造物の付近が大きく沈下しており，実験結果と類似
している．ただし，解析領域両端の地盤の表面が隆起している．これは，図中のベクトルから読
み取れるように，解析においては構造物の沈下に伴う地盤の変位に伴い，土槽両端部の地盤がす
べるように変形したためである．一方，改良砂のケースでは構造物の沈下量が大きく低減されて
 
(a) Y1_l (b) Y1_c (c) Y1_r 
 
(d) Y2_l (e) Y2_c (f) Y2_r 
 
(g) Y3_l (h) Y3_c (i) Y3_r 
図 7-12 未改良砂における過剰間隙水圧の時刻歴  
 
0
10
20
30
40
0 2 4 6 8 10
過
剰
間
隙
水
圧
(k
P
a)
時間(s)
CH15
Y1_r
0
10
20
30
40
0 2 4 6 8 10
過
剰
間
隙
水
圧
(k
P
a)
時間(s)
CH14
Y1_c
0
10
20
30
40
0 2 4 6 8 10
過
剰
間
隙
水
圧
(k
P
a)
時間(s)
CH13
Y1_l
0
15
30
45
60
0 2 4 6 8 10
過
剰
間
隙
水
圧
(k
P
a)
時間(s)
CH18
Y2_r
0
15
30
45
60
0 2 4 6 8 10
過
剰
間
隙
水
圧
(k
P
a)
時間(s)
CH17
Y2_c
0
15
30
45
60
0 2 4 6 8 10
過
剰
間
隙
水
圧
(k
P
a)
時間(s)
CH16
Y2_l
0
20
40
60
80
100
0 2 4 6 8 10
過
剰
間
隙
水
圧
(k
P
a)
時間(s)
CH24
Y3_r
0
20
40
60
80
100
0 2 4 6 8 10
過
剰
間
隙
水
圧
(k
P
a)
時間(s)
CH23
Y3_c
0
20
40
60
80
100
0 2 4 6 8 10
過
剰
間
隙
水
圧
(k
P
a)
時間(s)
CH19
Y3_l
第 7 章 遠心場振動台実験の再現解析 137 
いることが分かる．さらに，改良砂両端部においては大きな沈下が発生しており，これらの傾向
は実験結果と類似している．また，液状化層と比較して地盤の変形量は小さいものの，非液状化
層である改良体の直下地盤においても非液状化層が押し拡げられるように変形している． 
b). 過剰間隙水圧の時刻歴 
図 7-12(a) ~ (i)は未改良砂における過剰間隙水圧の時刻歴であり，各センサーの設置位置におけ
る要素の過剰間隙水圧の解析結果を抜粋したものである．なお， 図 7-9にも記述した通り，Y方
向の位置を浅い場所から順に Y1 ，Y2， Y3，X方向の位置を l，c，rで示す．また，実験値はそれ
ぞれ CH No.で示す．図から，すべての位置において最終的な過剰間隙水圧の解析結果は，概ね実
験結果に則した値となっていることが確認できる．ただし，解析結果では Y2，Y3 における過剰
間隙圧の立ち上がりが若干早い．これは遠心模型実験において，Y2層および Y3 層付近の地盤の
密度が密になっていたことから，解析では地盤の密度を若干過小に評価していることや実験では
センサー付近の地盤が部分的に不飽和であったことが可能性として考えられる．また，解析結果
では，実験結果に見られるようなスパイク状の間隙水圧の変動が見られなかった．これは，要素
シミュレーションにおいてサイクリックモビリティ後の繰返し回数を若干過小に評価しているた
 
(a) Y1_l (b) Y1_c (c) Y1_r 
 
(d) Y2_l (e) Y2_c (f) Y2_r 
 
(g) Y3_l (h) Y3_c (i) Y3_r 
図 7-13 改良砂における過剰間隙水圧の時刻歴  
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めであると推測される． 
次に，図 7-13(a) ~ (i)は，改良砂における過剰間隙水圧の時刻歴を示している．なお，Y1_l，Y1_c，
Y2_cは，遠心載荷実験においてセンサーの故障またはセンサーを設置していない箇所であるため，
解析結果のみを示している．図から，解析結果は未改良砂と同様に過剰間隙水圧の挙動を概ね再
現できていることが分かる．過剰間隙水圧の立ち上がりは，いずれの抽出位置においても実験結
果と解析結果で大きな差はなく，この点においては設定したパラメータより得られた解析結果と
実験結果は整合していると言える．未改良地盤である改良砂側方における地盤(l および r)では，
未改良砂の解析結果とは異なり，スパイク状の間隙水圧の変動が見られる．これは，改良砂の揺
動に影響されたものと考えられ，その変動は実験値と比較して小さい．  
 
(a) Y1_l (b) Y1_c (c) Y1_r 
 
(d) Y2_l (e) Y2_c (f) Y1_r 
図 7-14 未改良砂における加速度の時刻歴 
 
(a) Y1_l (b) Y1_c (c) Y1_r 
 
(d) Y2_l (e) Y2_c (f) Y2_r 
図 7-15 改良砂における加速度の時刻歴 
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c). 加速度の時刻歴 
各ケースの加速度の時刻歴を図 7-14(a) ~ (f)，図 7-15(a) ~ (f)に示す．図 7-14(a) ~ (f)は，未改良砂
における加速度の時刻歴を示している．まず．未改良砂において，Y1_l，Y1_rにおいて加速度応
答が小さくなる傾向や構造物直下で液状化後も一定の加速度応答が見られることは実験結果と一
致している．しかしながら，いずれの位置においても解析から得られた加速度は実験結果よりも
小さく，スパイク状の加速度応答が見られない．これは，要素試験におけるサイクリックモビリ
ティ後の繰返し回数の過小評価が影響しているためと推測される．また，未改良砂の解析結果か
ら抽出した加速度は，いずれの抽出位置においても実験値と比較して解析値が小さい．これは，
解析モデルが実験と比較して液状化しやすかったことを示唆しており，過剰間隙水圧の結果と整
合する．  
次に，図 7-15(a) ~ (f)に改良層における加速度の解析結果を示す．未改良砂における結果と同様
に，改良砂でも，解析結果における加速度は実験結果よりも過小に評価されている．ただし，Y2_c
における加速度の大きさは，実験結果と概ね等しい．また，改良砂の節点から抽出した加速度は，
土槽両端の未改良砂部分と比較して大きい値を示した． 
解析における加速度応答は，いずれの設置位置においても実験結果よりも小さい結果となり，
解析では実験において見られたようなスパイク的な応答が再現できなかった．このような過小な
加速度応答は，Rayleigh 減衰の係数を大きくすることによって改善されると考えられる 15)．しか
し，Rayleigh 減衰の係数を大きくした場合，加振初期の加速度が過小評価されたことや今回の解
析から得られた過剰間隙水圧の全体的な挙動が実験結果と概ね一致していたことから，今後の解
析でも，同様の Rayleigh 減衰の係数 α1を用いる． 
d). 構造物の応答 
各ケースの構造物の加速度応答を図 7-16(a)，(b)に示す．なお，図中の赤い実線と黒い実線は構
造物(S_c)と構造物直下地盤(Y1_c)における加速度応答の解析値，青い破線は構造物の応答加速度
の実験値を示している．まず，未改良砂の結果では，解析から抽出した構造物と直下地盤の加速
度の位相がずれているが，これは解析結果を抽出した位置が離れているためである．また，未改
良砂の解析における最大加速度は，実験値と概ね一致している．また，構造物の加速度もほとん
ど増幅しておらず，実験と整合していると言える．しかしながら，構造物天端中央部で観察され
  
(a) 未改良砂 (b) 改良砂 
図 7-16 構造物の加速度応答 
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た加速度の実験値は，加振後半においても一定以上の値を示しており，この点において解析は実
験の傾向を再現できなかった．図 7-16(b)は改良砂のケースである．改良砂においては構造物の加
速度がかなり過小評価されているものの，構造物直下地盤の加速度よりも大きくなる傾向は再現
されている． 
図 7-17(a)，(b)は，構造物の沈下量の時刻歴であり，黒い実線と青い実線はそれぞれ，解析結果
と実験結果の値を示している．未改良砂，改良砂においても過剰間隙水圧が高まる 2.0s 付近から
沈下が発生することは，解析結果と実験結果で一致している．ただし，未改良砂においては沈下
量の解析値が実験値よりも 1.5 倍程度大きくなった．これは，過剰間隙水圧や加速度の応答と同
様に，解析モデルが実験よりも液状化しやすかったことに起因すると推察される． 
次に，図 7-18(a)，(b)は加振終了直後の構造物の傾斜角と沈下量の関係の解析値を赤い実線で示
している．なお，図中には，遠心模型実験から得られた D1加振時の沈下量と構造物の傾斜の関係
を黒い実線で付記してある．図から，未改良砂では沈下量が若干安全側に評価されるが，構造物
の最終的な傾斜角は実験値と解析値でほぼ同じ値である．その一方で，改良砂の解析結果である
図 7-18 (b)では，加振中の構造物の傾斜の挙動や最終的な傾斜角は概ね一致している． 
以上の結果から，構造物や地盤の加速度の大きさは実験値よりも小さくなる結果となった．し
かしながら，加振により発生する過剰間隙水圧の大きさや沈下の傾向は，解析モデルによって概
  
(a) 未改良砂 (b) 改良砂 
図 7-17 構造物の沈下量 
  
(a) 未改良砂 (b) 改良砂 
図 7-18 構造物の傾斜角と沈下量の関係 
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ね再現されていることが分かった．  
7-3. 改良範囲の検討 
7-2 節で行った再現解析では，設定したパラメータやモデルを用いることによって，構造物の沈
下挙動を概ね再現できることが確認された．そこで，本節では改良体の寸法を変化させることで
改良幅や改良深さが構造物の沈下量や傾斜角に及ぼす影響を検討した．なお，使用するパラメー
タは表 7-2 に示したものである．なお，以下の節では加振直後の沈下量のみを対象とし，加振終
了後の圧密沈下に伴った沈下量は考慮しない． 
7-3-1. 解析モデル 
解析に使用するモデルおよび改良体寸法を図 7-19に示す．解析には改良体の寸法に応じた沈下
や加速度応答の違いを考察するために，改良体の幅 wおよび改良体の厚さ hを種々に変えたモデ
ルを設定した．Case7-1-b ~ Case7-1-dは，改良体の厚さ hを 4.0 mとして改良体の幅 wを種々に変
えたケースである．また．Case7-1-e~ Case7-1-gは改良体の厚さを 6.5 mとしたケースである．表 7-3
には各ケースの改良体寸法および各ケースの寸法から計算した改良体の厚さと幅の比(h/w)，液状
   
(a) Case7-1-b (b) Case7-1-c (c) Case7-1-d 
   
(d) Case7-1-e (e) Case7-1-f (f) Case7-1-g 
図 7-19 改良体の寸法 
 
表 7-3 各ケースの寸法一覧 
 改良体高さ h 改良体幅 w 液状化層高さ H´ h/w H´/w V/V´ B/w 
Case7-1-a 8.5 m 7.0 m 0 m 1.21 0.00 1.00 0.50 
Case7-1-b 4.0 m 7.0 m 4.5 m 0.57 0.64 0.47 0.50 
Case7-1-c 4.0 m 4.4 m 4.5 m 0.91 1.02 0.30 0.80 
Case7-1-d 4.0 m 12.0 m 4.5 m 0.33 0.38 0.81 0.29 
Case7-1-e 6.5 m 7.0 m 2.0 m 0.93 0.29 0.76 0.50 
Case7-1-f 6.5 m 4.4 m 2.0 m 1.48 0.45 0.48 0.80 
Case7-1-g 6.5 m 5.3 m 2.0 m 1.23 0.38 0.58 0.66 
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化層の厚さ H´と改良体幅 w の比(H´/w)，7-2 節の解析で使用した改良体の単位奥行き当たりの体
積 V と解析の改良体の単位奥行き当たりの体積 V´の比(V/V´)，改良体幅 w で正規化した基礎幅
B(B/w)の値を示す．なお，表において Case7-1-a は 7-2節で行った改良砂における解析モデルの寸
法を示している． 
7-3-2. 解析結果 
各ケースにおける構造物の加速応答の結果を図 7-20(a) ~ (f)に示す．図中の黒い実線および赤い
実線は，構造物(S_c)および構造物直下地盤(Y1_c)から抽出した加速度の解析値である．改良体の
厚さが薄い Case7-1-b~ Case7-1-dでは，構造物の応答加速度の大きさが構造物直下地盤における加
速度の大きさと一致しており位相のずれも少ない．その一方で，Case7-1-e~ Case7-1-gでは構造物
と直下地盤の加速度応答の大きさが異なる．さらに，いずれのケースにおいても加速度の位相差
   
(a) Case7-1-b (b) Case7-1-c (c) Case7-1-d 
   
(d) Case7-1-e (e) C ase7-1-f (f) Case7-1-g 
図 7-20 加速度応答 
   
(a) Case7-1-b (b) Case7-1-c (c) Case7-1-d 
   
(d) Case7-1-e (e) Case7-1-f (f) Case7-1-g 
図 7-21 構造物の傾斜と沈下量の関係 
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が異なり，加振後半になると位相が逆転し，ロッキングが発生している可能性が示唆される．以
上の結果から，改良体の層厚が厚く，幅が小さい場合，構造物に応答する加速度が大きくなるこ
とが考えられる． 
図 7-21(a) ~ (f)は，沈下量の時刻歴であり，赤い実線および青い実線はそれぞれ，解析値と実験
値を示している．なお，実験値は構造物中央部の変位計(CH40)の値である．いずれのケースにお
いても，実験値とは異なり加振中の沈下量の変動がない．さらに，実験値よりも解析値の方が沈
下量は大きくなった．また，その沈下量は改良体が厚く，幅が大きいほど小さくなることがわか
る． 
図 7-22(a) ~ (f)に加振直後の構造物の傾斜と沈下量の関係の実験値および解析値をそれぞれ，黒
い実線および赤い実線で示す．なお，構造物の傾斜は図 7-9に示した S_lおよび S_rにおける鉛直
変位の時刻歴の解析値から算出した．図から，構造物と構造物直下地盤の加速度応答が一致して
いる Case7-1-b ~ Case7-1-d では，構造物の揺動が小さい．その一方で， Case7-1-e ~ Case7-1-g で
は，加振中の構造物の傾斜が大きくなる傾向にある． 
以上のような沈下や加振時の加速度応答の違いを表 7-3 に示した改良体寸法から考察する．
図 7-23 は，構造物の加速度応答の最大値 asを構造物直下地盤の加速度応答の最大値 aY1_cで正規
化した値と改良体の層厚 h の関係を示している．なお，図中には改良層の層厚ごとにプロットの
種類を分けて示す．図から，改良体の層厚 hに伴って，構造物の加速度(S_c)の増幅が大きくなる
傾向にある．しかしながら，図 7-20から明らかなように構造物の加速度応答は改良体の幅によっ
ても変化する．そのため，as/aY1_cと改良体の層厚 h を改良体の改良幅で正規化した値の関係を図
7-24に示す．図 7-24から，多少のばらつきはあるものの h/wに伴って，as/aY1_cが直線的に増加し
   
(a) Case7-1-b (b) Case7-1-c (c) Case7-1-d 
   
(d) Case7-1-e (e) Case7-1-f (f) Case7-1-g 
図 7-22 構造物の傾斜と沈下量の関係 
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ている．従って，改良体の厚さに対して改良体の幅が大きいと as/aY1_cが小さくなることが示唆さ
れる． 
構造物の最大鉛直変位量 DVmaxと液状化層の層厚 H´の関係を図 7-25に示す．図から，H´の厚さ
に伴って DVmax が増加することわかる．しかし，図はそれぞれの液状化厚さによってばらつきが
大きい．また， DVmaxは改良体の幅 wによっても変化することは図 7-22からも明らかである．そ
こで，図 7-26 に H´を w で正規化した値と DVmaxの関係を示す．図から，H´/w に伴って DVmaxが
直線的に増加することが分かる．ただし，H´/wが 0.6 以上となる範囲では，DVmaxの増加量が小さ
  
図 7-23 as/aY1_cと h の関係 図 7-24  as/aY1_cと h/wの関係 
  
図 7-25 DVmaxと H´の関係 図 7-26  DVmaxと H´/wの関係 
  
図 7-27 V/V´と DVmax/D´Vmax関係 図 7-28  tmaxと B/wの関係 
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くなる．このことは，基礎幅 B に対して改良体の改良幅 wが大きくなると構造物の荷重が改良層
によって分散することで DVmaxが小さくなることを示している． 
図 7-27 に，V/V´と各ケースの構造物の最大鉛直変位 DVmaxを 7-2 節において行った未改良砂の
ケースの構造物の最大鉛直変位 D´Vmaxで正規化した値の関係を示している．図から，改良体の改
良体積が減少するほど，沈下量が増加することが分かる． 
次に，図 7-28に構造物の最大傾斜角 tmaxと B/wの関係を示す．図 7-28から，改良幅が広くなる
ほど構造物の傾斜が小さくなり，不等沈下を抑制できることが分かった．従って，図 7-26や図 7-28
の結果から，改良体の層厚が薄く，液状化層の厚さが厚い場合でも改良幅を変えることによって
構造物の不等沈下や沈下量を抑制できることが示唆された． 
以上の関係から，改良体が厚くなるほど構造物の加速度応答が大きくなることが分かった．一
方，改良体の厚さが薄くなると加速度の応答が小さくなるが，沈下量が大きくなる傾向にあるこ
とが確認された．また，改良体の改良幅に伴って，構造物の傾斜および沈下量が小さくなる．さ
らに，改良体の厚さによって構造物の応答加速度が大きくなることから，設計する構造物に許容
される沈下量や傾斜に応じて，改良体の幅や厚さ，液状化層の厚さをなどの改良範囲を決定する
必要がある． 
7-4. 液状化層の層厚の影響 
7-3 節では同じ層厚の緩い層に対する地盤改良を想定した解析を行い，改良体の改良幅と改良深
さが構造物の沈下量や傾斜に与える影響を確認した．しかしながら，液状化層の層厚は場所によ
って変化するとともに，液状化層の層厚が液状化後の沈下量に影響することが指摘されている 16)．
そこで，本節においては緩い層の層厚と改良層の層厚を変えることによって，液状化層の層厚を
変化させたいくつかの解析モデルを作成し，液状化層の厚さが沈下量に与える影響を考察した．  
7-4-1. 解析モデル 
解析モデルの概要と寸法を表 7-4，図 7-29 に示す．本節では，液状化層のみの沈下量を確認す
表 7-4 解析モデルの寸法 
Case H h H´ w 
Case7-2-a ○ 4.3 m 2.3 m 2.0 m 7.0 m 
Case7-2-b ○ 4.3 m 3.3 m 1.0 m 7.0 m 
Case7-2-c □ 8.5 m 2.0 m 6.5 m 7.0 m 
Case7-2-d □ 8.5 m 4.5 m 4.0 m 7.0 m 
Case7-2-e □ 8.5 m 6.5 m 2.0 m 7.0 m 
Case7-2-f △ 12.8 m 6.8 m 6.0 m 7.0 m 
Case7-2-g △ 12.8 m 9.8 m 3.0 m 7.0 m 
Case7-2-h  13.0 m 1.0 m 12.0 m 7.0 m 
Case7-2-i  13.0 m 3.0 m 10.0 m 7.0 m 
Case7-2-j  13.0 m 5.0 m 8.0 m 7.0 m 
Case7-2-k  13.0 m 9.0 m 4.0 m 7.0 m 
 
図 7-29 解析モデルの概要 
H′
w
H
h
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るために緩い層のみをモデル化し，緩い層の層厚 H と改良層の層厚 hを種々に変えることで液状
化層の層厚 H´に伴う加振中の沈下量を考察した．また，解析モデルには，7-2 節で行った改良砂
のモデルの密な層と緩い層の境界部の節点から得られた水平加速度を入力した．動的解析モデル
の境界条件は，7-2節の解析と同様に側方は繰返し境界とした．なお，使用する地盤パラメータは，
表 7-2に示す通りである． 
7-4-2. 解析結果 
各ケースの解析結果から得られた加振直後の最大鉛直変位 DVmax と液状化層厚 H´の関係を
図 7-30に示す．図から，液状化層厚 H´が 5.0m以下範囲では，緩い層の層厚 H に関わらず，H´に
伴って沈下量が一様に増加する傾向にあることがわかる．その一方で，液状化層の層厚が 5.0mを
超えると沈下量は横ばいとなる．従って，構造物の重量や改良層の幅などの条件が同一であれば，
加振中の沈下量は液状化層の層厚に依存し，また，その沈下量は一定の値に収束することが示唆
される． 
次に，構造物直下の各要素における鉛直ひずみを図 7-31(a) ~ (k)に示す．各要素の鉛直ひずみは，
いずれのケースにおいても改良層の直下で少ない傾向にある．これは，改良体の設置圧力によっ
て有効応力が増加するためである．また，図から液状化層の層厚 H´が厚くなるほど改良体直下に
おける各要素の鉛直ひずみが小さくなり，H´が薄い場合，改良体直下の要素の鉛直ひずみが大き
くなることが分かる． 
図 7-32(a) ~ (d)は，緩い層の厚さが同じ解析ケースである Case7-2-h ~ Case7-2-k の合成変位のコ
ンターと変形の方向と大きさをベクトルで示す．なお，図における要素の変形は鉛直方向の変位
のみを反映している．図から，Case7-2-h ~ Case7-2-kでは改良体直下に楔状の部分が現れ，改良体
とほぼ同じ方向に移動するとともに，改良体両側の未改良地盤はすべるように側方に変形してい
る．また，改良体両側部分のコンターで赤く示される通り，すべりによる変形が大きく発生する
層は改良体の厚さ h に伴って深くなり，特に液状化層の層厚 H´が 8.0m である図 7-32(c)では底面
境界付近にある．一方で，図 7-32(d)の Case7-2-k の結果では，改良体底面と底面境界の距離が近
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図 7-30 DVmaxと H´の関係 
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いことから，改良体直下近傍においても水平方向の変形が大きくなる．ただし，変形が発生する
範囲は Case7-2-h ~  Case7-2-j と比較して狭く，これが液状化層厚 H´=5.0m 付近で沈下量が頭打ち
となった原因と考えられる．さらに，これらの結果を図 7-31と比較すると，楔状の部分では鉛直
ひずみは小さく，改良体側方部分の地盤のすべりが発達する層において，鉛直ひずみが大きくな
る傾向にある． 
以上の結果から，改良体の改良幅が同じであれば，加振中の沈下量は緩い層の層厚 Hによらず
   
(a) Case7-2-a (b) Case7-2-b (c) Case7-2-c 
   
(d) Case7-2-d (e) Case7-2-e (f) Case7-2-f 
   
(g) Case7-2-g (h) Case7-2-h (i) Case7-2-i 
  
 
(j) Case7-2-j (k) Case7-2-k  
図 7-31 各要素の鉛直ひずみ 
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H´が薄くなるほど減少する．さらに，液状化地盤直下の支持層の液状化による沈下がないと仮定
すれば，加振中の沈下量は液状化層 H´を 5.0m 以下の範囲では，液状化層厚の減少に伴って小さ
くなる． 
7-5. まとめ 
LIQCA2017 を用いて，6 章の遠心模型実験の再現解析を行った．さらに，改良体の寸法を種々
に変化させることによって，改良体の寸法をパラメトリックに変化させ，改良体寸法が構造物の
応答加速度や沈下量に与える影響を検討した． 
7-2 節では，遠心模型実験の再現解析を行った．LIQCA2017 による解析から得られた加速度応
答は，いずれのケースにおいても実験結果よりも小さく，加速度応答を過小評価していた．その
一方で，構造物の沈下量はいずれのケースにおいても解析結果が実験結果を安全側に評価してい
ることを確認した．また，発生した過剰間隙水圧は，実験結果と解析結果でほぼ一致した． 
7-3 節では，改良体の寸法が構造物の応答に与える影響を考察した．解析の結果，改良体の改良
  
(a) Case7-2-h (b) Case7-2-i 
  
(c) Case7-2-j (d) Case7-2-k 
 
図 7-32 合成変位のコンターとベクトル 
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厚さが厚くなるほど構造物の沈下量は小さくなったが，加速度応答が大きくなる結果となった．
また，改良体の改良幅は構造物の傾斜や沈下量に影響を与え，改良幅に伴って構造物の傾斜が抑
制される．このことから，沈下量や構造物の傾斜を小さくするためには，改良体の改良幅を広く
とる必要がある．しかしながら，改良体の厚さに伴って構造物の応答加速度が大きくなることか
ら，構造物に許容される加速度応答，傾斜や沈下量の大きさを考慮し，構造物直下の改良範囲を
決定する必要がある． 
7-4 節では，緩い層と改良層の層厚を変えることによって，液状化層の層厚を変化させた解析モ
デルを作成した．解析の結果，液状化層が薄いほど加振中の沈下量が抑制される．また，本解析
では液状化後の圧密沈下量は考慮できていないが，加振中の沈下量は，液状化層 H´を 5.0m 以下
となるように改良することで，液状化層厚の減少に伴って減少する． 
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第8章 結論 
8-1. 各章のまとめ 
近年，粉砕技術の発達に伴って，様々な材料を微粒子化することが比較的容易になってきてお
り，土木分野では微粒子による地盤改良技術が注目されている．そこで，本研究では微粒子を地
盤に浸透注入させることで，液状化の発生を抑止できるような地盤改良方法を提案することを目
的とする．この目的の達成のために，1)周辺環境に与える影響が少なく，液状化抑止に求められる
改良強度が得られる材料を選定し，2)改良対象である地盤へ浸透させるために必要な微粒子の粒
子径を把握し，3)必要な粒子径まで微粒子を粉砕できる方法を提案することが必要である．さら
に，4)微粒子の浸透注入によって改良した地盤の液状化抑止効果を確認する方法を提示すること
が求められる．本論文では，上記の課題を解決するために実施してきた種々の実験および解析の
結果を整理し，微粒子の浸透注入による地盤改良の可能性とそれによる改良効果についての知見
を取りまとめた． 
本論文では，まず，地盤注入に用いるための微粒子の製造方法や微粒子化技術について調査し，
粒径分析，電子顕微鏡による性状観察を行った．さらに，微粒子の浸透可否評価を行うために，
土の透水係数から代表間隙径を提案し，その有効性を確認した．次に，非セメント系の微粒子注
入材として Siと CH を用いた注入材について，その固化特性を検討した．最後に，有効応力解析
ソフトである LIQCA を用いて，遠心場振動台実験の再現解析を行い，改良体の寸法に伴う構造
物の沈下量の違いを考察した．以下に得られた結果の詳細をまとめる． 
第 1章 
第 1 章では，過去の巨大地震から受けた液状化被害や既往の研究を調査し，本研究の目的を示
した．微粒子の浸透性に関する既往の研究では，微粒子の浸透性がその粒径のみならず注入材の
粘性などの性質や注入の対象となる間隙の特性により変化する．現在，これらの特性を考慮した
微粒子の浸透予測法が提案されているが，地盤の間隙構造を評価することは実務上難しいことを
述べた．次に，微粒子を使用した注入材により改良した改良体の強度評価法を確認するとともに，
これらの注入材が高い改良強度を有することを示した． 
第 2章 
第 2 章では，既往の研究において使用された微粒子の表面観察および粒度の測定によって微粒
子の性状を調べるとともに，渦崩壊を利用した凝集粒子の粉砕および解砕の方法を示した． 
レーザー回折式粒度分布測定装置による粒径分析では，選定したほとんどの粒子の D50は 10μm
以下であった．一方で，Si，Al2O3の D50は 10μm以上の粗大な粒子を形成していた．さらに，SEM
を使用した表面観察では，粒径分布測定の結果が概ね正しいことを示した，また，SiIIIが最も粗大
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な粒径であることに加え，粒子表面に亀裂を有しており，解砕および粉砕による細粒化の可能性
が示唆され，渦崩壊を利用した SiIIIの粉砕を試みた．粉砕の結果，SiIIIの細粒化が確認され，注入
材の濃度に伴って粉砕効率が変化することを示した．また，粉砕後の再凝集の傾向は少ないこと
を確認した． 
第 3章 
微粒子の浸透可否評価の従来法は，代表粒径が代表間隙径に相関するという考えから，微粒子
と土の粒径を用いて微粒子の地盤に対する浸透可否が評価される．しかし，過去の研究において
微粒子の浸透性はその粒径だけでなく，注入材の粘性や地盤の間隙構造に影響されることが指摘
されている．そこで第 3章では，まず，Creager 法のような代表粒径を用いる透水係数算定法から
代表間隙径について考察した．さらに，透水係数から推定した代表間隙径を微粒子の浸透可否を
評価するための間隙指標 dと定義した．  
細砂に粗粒分が混合した混合砂では，代表間隙径が同じ混合砂においても，粒度曲線から評価
される代表粒径が粗粒分混合率によって異なるため，Creager法で用いられる D20のような代表粒
径から透水係数を推定できない場合があることを示した．この結果から，新たにマトリクス間隙
比を定義し，代表間隙径の変化を表現できないか確認した．その結果，粗粒分が断面損失として
働く emax ≥ emの範囲では，マトリクス間隙比 emによって代表間隙径の変化を表せるが，emax < em
の範囲では粗粒分によって作られる間隙が支配的となるため，マトリクス間隙比 emから代表間隙
径の変化を表すことができないことが示された． 
そのため，透水係数 k から直接的に代表間隙径を算出するために，Kozeny-Carman 式から間隙
指標 d を導出した．間隙指標 d は土の粒径によらず，透水係数，間隙率，流体の粘性から算出さ
れ，粗粒分の骨格形成による間隙の増大も表現可能である．さらに，間隙指標 dと均等係数 Ucを
用いた評価法を提案するとともに，提案法と微粒子の一次元注入実験の浸透可否結果を比較し，
微粒子の浸透可否が提案法により判別できることを確認した． 
第 4章 
第 4 章では，非セメント系微粒子注入材の浸透注入による液状化対策を提案し，その強度発現
について確認した．  
まず，既往の研究において提案されている微粒子を用いた注入材を列挙し，それぞれの注入材
により改良した砂の圧縮強度を検討した．その結果，Si および CH を混合した改良材の改良効果
が最も高いことを示した．その注入材の粘性測定および微粒子の粒径分析を行い，注入材を攪拌
しながら養生することで 3h までは粘性と粒径は変化しないことを示した．ただし，攪拌せずに養
生すると粘性が上昇し，ホモジナイザーでも解砕困難な C-S-H が生成されることが示唆された．
次に，CH/Si および P/W の配合に伴う強度特性の変化を検討し，地盤への浸透注入時の間隙水に
よる注入材の希釈の影響を考慮すると，浸透注入に用いるためには CH/Si=4/6 の配合が注入材と
して適していることを示した．さらに，これらの注入材について目詰まりの影響を低減するため
には，十分な注入速度を確保できる圧力で注入を行なう必要があることを確認した．最後に，浸
透注入法で改良した供試体に対する一軸圧縮試験から，養生 1 年経過後も強度低下はなく，養生
温度に伴う強度変化が少ないこと，硅砂 6 号程度の粒径の試料であれば浸透距離 80cm の地点に
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おいても液状化対策工法に求められる一軸圧縮強度を満足することを確認した．  
第 5章 
第 5 章では，Si と CH を混合した注入材を注入した改良砂に対して繰り返し非排水三軸圧縮試
験を行い，注入材の有する液状化強度および靭性を評価した． 
繰り返し非排水三軸圧縮試験の結果，十分な液状化強度を有するとともに溶液型注入材の改良
体と類似する有効応力や軸ひずみの進展挙動が確認された．さらに，正規化累積損失エネルギー
ΔW/σ′0を用いた供試体の靭性評価から，P/W=0.10の注入材においては，正規化累積損失エネルギ
ー ΔW/σ′0に対して体積ひずみ εvの増加が緩やかであり，靱性の高い材料であると結論付けた． 
第 6章 
第 4章，第 5章で得られた Siと CH を混合した注入材の改良効果を遠心場振動台実験によって
確認した． 
未改良地盤では実大換算で 20cm 以上の沈下量が確認されたが，地盤改良によって，沈下量を
1/8 程度に抑えることができた．さらに，加振後の構造物の傾斜角度も小さくなることを確認した．
しかしながら，構造物直下に改良体を設置したケースでは，構造物の加速度応答が入力波よりも
増幅する傾向にある．従って，液状化による沈下量だけでなく，改良による加速度応答の変化も
考慮して改良体の設計を行う必要がある． 
第 7章 
第 7章では有効応力解析である LIQCA2017を用いて，第 6章の結果の遠心模型実験の再現解析
を行うとともに，改良体の寸法をパラメトリックに変化させ，改良体の寸法が構造物の沈下量に
与える影響を考察した． 
遠心実験の再現解析の結果，加速度応答を過小評価する傾向にあるが，構造物の沈下量や過剰
間隙水圧は概ね一致した．さらに，設定したパラメータを用いて，改良範囲が構造物の沈下や加
速度応答に与える影響を，改良体の寸法をパラメトリック変化させることによって考察した．解
析の結果，改良体の幅が狭いほど構造物の傾斜が大きくなり，改良層の層厚に関係なく液状化層
の層厚に伴って液状化による沈下量が増加し，その沈下量は液状化層の層厚が 5.0m以上になると
頭打ちとなることを確認した．ただし，この関係は構造物の重量や改良層の幅などの条件が解析
モデルにおける解析から得られた結果である．また，改良体の厚さに伴って構造物の応答加速度
が大きくなることから，構造物に許容される沈下量や加速度応答を考慮し，構造物直下の改良範
囲を決定する必要がある． 
8-2. 課題と今後の展望 
本論文は微粒子系注入材を浸透注入による地盤改良を目的として，微粒子の粒径などの物性や
その浸透性，改良土の強度を明らかにするための実験的および解析的検討を行った．これらの検
討結果を踏まえて，微粒子系注入材の浸透注入による地盤改良技術の適用について，解決すべき
課題および今後の展望について述べる． 
一次元砂層に対する微粒子の浸透注入実験から，微粒子の浸透可否評価法を提案しているが，
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実施工では注入材が三次元的に浸透する．三次元浸透では注入半径が大きくなるほど注入速度が
低下し，微粒子の目詰まりを促進するため，本論文で提案した指標で求めた浸透可否は危険側の
評価になる可能性がある．従って，一次元と三次元供試体に対する微粒子の浸透性の違いについ
て検討が必要である．また，本論文で取り扱った微粒子系注入材の浸透限界は，細砂程度である．
しかし，実地盤では，本論文で取り扱った砂試料の間隙よりも非常に小さな間隙が存在する場合
がある．このような間隙の小さな土に対して，微粒子系注入材を適用するためには，微粒子の粒
径を更に細粒化することが求められる． 
Si と CH の注入材で改良した土の強度を確認した実験では，既設構造物直下の液状化対策への
適用を目的として，一軸圧縮強度が 150kPa前後となるような配合について検討した．しかし，5 章
に示した長尺供試体に対する浸透注入実験の結果から，Si と CH の注入材の濃度などの配合によ
っては，数百 kPa 以上の改良強度が得られることが示されている．従って，この注入材を幅広い
用途へ適用するためには，微粒子の様々な配合についての検討が必要である．また，遠心模型実
験の LIQCA による再現解析では，間隙水圧や沈下の傾向が概ね再現できることを示したが，加速
度応答は加振初期を除いて一致していなかった．液状化解析の精度向上のためには，実験モデル
の詳細な物性やョイント要素の物性の確認，改良体に適用するモデルについての詳細な検討が求
められる． 
本論文で得られた実験的および解析的検討の結果は，微粒子系注入材の浸透注入によって，地
盤の支持力を失うことなく，地盤改良を行うことが可能であることを示している．注入材として
使用する微粒子の配合や種類については，今後，更なる検討が必要であるが，本論文で使用した
Si と CH の注入材には明確なゲルタイムが見られないことから，この材料を使用した現場の注入
工事の時間的制約は小さいと考えられる．このことは，浸透注入を目的とした改良工事において，
微粒子系注入材を適用するための大きな利点となり得る．さらに，微粒子の配合によって改良強
度を幅広く変化させることが可能であり，液状化対策だけでなく様々な改良工事への適用に期待
が持てる．以上のことから，今後，微粒子系注入材の地盤改良への適用は拡大していくと考えら
れ，その際に本論文の成果が，微粒子を使用した地盤改良技術の更なる発展の一助となることを
望む． 
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